


　「平成」から「令和」の新たな時代の幕が開け、この度、第六次栗東市総合計画「基本構想」及び「前

期基本計画」を策定いたしました。今後の本市行政運営の指針となる「基本構想」は令和2年度から

10年間における長期的な展望に立ったまちづくりの基本理念や目指すべき将来都市像などを示し

たものであり、「前期基本計画」は基本構想に基づき、令和2年度から5年間における政策を体系化

した施策ごとに、基本方針、各主体の役割分担を示し、基本事業などを整理したものです。

　前計画の第五次栗東市総合計画は、平成22年3月に「基本構想」及び「前期基本計画」を、平成27

年3月には「後期基本計画」を策定し、『ひと・まち・環境　ともに育む「健やか・にぎわい都市」栗東』

の実現に向け、一層の地域の発展を目指し「参画と協働」のもとで「市民」「地域」「行政」が力を合

わせ総合戦略に基づく地方創生やシティセールスに全庁的に取り組んでまいりました。また、厳し

い財政状況下にある中において、財政基盤の確立を目指しながらも社会経済情勢の変化には迅速か

つ適切に対応するため、必要な行政サービスを効果的・効率的に提供してまいりました。このよう

なまちづくりを推進してきたことで、全国的には人口減少・少子高齢化が進行する中にあっても、

本市の人口は令和元年8月に7万人を超え、今なお増加傾向にあります。

　本計画の策定にあっては、本市の現況と社会経済動向を取りまとめた基礎調査や市民アンケート

をもとに、総合計画審議会や市議会における議論をはじめ、各地域・団体との懇談会、パブリック

コメントなどを通じて、市民の皆様とともに作り上げてまいりました。

　今後、「市民主体、市民協働によるまちづくり」「交流や連携で活力を創造するまちづくり」「優

れた自然環境や歴史文化の魅力を継承するとともに『馬のまち』としての魅力を発展させるまちづ

くり」の基本理念に基づき、将来都市像である「いつまでも　住み続けたくなる　安心な元気都市

栗東」の構築を目指し、まちづくりの基本政策として「経済」「教育・子育て」「福祉・健康」「暮らし」

「行政」の5つの安心を定め、新たなまちづくりを推進してまいります。

　結びに、本計画策定にあたり総合計画審議会委員の皆様をはじめ、様々な機会を通じて貴重なご

提案やご意見を頂きました皆様、その他関係皆様に多大なご協力を賜りましたことに改めて心から

感謝を申し上げます。

令和2（2020）年3月

「いつまでも　

住み続けたくなる　

安心な元気都市　栗東」

を目指して
栗東市長

野 村  昌 弘
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序　論

「緑とえがおあふれるまち」
大宝小学校　森 　心 温 さん



序論2

　本市は、昭和47（1972）年に「第一次栗東町総合発展計画」を策定してから、人口増加や都市化へ

の対応、福祉・文化施策など、定住都市として快適で充実した居住環境を持ったまちづくりに取り組み、

平成13（2001）年には、長年の目標であった市制施行という大きな区切りを達成しました。

　平成22（2010）年3月に策定した「第五次栗東市総合計画」では「ひと・まち・環境ともに育む『健やか・

にぎわい都市』栗東」を目指すべき将来都市像とし、各施策に取り組んでまいりました。その間、日本

においては、急激な人口減少・少子高齢化が進展し、人口構造が変化してきました。さらには、グロー

バル社会における競争の激化等によって日本の経済地位は後退し、加えて複雑化・多様化する地球環

境問題は、気候変動の影響による良好な自然環境の喪失、生物多様性の損失等、深刻な課題に直面

しています。また、私たちの暮らしにおいては、大規模な自然災害の多発に対応したハード・ソフトの

適切な組み合わせによる防災・減災対策、高速鉄道網や広域高速道路網の整備による広域ネットワー

クの形成等が求められる一方、ICT・AIの劇的な技術革新がライフスタイルを大きく変化させつつあり

ます。まちづくりにおいては、地方分権改革が進み、地方自治体の自主性が強化され自己決定・自己

責任の下に地域の実態に合った行政を展開できるようになりつつあり、地方創生などの取り組みが進ん

でいます。また、多様な分野において、地域組織やボランティア、NPOなど多様な主体が自主的・主

体的にまちの課題解決に取り組もうとする動きが定着しつつあります。

　このような状況の中、本市においては平成19（2007）年にJR東海道新幹線新駅事業が中止になった

ことにより、本市の持続的なまちづくりや地域活性化のシナリオが大きな方針転換を余儀なくされたこ

とで、行財政改革をはじめとする財政健全化に努めることが大きな課題となりましたが、「財政再構築

プログラム」「更なる財政再構築プログラム」「（新）集中改革プラン」の実行に加え、「第七次栗東市行

政改革大綱」を策定し、抑制型からプラス創造型への行政改革の転換を図ってきました。財政的に厳し

い状況にあっても、乳幼児福祉医療費助成制度の拡充、地域包括支援センターの開設、小・中学校へ

のエアコン設置、学校給食共同調理場や危機管理センターの建設、JR栗東駅等のバリアフリー化など

社会情勢の変化に伴い必要となった行政需要には対応しつつ、「栗東市総合戦略」による地方創生事業

への取り組みを進めてきたところです。なお、これまで上昇が続いていた人口増加率は勢いが鈍化し、

世代によっては転出超過も見られるなど本市においても少子高齢化の波が押し寄せています。

　こうした本市を取り巻く状況を踏まえ、市民・事業者・行政が今後の10年における本市の目指すべ

き方向とその実現のための方策を共有し、共通の目標に向かって力を合わせてこの困難な状況に立ち

向かい、自分たちのまちを自分たちの手でより良くしていくための指針として、次に掲げる視点に基づき、

計画実現が市民共有の目的となるようこの新しい総合計画を策定します。

1 市民との協働による総合計画

　策定過程に市民が多様に参画し、市民・事業者・行政が共有する計画とします。

2 市民に分かりやすい総合計画

　分かりやすい表現、共感が得られる目標数値の設定、進捗管理の徹底など、市民に分かりやすい

計画とします。

3 実効性のある総合計画

　厳しい財政状況を率直に受け止め、市民理解と社会経済情勢への的確な対応に努めつつ、身の

丈に合った実現可能な計画とします。

計画策定の趣旨1

序
　
論



序論 3

　「第六次栗東市総合計画」は、令和2（2020）年度からの10年間を計画期間とし、「基本構想」「基本

計画」「実施計画」の三層構造で構成します。各施策の進行管理にあっては、成果・実績を踏まえた行

政評価等の手法を用いて、市民に公表するものとします。

計画の構成及び期間2

　長期的な展望に立ち、まちづくりの基本理念や目指すべき将来都市像を示し、これを達成する

ための基本的な方向性を明らかにします。

　基本構想に基づき、政策を体系化した施策ごとに基本方針、成果指標、内容、市民、事業者及

び行政の主体ごとの役割分担を示します。

　社会経済情勢の変化等に柔軟に対応するため、前期計画（5年）と後期計画（5年）に分割し、本

計画においては、重点施策とともに前期計画を示します。

　基本計画に示された施策の目的を達成するために、毎年、基本事業のPDCAサイクルを確立し

ていくこととし、別にまとめることとします。

1 基本構想－10年

2 基本計画－5年

3 実施計画－1年

計画期間▶令和2（2020）年度～令和11（2029）年度

計画期間▶前期計画　令和2（2020）年度～令和6（2024）年度

　　　　　後期計画　令和7（2025）年度～令和11（2029）年度

基本構想（令和2（2020）年4月～令和12（2030）年3月）

実施計画(毎年度見直すローリング方式)

基本計画(前期計画)

令和2（2020）年4月
～令和7（2025）年3月

基本計画(後期計画)

令和7（2025）年4月
～令和12（2030）年3月



序論4

　本市は古来より東海道、中山道が通過し、現在は名神高速道路、国道1号・8号など国土幹線が横

断する国土軸の中にあり、京阪神、中京、北陸地域の道路ネットワークの結節点となっています。また、

JR琵琶湖線（東海道本線）、JR草津線などの鉄道を有し、全国有数の交通の要衝となっています。

　こうした交通条件の良さなどを背景として、企業立地が進むとともに、この企業進出と合わせた定住

者や通勤者の増加が地域内での労働力を支えています。これを受けて本市産業は、特定の製造業の業

種に偏らない構成を見せています。また、製造業の立地と併せて、運輸・倉庫・卸小売業などの業種

も加わり、地域に厚みのある産業構造が形成されています。

　市域の南部には山地が広がり、金勝山は美しく豊かな自然が残り、金勝寺をはじめとする山岳仏教

寺院等を有し、宗教文化を伝える数多くの国・県指定の有形文化財が残されているほか、東海道・中

山道沿いに花開いた街道文化を物語る旧和中散本舗は、国の重要文化財に指定されています。また、

県の選択無形民俗文化財である太鼓踊りなど、数多くの祭礼・民俗行事が現在も続けられており、豊

かな歴史と文化を現在に伝えています。

　このような状況の中、本市の人口は昭和35（1960）年以降増加の一途を辿っており、特に近年の若

い世代の人口増加等と相まって、高い合計特殊出生率の値を見せており、全国平均、滋賀県平均と比

べても極めて高い水準となっています。

　本市の大きな特長として、昭和44（1969）年に全国に2箇所しかない日本中央競馬会の競走馬の調教

施設、栗東トレーニング・センターが開設して以来、多くの馬、そして調教に携わる人たちが暮らすな

ど馬とのかかわりが深いまちとなっています。その知名度は全国的にも高く、大きな地域資源の一つと

なっています。

本市の特長3

序
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　本市を取り巻く社会・経済の状況は、前計画から大きく変化しつつあり、また今後も急速に変容して

いくことが予想されます。こうした変化や新たな課題に柔軟かつ迅速に対応できるまちを築いていくこ

とが必要です。

1 人口構造の変化

① 急激な人口減少、少子化

　日本の総人口は平成20（2008）年の約1億2,800万人を頂点として減少に転じ、本格的な人口減少社

会を迎えています。平成17（2005）年に1.26まで低下していた合計特殊出生率は上昇に転じたものの、

近年は横ばいで、平成29（2017）年に1.43となっています。

　また、地方から都市への若年層を中心とする流出で人口の地域的な偏在が加速しており、特に東京

一極集中が依然として顕著です。

② 高齢化の進展

　総人口に占める高齢者の割合は、平成27（2015）年には27％を超えており、日本は世界に例のない

超高齢社会に到達するとともに、近年、若年人口、生産年齢人口の減少と高齢人口の増加が同時かつ

急速に進展しており、医療・介護需要の増大や高齢・独居世帯の増加が見込まれています。

2 グローバル社会の変化

① 変化する国際社会の中での競争環境の変化

　平成20（2008）年のリーマンショック後、日本の経済は長期的に低迷しましたが、中国や東南アジア

をはじめとする世界経済の成長や金融緩和を中心とした経済政策に伴って回復に転じ、近年は穏やか

な成長が継続しています。一方、保護主義の台頭、生産年齢人口の減少と海外人材受け入れに向けた「出

入国管理及び難民認定法」の改正など、経済を取り巻く状況は不透明感を増しています。

本市を取り巻く社会・経済動向4

　本市においても既に年少人口は減少局面にあり、将来的には人口減少は避

けられず、その状況の中でも安定・継続したまちづくりが可能な人口・年齢構

造の確保に努める必要があります。

本市が取り組む

べき課題

　高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らし続けられる環境及びサービスの

一体的な提供体制・仕組みづくりが求められます。また、「支える側」と「支え

られる側」の役割を固定化せず、誰もが互いに支え合う地域共生社会を実現し

ていく必要があります。

本市が取り組む

べき課題

　自律したまちづくりや雇用の確保には地域経済の活性化が不可欠であり、豊

かな自然や居住環境などまちの魅力を損なうことなく、すべての産業を強化す

る必要があります。また、外国からの就業者・来訪者の受け入れ体制や市民と

の融和に向けて取り組む必要があります。

本市が取り組む

べき課題
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② 複雑化・多様化する環境問題

　世界的な気候変動の影響により、食糧や水資源、エネルギーの確保、生物多様性等への悪影響が

懸念されています。平成27（2015）年の国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）において

気温の上昇を抑制する国際的な合意（パリ協定）が締結されたものの、主要国の中から批判が出るなど、

その実現は不確かな状況です。

3 暮らしを取り巻く状況の変化

① 自然災害の激甚化

　平成7（1995）年の阪神・淡路大震災、平成23（2011）年の東日本大震災など、甚大な被害をもたら

した地震、ゲリラ豪雨とも称される局地的・集中的豪雨の発生など、自然災害の頻発・激甚化が懸念

されています。本市においても平成25（2013）年の台風第18号による被害、平成30（2018）年の大阪

府北部地震の発生など、市民にとっても自然災害が身近なものとして意識され、不安が高まっています。

② 広域ネットワークによる人やものの流れの変化

　リニア中央新幹線（東京・名古屋間、名古屋・大阪間）や北陸新幹線（敦賀・大阪間）の整備が進み、

新名神高速道路の大津・高槻間は令和5（2023）年度に開通予定となっており、全国的な広域高速道路

網の利便性が向上すると期待される一方、人やものの流れに大きな変化が生じる可能性があります。

③ ICTなど技術革新の進展

　ICT（Information and Communication Technology）やIoT（Internet of Things）、ロボット、人工知

能（AI）、ビッグデータ等の新たな技術が劇的な革新を遂げ、こうした技術を使って社会的課題を解決

しようとする「Society 5.0（超スマート社会）」への取り組みが進展しており、今後も国民生活や企業活動、

経済社会にさらなる変化をもたらすことが予想されます。

　日本のどこであっても自然災害は起こりうるものとして、ハード・ソフトの適

切な組み合せにより、市民一人ひとりの意識と行動を基本とした、総合的な防災・

減災対策を進める必要があります。

本市が取り組む

べき課題

　技術革新は、これまでの延長ではなく、市民の暮らしやビジネスに新たな創

造による革新をもたらす可能性があり、こうした社会の変革に対応できる柔軟

性を持ったまちづくり、そして行政運営に取り組む必要があります。

本市が取り組む

べき課題

　本市が有する交通の要衝という強みだけでなく、新たな人やものの流れが生

まれる中、この効果を積極的に活用する必要があります。

本市が取り組む

べき課題

　環境負荷を次代に押し付けることなく、また、本市の魅力の一つである自然

を継承していくため、「Think globally,act locally」（地球規模で考え、地域で実践・

行動する）の姿勢で、市民一人ひとりが環境問題を考え、行動していく必要が

あります。

本市が取り組む

べき課題

序
　
論
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4 まちづくりを取り巻く変化

① 新たな公民連携の進展

　これまでの地方分権改革により、地方自治体の自主性は一定強化されてきましたが、人口減少社会

のもと、社会インフラに対する維持管理・更新コストの拡大が大きな社会課題となり、新たな投資の

余地は縮減しています。また、公共部門の生産性向上や真の行政課題・政策への重点的な取り組みに

向けた行政運営の効率化が不可欠となっています。こうした中、地域活性化につながる事業を民間企

業が企画し、自治体が協力するといった新しいスタイルの公民連携の先進的な取り組みが見られるよう

になっています。また、「水道法」「地域再生法」「都市再生特別措置法」など、これを後押しする各種

制度の改正も進んでいます。

② 市民参画と協働への意識の高まり

　ライフスタイルや価値観の多様化、高齢化に伴う地域定着人口（地域で過ごす時間の長い市民）の増

加などから、まちづくりの多様な分野において、地域組織やボランティア、NPOなど多様な主体による

活動が定着しつつあります。また、NPO法人の認定や指定管理者制度、市場化テストなど、公的部門

への民間の参入を促進・支援する仕組みづくりも進んできました。

　今後も引き続き、まちづくりの主体であり主役である住民がより積極的にまちづくりに参画し、住民・

事業者・行政がそれぞれの得意とするところや専門性を活かしながら、互いのパートナーシップによっ

て、自分たちのまちを自分たちの手で、より住みよいまちにしていくための仕組みを構築していくことが

重要です。

　身の丈にあった行財政の規模の中でまちの活力を維持・向上させていくため、

PPP(Public Private Partnership) / PFI(Private Finance Initiative) によるまちづ

くりや新たな資金調達手段の活用など、新たな公民連携のあり方について、積

極的に取り入れる姿勢で行政運営を進めていく必要があります。

本市が取り組む

べき課題

　本市においては、生涯学習をはじめ、早くから多様な主体によるまちづくり

活動が活発に展開されています。今後も市民・事業者・行政がそれぞれの活

動を尊重しながら、共通の目標に向かって協働するとともに、新たな市民人材

の発掘や市民参画のすそ野を広げていく必要があります。

本市が取り組む

べき課題
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1 「第五次栗東市総合計画－後期基本計画」の課題に向けた取り組み

　平成27（2015）年4月～令和2（2020）年3月を計画期間とする「第五次栗東市総合計画－後期基本計

画」においては、「財政基盤の確立」「市民主体、協働への原点回帰」「地域活力の創造」を本市の課

題として設定し、次のような取り組みを進めてきました。

① 財政基盤の確立

　本市では財政悪化への対応策として、平成20（2008）年度から「財政再構築プログラム」平成22（2010）

年度からは「更なる財政再構築プログラム」を策定し、市民の皆様にご協力をいただきながら、財政の

健全化を目指しました。

　しかし、これらのプラン策定後に大幅な収支不足が生じてきたことから、平成24（2012）年度から3年

間は「（新）集中改革プラン」に取り組み、約15億3千万円の改革による効果がありました。「（新）集中

改革プラン」期間終了後においてもその効果額を維持することで平成30（2018）年度決算における財政

健全化を目指し、毎年約5億円の改革効果があったところです。

　平成22（2010）年度と平成30（2018）年度の比較においては、実質公債費比率が19.6％から15.9％、

将来負担比率が312.6％から149.1％に改善されましたが、県内他市と比較するとまだまだ高い状況に

あります。併せて、平成27（2015）年度から平成31（2019）年度を計画期間とした「第七次行政改革大綱」

では、『個性をいかしたまちづくりを創造する「新しい公共」の構築』の達成を目標とし、従来までの制

限や統合、削減を主とした「抑制型改革」に加え、新しい公共を目指す創造、地域資源の有効活用によ

る創造、企業や大学等との連携交流等による新たな価値観の創造など「プラス創造型改革」を行い、象

徴的な改革項目を重点事項ごとに集約しました。

　一方、改革期間中の予断を許さない中にあっても、乳幼児福祉医療費助成制度の拡充、地域包括

支援センターの開設、小・中学校へのエアコン設置、学校給食共同調理場や危機管理センターの建設、

JR栗東駅等のバリアフリー化など新たな行政需要にも対応してきました。

② 市民主体、協働への原点回帰

　地方分権やライフスタイルの多様化、住民の一番身近な自治体としての市への意識の高まりなどを

受け、まちづくり、生きがいづくり、観光振興、文化、地産地消、子育て、交通安全等の多様な分野

において、地域組織やボランティアなど多様な主体が自主的・主体的にまちの課題解決に取り組もうと

する動きがあります。市では、市内を拠点に活動する、あるいは活動しようとするNPO・市民活動団体（自

発的で公益的な活動を行う団体）や包括連携協定等を締結した大学をこれからの新しいまちづくりを進

めるパートナーとして位置付けるとともに、「市民社会」の構築に向け、これらの団体が市内においてい

きいきと活動できるよう支援してきました。

まちづくりの取り組みと課題5

序
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③ 地域活力の創造

　本市には約3,000事業所に35,000人が就労しており、事業所数の80％、従業者数の70％を占める第

三次産業は、増加傾向にありますが、第二次産業はいずれも減少傾向にあります。規模別で見ると4人

未満の事業所が半数を占め、30人以上の事業所は7％に過ぎませんが、雇用等においては少数の大規

模事業所が大きな役割を果たしています。

　製造業産業別では、「生産用機械」が15.5％で最も多く、以下「金属製品」「プラスチック」「繊維工業」

が続いています。製造品出荷額では「プラスチック」が30.9％で最も多く、以下「食料品」「生産用機械」

「電気機械」が続いており、「プラスチック」「食料品」「生産用機械」「電気機械」等で比較的規模が大

きく付加価値の高い企業が多いと言えます。

　そのような中、「栗東新都心土地区画整理事業」が廃止となった当該地域における新たなまちづくり

の構想を検討し「まちづくり基本構想（後継プラン）」を策定し、新たなまちづくりのテーマとして『「環境」

と「新技術」による地域活力創生のまちづくり』と位置付け、これにかかる基盤整備を短期で実施し、国

道や県道などの交通の利便を活かしながら、産業分野の新技術や環境に関する企業等都市機能の立地

を促進してきました。併せて、企業誘致と産業集積による地域活性化を支援する「企業立地促進法」に

基づく基本計画を策定し国の同意を受け、平成28（2016）年11月1日には集積区域の拡大など基本計画

の変更同意を受け、企業誘致を進め地域活力の創造に努めてきました。
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2 「第五次栗東市総合計画－後期基本計画」にかかる市民の評価

　「第五次栗東市総合計画」においては、将来都市像のもとに「安全・安心のまち」「環境・創出のま

ち」「愛着・交流のまち」をまちづくりの基本目標として掲げるとともに、これらの計画を進めていくた

め、住民自治・市民参加や行財政にかかる取り組みを「政策の実現に向けて」として項目立てしました。

平成30（2018）年に実施した市民アンケートから、「まちづくりの基本目標」及び「政策の実現に向けて」

を構成する施策（27指標）に対する市民の評価（満足度）を5段階評価で整理すると、次のようになりま

した。なお、市民アンケートは18歳以上の市民2,000人の無作為抽出により行い、回収数は621件、回

収率は31.1％でした。

① 「安全・安心のまち」への評価

　目標を構成する施策（11指標）の平均は3.21と比較的高く、特に「健康づくりを実践するまちづくりが

推進されている」は全施策（27指標）の中で最も高い評価を受け、「人権意識が高く、差別や偏見のな

いまちづくりが推進されている」「健全な食生活の実践など食育のまちづくりが推進されている」への評

価も高くなっています。

　11施策中「国の社会保障制度について周知が図られ、安心して暮らせるまちづくりが推進されている」

だけが3.00を下回る評価にとどまっています。

② 「環境・創出のまち」への評価

　目標を構成する施策（6指標）の平均は3.00で、施策間の評価に差が目立ちました。

　特に高い評価を受けたのは「地球温暖化防止やごみの分別や資源化の推進など、地球にやさしいま

ちづくりが進んでいる」で、全施策（27指標）中第2位となるほか、景観や住環境に対する評価も平均的

です。一方、「商工業を振興するまちづくりが推進されている」をはじめ、産業創出に関する施策への

評価は厳しいものとなっています。

③ 「愛着・交流のまち」への評価

　目標を構成する施策（6指標）の平均は2.79で、やや厳しい評価となりました。

　生涯学習や文化・芸術活動などの施策については一定の評価が得られる一方、「幹線道路や鉄道、

バスなどの公共交通をはじめとする広域的な交流基盤が整備されたまちづくりが推進されている」及び

「地域資源を活用した観光を振興するまちづくりが推進されている」が全２７施策中、最も厳しい評価

を受けています。

④ 「政策の実現に向けて」への評価

　取り組みを構成する施策（4指標）の平均は2.97で、「環境・創出のまち」と同様、施策間の評価に差

が見られました。

　「自治会等の地域活動による住民自治のまちづくりが推進されている」が全27施策中第3位の評価とな

りました。一方、「行財政運営が効率的に実施されるまちづくりが推進されている」「公正、確実な事

務運営により、行政サービスの品質向上が推進されている」に対する評価は厳しいものとなりました。

　平成28（2016）年に実施した同様の調査と比較して、全施策（27指標）のうち26指標で評価が高くなっ

ているにもかかわらず行財政に対する評価が厳しいのは、行財政活動に関する情報が市民と充分に共

有できていない可能性もあります。
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■ 市民アンケートに見る後期基本計画の施策（27指標）の評価

　「第五次栗東市総合計画後期基本計画」の施策（27指標）に対する市民の評価について、市民ア

ンケートで「そう思う」5点、「ややそう思う」4点、「あまりそう思わない」2点、「そう思わない」1点

の係数を各回答数に掛け、母数（回答者数から「わからない」及び無回答を除いた数）で割り、平

均した満足度の評点を示しています。

　調査は平成30（2018）年実施。
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3 市民が期待するまちづくり

　本計画の策定にあたって実施した市民アンケートにおいて、「将来、栗東市がどのようなまちであっ

てほしいか」を選択式（15項目から3つを選択する方式）で尋ねたところ、近年の全国的な自然災害等

も影響しているのか、「災害に強く、犯罪の不安のない安全なまち」を最も多くの回答者が選びました。

以下、次のような結果になっています。

▶あなたは将来、栗東市がどのようなまちであってほしいとお考えですか。

　栗東市の将来像について、上記15項目の中から3項目を選択する方法で、出現率（回答者が選

んだ比率）が高い順に並び替えて記載しています。

　その他（1.0％）及び無回答（3.7％）は上図には表現していません。

　調査は平成30（2018）年実施。

序
　
論
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4 「第六次栗東市総合計画」におけるまちづくり課題

　前計画における取り組みや市民の評価、いずれ訪れる人口減少や高齢社会をはじめとする本市を取

り巻く社会潮流等を踏まえ、「第六次栗東市総合計画」におけるまちづくりの課題を次のように設定します。

① 人口の定着と定住都市にふさわしい環境づくり

　本格的な人口減少社会、そして少子高齢社会が訪れる中でも、本市は人口の微増・横ばい傾向が続

くとともに、比較的高い合計特殊出生率等を背景に、少子化・高齢化のペースも比較的緩やかなもの

となっています。

　こうしたまちの特性を活かし、今後、確実に訪れる人口減少、そして少子高齢社会において、安定

的な人口総数や年齢構成を実現することで、まちづくりを継続的なものにしていくことが重要です。こ

のため、人口定着やＵターン、あるいは新規定住に向けた効果的な戦略を展開するとともに、利便性

や快適性を支える都市基盤（インフラ）や住環境、子どもが健やかに育つ環境など、いつまでも住み続

けられる、持続可能なまちづくりの取り組みが課題となっています。

② 総合政策としての安全・安心なまちづくりの推進

　全国各地で発生する自然災害の激甚化、巧妙化する犯罪・消費者被害を目の当たりにして、安全を

求める市民の意識は極めて強くなっています。また、長寿化等を背景に、将来の生活に対する不安も

高まっています。

　こうした市民の不安を解消し、期待に応えるため、安全・安心なまちづくりを徹底して追求していか

なければいけません。しかし、行政による取り組みだけで安全なまちづくり、あるいは住み慣れたまち

で安心して住み続けるまちを実現・維持していくことはできません。このため、市民や団体、事業者、

行政など関係する主体が連携・役割分担し、まちの総合的な安全・安心なまちづくりの取り組みが課

題となっています。

③ 地域資源・人材を活かした活力の創出

　固有の自然、歴史・文化、観光、物産など、数多くの魅力的な地域資源を有しているものの、本市

の知名度は全国的には高くなく、明確な都市イメージを持たれていない状況にあります。

　まちの魅力発信や都市イメージの向上に向けて、市内外に対するシティセールスを展開していくため

には、守るべきものは守り、変えるべきものは変える、創造的な取り組みが不可欠であり、本市の最も

重要な資産である人材を活かした市民協働・市民参画、産学公の連携で、さらに魅力のあるまちづく

りを進めることが課題となっています。

④ 財政基盤の強化

　厳しい財政状況のもと、本市は長く市民の協力を得て、行財政改革や抑制型の投資を続けてきました。

近年に至って、社会情勢の変化に伴い必要となった行政需要には対応しつつ、実質公債費比率や将来

負担比率など財政状況を示す各種指標は一定の改善をしてきましたが、今なお予断を許す状況ではあ

りません。

　今後、福祉サービスの増加に伴う費用の増加や都市インフラの維持・適正化のための負担拡大等が

予想されることから、より一層の歳入確保に努める必要があります。そのため、まちの賑わいや活力の

創出、産業活力の持続・発展のため、地域企業の活性化、新たな産業の誘導など雇用・税収の安定

的な確保に向け、広域幹線道路等が活かせるポテンシャルが高い地区に新たな産業拠点を整備し、産

業活力の持続・発展のための取り組みが課題となっています。





基本構想

「わたしも地いきの一員です !!」
大宝小学校　田 中  美 紀 さん
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　本市は立地特性、自然環境、歴史文化など、様々な面で恵まれた都市として、人口の増加や産業の

立地などが進み、発展してきました。

　しかし、都市が成熟化し持続可能なまちづくりへと向かう今後においては、新しいものをつくり、受

け入れるだけでなく、都市の恵まれた特性や、これまでのまちづくりの中で育んできた地域資源や個性

を改めて評価し、磨きをかけ、活用していくことで、誇りと愛着あふれる「風格都市　栗東」※1の実現に

つなげていくことが必要です。

　一方、人口減少社会、少子高齢化への移行、そして地方分権の進展をはじめとする社会潮流の大き

な変化の中にあり、財政健全化目標達成への着実な取り組みと社会経済情勢の変化等に伴う必要な行

政サービスの提供を両立させながら、市民生活の安全・安心を提供することが求められています。

　また、まちづくりの主役は市民であることを基本に、市民・事業者・行政がそれぞれの責任と役割

を果たし、これまで築いてきた相互に連携・協働する体制をより一層強固なものにするなど、柔軟なま

ちづくりへの取り組みをさらに進める必要があります。

　さらに、引き続き、活力のある魅力と個性にあふれるまちづくりを推進し、多様化・高度化する行政

需要に的確に対応するためには、市民の理解と協力のもとに継続して改革に果敢に取り組み、自立し

た効率的・効果的な行財政基盤を確立することが不可欠であります。

　こうした状況のもと、この総合計画が計画期間とする令和2（2020）年度からの10年間を、新たなま

ちづくり展開の第一歩と位置付け、次のような理念をもって、まちづくりに取り組んでいきます。なお、「持

続可能な開発目標（SDGs）」※2は、あらゆる施策の土台となる「人権尊重」や「協働」等、これまで本市

が取り組んできたまちづくりと考え方を共有しており、計画策定にあたっては、その考え方を積極的に

取り入れていきます。

1 まちづくりの基本理念

※1 風格都市…美しい街並みや市民のライフスタイルに、「わがまち栗東」への誇りと愛着があふれる都市の姿。

※2 持続可能な開発目標（SDGs）…「誰一人取り残さない」を理念として、令和12（2030）年までに貧困を撲滅し、持続可能な

社会を実現するための重要な指針として、気候変動、生物多様性、感染症、紛争など地球規模の課題の解決に向け、先進

国と発展途上国が共に取り組むべきこととして掲げた、普遍的な17の目標と169のターゲット。平成27（2015）年9月、国

連において採択された。

① ② ③
効率的で、創造的・発展的

なまちづくりを市民の力で進

めるため、「市民主体、市民

協働によるまちづくり」を進

めます。

立地特性を活かした地域活

性化や地域コミュニティの創

造を進めるため、「交流や連

携で活力を創造するまちづく

り」を進めます。

まちの個性や特長を伸ばし

ていくため、「優れた自然環

境や歴史文化の魅力を継承

するとともに、『馬のまち』と

しての魅力を発展させるま

ちづくり」を進めます。

基
本
構
想
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　市民とともに力を合わせて、安全・安心な暮らしの充実と、本市の魅力・活力の向上に取り組み、

便利で、快適で、出かけやすい住まいの環境を維持し、さらに高めるとともに、このまちの魅力と個性

を次代に継承していくため、10年後に本市が目指すまちの姿を次のように掲げます。

●将来像への想い

　すべての市民の思いが繋がり、安心して、健康に、いつまでも楽しく住み続けたいまち。

　一度まちを離れた人も、いずれ帰りたいと想うふるさと。

　そんな雰囲気に触れ、訪れた人が「私も住んでみたい」と憧れるまち。

　私たちは、これまで先人が守り育ててきた、自然、歴史、文化、産業、活力、利便性や「馬

のまち」としての個性など、まちの魅力を継承し、さらにより良いものにしていく、そんなまち

を創りたいと願っています。

　そのため、『いつまでも　住み続けたくなる　安心な元気都市　栗東』を将来都
市像に掲げ、厳しい環境のなか、まちにかかわるすべての人がまちへの思いを共有し、「変え

てはいけないもの」と「変えなければいけないこと」を見極めながら、栗東に住んでいる人、こ

れから新たに住む人、まちの外から応援する人が触れ合い、ともに力を合わせて、新しい時

代のまちづくりに取り組んでいきます。

2 将来都市像

い
つ
ま
で
も

　
住
み
続
け
た
く
な
る

　
　
安
心
な
元
気
都
市
　
栗
東
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　将来都市像を実現していくためには、様々な取り組みを体系的・横断的に進めていくことになります

が、同時にまちづくりの具体的なイメージや方向性を市民と行政が共有し、まちぐるみの取り組みにし

ていくことが不可欠です。

　このため、施策横断的な本市の特徴となる将来像をより具体的に示すことで、市民と行政が協働で

取り組むきっかけやシンボルとなる「まちづくりの基本目標」（まちの姿）として、「安心」に関する５項

目を設定します。

■まちづくりの基本目標について

考 え 方  「まちづくりの基本目標」のタイトルに掲げる項目について、本市の特徴となる具体的な方

向性や内容を示しています。

重点施策  「まちづくりの基本目標」のタイトルに掲げる項目を実現していくため、特に重点的に取り組

む施策を示しています。

目標指標  計画の進捗状況と進行上の課題・問題点を把握し、課題解決や円滑な進行のための方法

を検討し、基本計画を柔軟に見直すための目安となる指標を設定しています。

3 まちづくりの基本目標

い
つ
ま
で
も
　
住
み
続
け
た
く
な
る

　
　
　
　
　
　
　
安
心
な
元
気
都
市
　
栗
東

❷ 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

❹ 多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

❺ 参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

❶ 経済活動が活発で、多様な就労環境があるまち

❸ 健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

基
本
構
想
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1 経済活動が活発で、多様な就労環境があるまち

2 自己肯定感が高く、笑顔にあふれた子どもを育むまち

3 健康維持に向けた取り組みが進み、地域共生が実現しているまち

考 え 方  ◦教育関係機関等の連携体制を強化し、学ぶ意欲、高い自己肯定感、相手を思いや

る気持ちなど、子どもたちの「生きる力」を幼少期から育みます。

 ◦地域コミュニティや文化芸術、スポーツ、職場、まちづくり等における触れ合いの

機会等を通じて、地域ぐるみで子どもを育む取り組みを支援します。

重点施策  就学前教育・保育の充実　　学校教育の充実

目標指標  栗東市が子育てしやすいまちだと感じる市民の割合

 小中学校に対して信頼感がある市民の割合

考 え 方  ◦生涯を通じて、自らの健康についての関心を深め、自分らしく、いきいきと生活で

きる期間を延ばす取り組みを推進します。

 ◦必要に応じて多様な医療・福祉・介護サービスを受けながら、いきいきと生活でき

る地域共生社会の実現に向けた地域福祉を推進します。

重点施策  健康づくりと医療体制の充実　　地域福祉の推進

目標指標  健康づくりを実践するまちづくりが推進されていると思う市民の割合

 困ったときに近所に助けてもらえる人がいる市民の割合

考 え 方  ◦市内で経済活動や投資が循環する仕組みづくりを進めます。

 ◦農林業、観光、ものづくりなど地域産業の定着・活性化を推進するとともに、地域

資源や環境を活かして新たな産業拠点を形成することで、希望する人に多様な就労

機会を創出します。

重点施策  地域経済の振興　　産業拠点の形成と企業立地の促進

目標指標  市民一人当たりの所得額が維持されていると思う市民の割合

 新たな産業拠点づくりに向けた取り組みが進んでいると思う市民の割合
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4 多様性を認め合い、快適で安全に暮らし続けられるまち

5 参画したくなる、新時代のパートナーシップを追求するまち

考 え 方  ◦地域(小学校区等)における共通課題の発見等を通じて、楽しく、共感し、義務では

なく生きがいとして、お互いに支え合える、市民同士、市民と行政の信頼関係を育

みます。

 ◦行政サービス等の現状を整理し、 公と民のパートナーシップによるPPP（Public 

Private Partnership）の導入可能性検討など、新たな公民連携のあり方を研究・追

求します。

重点施策  市民参画と協働の推進　　馬を活かしたまちづくりの推進

目標指標  市民参画や協働によるまちづくりが推進されていると思う市民の割合

 「栗東と言えば馬のまち」と感じる市民の割合

考 え 方  ◦人が生きる上で普遍的な人権・平和の尊重、持続可能な環境という価値観を共有し、

誰も取り残さないあたたかい地域社会づくりを進めます。

 ◦中心市街地の魅力を高めるとともに、市内各地域との移動利便性・ネットワークを

強化し、まちの一体感の醸成と市内外の交流による賑わいを創出します。

 ◦自然災害など緊急時において、自分自身の命は自分で守る行動（自助）ができ、お

互いに助け合える地域コミュニティ（共助）を育成します。

重点施策  人権・平和の推進　　地域コミュニティの充実　　防災の推進

 循環型社会の推進　　空き家対策の推進

目標指標  人権意識が高く、差別や偏見のないまちづくりが推進されていると思う市民の割合

 自治会等の地域活動による住民自治のまちづくりが推進されていると思う市民の割合

 災害への備え（自助）をしている市民の割合

 地球温暖化防止やごみの分別や資源化の推進など、地球にやさしいまちづくりが進ん

でいると思う市民の割合

 住宅環境（家屋の適正管理や景観保全）が美しく保たれていると感じる市民の割合

基
本
構
想
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　基本構想が目指すまちの基礎となる将来の見通しとして、目標年における人口及び財政の見通しと、

まちの構造・骨格を表す土地利用について、次のように想定します。

1 人口

　本市の人口はこれまで一貫して増加傾向が続いており、国勢調査では平成12（2000）年に5万人、平

成22（2010）年には6万人を超えました。さらに日本全体において本格的な人口減少局面に入るなか、

ＪＲ栗東駅周辺を中心に本市では人口の流入が続き、さらに高い合計特殊出生率を背景として、平

成27（2015）年国勢調査では人口は66,749人と微増傾向を保っています。今後もこの傾向は一定期間、

継続することが考えられますが、増加幅は縮小していくものと思われます。

　平成27（2015）年の国勢調査人口を基準とする国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が公表した

「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」においては、令和17（2035）年まで微増を続け、

71,362人のピークを迎えた後、本市においても減少局面に向かうことが予想されています。

　また、平成28（2016）年に策定した「栗東市人口ビジョン」においては、ピークを令和27（2045）年とし、

本総合計画が目標とする令和12（2030）年の人口目標を72,274人としています。

■ 人口ビジョンの目標と社人研による人口推計

4 将来の想定

※いずれも2010年～2015年は実績値、2020年以降は推計値。
※「人口ビジョン」は住民基本台帳、社人研推計は国勢調査人口をベースとしているため、実績値及び推計値に誤

差が生じている。
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　こうした状況を踏まえ、目標年とする令和12（2030）年の人口を概ね7.2万人と想定してまちづくりを

進めます。なお、令和12（2030）年における年少（0～14歳）人口の比率を概ね14.9％、生産年齢（15

～64歳）人口を概ね65.7％、高齢（65歳以上）人口を概ね19.4％（うち75歳以上人口11.0％）と想定します。

　　　　　　※1970年～2018年は実績値、2023年以降は推計値。

※最新データを基本として人口推計を行うため、平成25（2013）年及び平成30（2018）年住民基本

台帳人口をベースとして人口推計を行いました。

※推計方法は社人研推計に準拠し、人口純移動率等は社人研の公表データに基づいて設定してい

ます。ただし、合計特殊出生率が高い本市の特色を踏まえ、同数値は期間内において平成28

（2016）年度実績である1.93が継続するものとして固定し、算出しています。

基
本
構
想
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2 土地利用

　将来都市像の具体的な姿となる、今後の土地利用と都市の構造（都市拠点機能の配置、まちのゾー

ニング）の方向について、次のように想定します。

① 土地利用のあり方

◦限りある土地の計画的な利用を目指します。

◦森林、里山、田園などの豊かな自然を将来にわたって保全し、活用します。

◦安全・安心を重視した土地利用を進めます。

◦地域の歴史、自然、文化、風土に根ざした都市環境づくりを進めます。

◦歴史的街道沿道を中心に風格のある景観を形成し、地域に対する市民の誇りや愛着を育みます。

◦中心市街地の魅力の向上を図ります。
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② 都市構造形成のあり方

ア）都市機能

イ）地域別の土地利用方針

◦JR栗東駅周辺の都心居住拠点において、これまでのまちづくりの成果を活かしながら、文化性

の高い都市機能の集積・強化など、居住性の高い“JR栗東駅ならでは”のまちづくりを進めます。

◦JR手原駅・安養寺周辺の生活文化拠点において、行政機能や生活文化の中核性を活かし、コミュ

ニティ拠点の形成を図ります。

◦JR栗東駅とJR手原駅の中間に位置する環境・産業拠点において、「環境」や「新技術」分野を中

心とした産業機能の集積を促進する土地利用を進めます。

◦これまで産業立地に取り組んできた東部地区に加えて、大津・湖南地域の中心で近隣市と都市

機能の連携が図れるなど産業立地の適正が高い北部地区をはじめとする 「(仮称)企業立地推進

計画」で位置付ける地区については、新たな産業機能の集積を促進します。

◦済生会滋賀県病院、ドクターヘリ基地などが集積する区域を医療・健康・福祉拠点としての形

成を進めます。

◦鉄道駅や国道など広域幹線を中心としたこれら都市機能と市内各地域とのネットワークを構築し、

都心、まち、里、自然が結びついて多様な魅力と利便性を発揮する都市構造の形成を図ります。

【都市地域】

◦自然環境の保全に配慮しながら、ゆとりと潤いのある空間の確保や、無秩序な拡大を抑制した

計画的な市街地の形成により、安全・快適・便利な居住環境と風格のある景観が調和した良好

な市街地を整備・誘導します。

◦低未利用地や空閑地の有効利用を促進し、地域の特性や課題に対応した都市施設の計画的な

配置や適正な維持管理に努めます。

◦広域幹線道路等による交通利便性を活かし、新たな産業集積や既存産業の利便性向上を図るた

めの基盤の充実を図ります。

【田園地域】

◦都市近郊における自然豊かな田園風景や住環境・防災機能を有する貴重なオープンスペースと

して、優良な農地の保全と効果的な集約、農地転用の動きへの対応を図ります。

◦農業集落において、農地が有する防災機能（貯水機能）をはじめとする多面的機能に配慮し、農

業生産基盤として適正な保全と整備により、農業の活性化と田園風景の維持・継承を図ります。

◦基盤整備の進展等によりポテンシャルが高まる地域においては、将来的な都市的土地利用の可

能性について検討していきます。

【自然地域】

◦山間地域の良好な生活環境の形成及び農林業の振興などにより、市民共有の財産である豊かな

自然を保全します。

◦森林の有する水源涵養や土砂災害の防止などの多面的機能に充分配慮しながら、環境負荷の軽

減・解消に配慮しつつ、レクリエーションや環境学習、健康づくりの場としての活用を図ります。

基
本
構
想
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3 財政

　本計画を推進し、将来像を実現していくためには、確かな財政基盤が必要です。しかし、これまでか

らの厳しい財政運営に加え、少子高齢化の進展に伴う民生費の増加、行政需要の多様化・高度化、公

共施設やインフラの維持経費の拡大等によって財政需要はますます増加する中にあって弾力的な財政

運営が極めて厳しい見通しであることから、これまでに取り組んできた財政健全化への取り組みを今後

も継続していく必要があります。ここでは財政の中長期的な展望に関する代表的な財政指標について想

定します。

① 実質公債費比率

　財政の健全度を判断する指標の一つである「実質公債費比率（3カ年平均）」は、平成22（2010）年

度以降18％を超え、起債を借り入れるのに県知事の許可が必要となる「許可団体」となっていましたが、

その後は平成23（2011）年度をピークに低下しています。

　「財政運営基本方針（平成27（2015）年度策定）」においては、起債同意団体となる18％未満の定着

を図るとともに、令和2（2020）年以降の長期目標においては県内市町平均以下を目指しています。

■ 実質公債費比率（3カ年平均）

※実質公債費比率＝地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公

共団体の財政規模（標準財政規模）に対する割合を示す指標で、数値が小さい方が財政は健全

と言えます。「財政健全化法」によって、25％を超えると「早期健全化団体」、35％を超えると「財

政再生団体」となります。

※平成30（2018）年度　実質公債費比率の県内市町平均6.1％

長期的には

県内市町平均以下

を目指す
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② 将来負担比率

　自治体の将来の負担度合いを表す「将来負担比率」は、平成19（2007）年度で336.0％と「早期健全

化基準」の一歩手前まで悪化していましたが、その後の行財政改革を経て、平成30（2018）年度決算で

は149.1％まで縮小しました。しかし、依然として県内市町平均を大きく上回る水準にあります。

　「財政運営基本方針（平成27（2015）年度策定）」においては、財政健全化選定団体の基準外となる

200％未満の定着を図るとともに、令和2（2020）年以降の長期目標においては県内市町平均以下を目

指しています。

■ 将来負担比率

※将来負担比率＝地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地

方公共団体の財政規模に対する割合で表したもので、数値が小さい方が財政は健全と言えます。

「財政健全化法」によって、350％を超えると「早期健全化団体」となります。

※平成30（2018）年度　将来負担比率の県内市町平均　5.0％

長期的には

県内市町平均以下

を目指す

基
本
構
想
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　将来都市像及び基本目標の実現を図るため、計画期間において取り組むまちづくりの基本政策を次

のように定めます。

1 経済の安心を生み出す

　自分たちのまちのことは自分たちで決定し、安定・自律したまちづくりを継続的に進めるためには、

経済の活性化による税収や雇用の確保・創出が重要です。

◦企業立地の促進や市内企業の定着を図ります。

◦地域産業の活性化につながる産業立地を継続的に促進します。

◦本市産業の基盤として、中小企業・小規模事業者の課題解決及び活性化に取り組みます。

◦経営主体の強化など、持続可能な農業の振興を図ります。また、市民との協働により、森林の保全

と振興を図ります。

◦緑豊かな自然や街道文化を活かしたまちづくりを推進します。

▶主要施策

2 教育・子育ての安心を育む

　本市の人口は微増傾向を維持していますが、年少人口は減少しています。若者や子育て世帯が安心

して住むことができ、まちの活力を継承する人口構造を維持していくためには、将来世代にわたる定住

の魅力を維持・創出していくことが重要です。

◦子どもの健やかな成長と安全・安心な環境づくり、子育て家庭への支援にまちぐるみで取り組みます。

◦国等における取り組みを効果的に活かしつつ、就学前教育・保育環境の充実を図ります。

◦高い自己肯定感と生きる力、基礎的学力を持った子どもを育む教育を推進します。

▶主要施策

行政の安心暮らしの安心
福祉・健康の

安心
経済の安心

5 まちづくりの基本政策

◦地域経済の振興 ◦中小企業・小規模事業者の振興

◦農林業の振興 ◦観光の振興

◦就労の支援 ◦産業拠点の形成と企業立地の促進

◦子育て環境の充実 ◦子育て家庭への支援

◦就学前教育・保育の充実 ◦学校教育の充実

教育・子育ての
安心

基本政策5つの安心
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◦健康づくりと医療体制の充実 ◦スポーツの振興

◦地域福祉の推進 ◦高齢者福祉の推進

◦障がい者福祉の推進 ◦保険・年金制度の適正な運営

3 福祉・健康の安心を築く

　全国に比べてやや穏やかなものの、本市においても高齢化が確実に進展するとともに、共助の仕組

みを支える状況も変化しています。食に関する関心の高まりや大規模スポーツイベントの開催など、市

民の健康づくりに対する意識が高まっています。

◦生涯を通じた市民の自主的な健康づくりを啓発・促進します。

◦地域中核病院と地域医療の連携強化を図ります。

◦地域包括ケアシステムの深化・推進による社会参加・自立の支援をはじめ、地域福祉・高齢者・障

がい者施策に市民・関係機関・行政が連携し、総合的に取り組みます。

◦国民年金や国民健康保険、生活保護制度など、社会保障制度の周知を図ります。

▶主要施策

4 暮らしの安心を支える

　本市が宣言した「交通安全宣言」「緑化宣言」「心をつなぐふるさとりっとう『平和都市宣言』」「生涯

学習都市宣言」「人権擁護都市宣言」「男女共同参画都市宣言」のさらなる具現化に向けた取り組みが

必要です。また、激甚化する自然災害や犯罪事象の複雑多様化、地球環境問題など、暮らしを取り巻

く状況が大きく変化するとともに、安全・安心を重視する市民の意識・期待が高まっています。

◦人権・平和を尊重する意識の高揚と行動を目指し、男女共同参画社会づくりや在住外国人やインバ

ウンドへの対応をはじめ、多様性を認め合いながら寄り添え合える、あたたかい地域社会づくりを進

めます。

◦平成25（2013）年の台風第18号被害の教訓を活かし、自然災害や事故への市民の主体的な意識と行

動を育むとともに、緊急時に行政機能を維持する仕組みを強化します。

◦防犯、交通安全、消費生活、環境問題等に対する市民の正しい意識・知識の啓発を図り、被害の未

然防止や市民一人ひとりの地球環境を意識した取り組みを促進します。

◦まちの風格や魅力を高め、市民の愛着を育む都市・自然・水と緑の景観を保全・創出するとともに、

空き家対策を含め快適で潤いのある住環境・生活環境づくりを促進します。

◦強靱で安全な道路ネットワークを構築し、渋滞緩和や市内の移動利便性の維持・向上を図ります。

また、上下水道事業の健全な運営をさらに推進します。

◦市民の学ぶ力や交流を育み、成果を社会に活かせる循環型生涯学習を推進します。また、まちの歴史・

文化や芸術に触れ、実践・継承する市民の主体的な活動を促進します。

◦自治組織やボランティア、NPOなど市民活動組織の育成と協働に取り組みます。また、情報の共有

を通じて、市民と行政の信頼関係を構築します。

基
本
構
想
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◦市民参画と協働の推進 ◦効率的・効果的な行財政運営

◦行政サービスの品質向上 ◦シティセールスの推進

◦馬を活かしたまちづくりの推進

▶主要施策

5 行政の安心を営む

　まちづくりは行政だけで実現できるものではなく、本計画の実行にあたっても市民・事業者との協働

が不可欠です。本市の財政状況は健全化に向かいつつあるものの、依然として厳しい状況にあり、今

後も行財政運営の効率化を図ることが重要です。

◦引き続き財政の健全化及び行政改革に取り組むとともに、ICT技術等を活用したまちの活性化に向け

た効果的・戦略的な投資を推進します。

◦市民から信頼される自治体づくりと職員の資質向上を進めるとともに、情報公開の徹底とまちづくり

課題の研究・解決、行政の「見える化」と対話型の市政運営に取り組みます。

◦人口減少や地域経済の縮減などの課題を克服するため、地方創生の取り組み等を活かすとともに、

長期的な視点を持って、本市の特長である馬などを活かしたシティセールスを推進します。また、近

隣市等とは継続した広域行政に取り組みます。

▶主要施策

◦人権・平和の推進 ◦男女共同参画の推進

◦防犯・消費者保護の推進 ◦交通安全の推進

◦多文化共生の推進 ◦地域コミュニティの充実

◦生涯学習の推進 ◦文化・芸術の推進

◦防災の推進 ◦循環型社会の推進

◦公園・緑地の整備 ◦住環境・都市景観の形成

◦空き家対策の推 ◦ライフライン（上下水道）の整備

◦道路・交通の整備
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基本計画の読み方

　基本計画は次のような項目で構成しています。

❶政　策
　将来像を実現するため、計画期間において取り組むまちづくり５つの基本政策を示しています。

❷施　策
　政策を具体的に進めていくための施策（取り組み分野）の名称を示しています。

❸めざす姿
　市民、地域、各種団体、事業者、行政など、まちづくりに関わるあらゆる主体が協働し、それぞれ

の役割を発揮してその施策分野で目指す、５年後のまちの姿や市民の生活状態を示しています。

❹課　題
　その施策分野における社会潮流や全国的な動向、栗東市の現況について説明するとともに、「めざ

す姿」の実現に向け、現状と「めざす姿」とのギャップや「めざす姿」を実現するために克服すべき問題

点を示す「課題」を示しています。

❺基本方針
　課題の解決に向けて取り組む基本事業の展開方向を示しています。

はじめに1

■めざす姿

•市内企業の生産性が向上し、域内（市内）取引が活発に行われ、地域経済が活性化しています。

■課　題

•人口減少、少子高齢化等、今後ますます厳しくなる制約下において、地域資源を有効に活用し、

まちが持続的に発展・継続していくため、地域経済の活力を維持・増進していくことが課題です。

•少子高齢化の進展により、本市の生産年齢（15～64歳）人口の比率は減少しつつあります。また、

近年では20～30歳代の流入人口の伸びが鈍化、40歳代以降の人口の流出傾向も見られ、企業

の働き手（人材）の確保が難しい状況です。

■基本方針

•域内（市内）取引が活発に行われる地域経済の好循環を促します。

•市内企業の魅力情報発信による人材確保支援や、先端設備等の導入による生産性の向上支援等

により市内企業の成長を促します。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 １ 地域経済の振興

【市民や団体に期待される役割】

•地域経済活性化につながる地産

地消の取り組み

•市内消費の拡大

【事業者等に期待される役割】

•市内企業間の連携や情報交流を

通じた域内（市内）取引の推進

【行政の役割】

•地域経済の循環に向けた施策の推進

•企業の人材確保支援及び生産性向上支援

地域経済の振興

前
期
基
本
計
画

政
策
１ 

経
済
の
安
心
を
生
み
出
す

前期基本計画　政策1 経済の安心を生み出す38

❶ ❼
❷
❸
❹

❺

❻

前
期
基
本
計
画

は
じ
め
に

前期基本計画　はじめに32



❻各主体の役割
　その施策分野において、「市民や団体」「事業者等」など、まちづくりに関わる各主体に期待される役

割と、「行政」が果たすべき役割を示しています。

❼ＳＤＧｓ
　対象となる施策において、国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」に該当する基

本事業を含む場合、対応する17のグローバル目標の項目を示しています。

　基本事業の実行・推進にあたっては、「持続可能な開発目標（SDGs）」または「栗東市総合戦略」の

意図や姿勢を十分に踏まえ、互いに連携・連動した取り組みに努めます。

❽基本事業
　その施策分野で掲げる「めざす姿」を実現するため、基本方針に基づき、前期基本計画の計画期間

である５年間に優先的に取り組む事業群の名称と、その内容を示しています。

　また、各事業の担当が不明になることがないよう、各事業を中心的に進める、あるいは連携して取り

組む関係各課を記載しています。

❾関連する計画
　その施策分野に関連した分野別・個別計画がある場合、その計画を参考として示しています。分野別・

個別計画の推進及び見直しにあたっては、総合計画で示す方向に基づき、取り組むものとします。

基本事業

１ 地域経済循環の推進

❶ 地域経済の循環【商工観光労政課】

◦企業・市民・行政が域内（市内）での資材調達や消費購買を高めていく域内（市内）調達拡大を

推進します。

◦市内企業を取り巻く取引構造等の地域特性を見据え、地域経済の循環率を高めるための施策や

域外から資金を得るための施策を進めます。

２ 人材確保・生産性向上の支援

❶ 人材確保の支援【商工観光労政課】

◦市内企業の魅力情報を発信し、新たな人材の確保に繋がる支援を行います。

❷ 労働生産性向上の支援【商工観光労政課】

◦「導入促進基本計画」に沿って導入される中小企業者の先端的な設備投資を支援します。

▶導入促進基本計画（「生産性向上特別措置法」に基づく）関連する計画
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持続可能な開発目標（SDGs）とははじめに2

■SDGsの17のゴールと自治体行政の関係

目標（Goal） 自治体行政が担う役割

1. 貧困をなくそう

自治体行政は貧困で生活に苦しむ人々を支援する上で最も適したポジションにいます。
各自治体において、すべての市民が必要最低限の暮らしを確保することができるよう、
きめ細やかな支援策が求められています。

2. 飢餓をゼロに

自治体は土地や水資源を含む自然資産を活用して、農業や畜産などの食料生産の支
援を行うことが可能です。そのためにも、適切な土地利用計画が不可欠です。公的・
私的な土地で都市農業を含む食料生産活動を推進し、安全な食料確保に貢献するこ
ともできます。

3. すべての人に健康と福祉を

住民の健康維持は自治体の保健福祉行政の根幹です。国民皆保険制度の運営も住民
の健康維持に貢献しています。都市環境を良好に保つことが住民の健康状態を維持・
改善に必要であるという研究も報告されています。

4. 質の高い教育をみんなに

教育の中でも特に義務教育等の初等教育においては、自治体が果たすべき役割は非
常に大きいと言えます。地域住民の知的レベルを引き上げるためにも、学校教育と社
会教育の両面における自治体行政の取り組みは重要です。

5. ジェンダー平等を実現しよう

自治体による女性や子ども等の弱者の人権を守る取り組みは大変重要です。また、自
治体行政や社会システムにジェンダー平等を反映させるために、行政職員や審議会委
員等における女性の割合を増やすのも重要な取り組みと言えます。

6. 安全な水とトイレを世界中に

安全で清潔な水へのアクセスは、住民の日常生活を支える基盤です。水道事業は自治
体の行政サービスとして提供されることが多く、水源地の環境保全を通して水質を良
好に保つことも自治体の大事な責務です。

7. エネルギーをみんなにそしてクリーンに

公共建築物に対して率先して省エネや再エネ利用を推進したり、住民の省エネや再エ
ネ対策の推進を支援する等、安価かつ効率的で信頼性の高い持続可能なエネルギー
源利用のアクセスを増やすことも自治体の大きな役割と言えます。

　持続可能な開発目標（SDGs）は、2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の

ための2030アジェンダ」に記載された、2016年から2030年までの国際目標です。持続可能な世

界を実現するための17のゴールと169のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残

さない（leave no one behind）ことを誓っています。

　SDGsは発展途上国だけでなく、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、

日本も国として積極的に取り組んでいます。SDGs達成に向けて政府が定めた「持続可能な開発

目標（SDGs）実施指針」（2016年12月）では、地方自治体の各種計画にSDGsの要素を最大限、

反映することが奨励されています。

　持続可能な世界を実現するための17のゴールは、次のような項目になっています。
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8. 働きがいも経済成長も

自治体は経済成長戦略の策定を通して、地域経済の活性化や雇用の創出に直接的に
関与することができます。また、勤務環境の改善や社会サービスの制度整備を通して、
労働者の待遇を改善することも可能な立場にあります。

9. 産業と技術革新の基盤をつくろう

自治体は地域のインフラ整備に対して極めて大きな役割を有しています。地域経済の
活性化戦略の中に地元企業の支援などを盛り込むことで、新たな産業やイノベーショ
ンを創出することにも貢献することができます。

10. 人や国の不平等をなくそう

差別や偏見の解消を推進する上でも、自治体は主導的な役割を担うことができます。
少数意見を吸い上げつつ、不公平・不平等のないまちづくりを行うことが求められて
います。

11. 住み続けられるまちづくりを

包摂的で、安全、レジリエント（強靭さ、回復力）で持続可能なまちづくりを進める
ことは、首長や自治体行政職員にとって究極的な目標であり存在理由そのものです。
都市化が進む世界の中で、自治体行政の果たし得る役割は益々大きくなっています。

12. つくる責任つかう責任

環境負荷削減を進める上で持続可能な生産と消費は非常に重要なテーマです。これ
を推進するためには、市民一人ひとりの意識や行動を見直す必要があります。省エネ
や 3R（リデュース・リユース・リサイクル）の徹底など、市民対象の環境教育などを
行うことで、自治体はこの流れを加速させることが可能です。

13. 気候変動に具体的な対策を

気候変動問題は年々深刻化し、既に多くの形でその影響は顕在化しています。従来の
温室効果ガス削減といった緩和策だけでなく、気候変動に備えた適応策の検討と策定
を各自治体で行うことが求められています。

14. 海の豊かさを守ろう

海洋汚染の原因の 8 割は陸上の活動に起因していると言われています。まちの中で発
生した汚染が河川等を通して海洋に流れ出ることがないように、臨海都市だけでなく
すべての自治体で汚染対策を講じることが重要です。

15. 陸の豊かさも守ろう

自然生態系の保護と土地利用計画は密接な関係があり、自治体が大きな役割を有する
と言えます。自然資産を広域に保護するためには、自治体単独で対策を講じるのでは
なく、国や周辺自治体、その他関係者との連携が不可欠です。

16. 平和と公正をすべての人に

平和で公正な社会を作る上でも、自治体は大きな責務を負っています。地域内の多く
の市民の参画を促して参加型の行政を推進して、暴力や犯罪を減らすのも自治体の役
割と言えます。

17. パートナーシップで、目標を達成しよう

自治体は公的・民間セクター、市民、NGO・NPO などの多くの関係者を結びつけ、
パートナーシップの推進を担う中核的な存在になり得ます。持続可能な世界を構築し
ていく上で、多様な主体の協力関係を築くことは極めて重要です。
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政策1　経済の安心を生み出す

施策1 地域経済の振興 ○ ○

施策2 中小企業・小規模事業者の振興 ○ ○ ○

施策3 農林業の振興 ○ ○ ○ ○ ○

施策4 観光の振興 ○

施策5 就労の支援 ○ ○ ○

施策6 産業拠点の形成と企業立地の促進 ○ ○ ○ ○ ○

政策2　教育・子育ての安心を育む

施策1 子育て環境の充実 ○ ○

施策2 子育て家庭への支援 ○ ○ ○ ○

施策3 就学前教育・保育の充実 ○

施策4 学校教育の充実 ○ ○

政策3　福祉・健康の安心を築く

施策1 健康づくりと医療体制の充実 ○ ○ ○

施策2 スポーツの振興 ○ ○

施策3 地域福祉の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

施策4 高齢者福祉の推進 ○ ○

施策5 障がい者福祉の推進 ○ ○

施策6 保険・年金制度の適正な運営 ○ ○

政策4　暮らしの安心を支える

施策1 人権・平和の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

施策2 男女共同参画の推進 ○ ○ ○

施策3 防犯・消費者保護の推進 ○ ○ ○ ○

施策4 交通安全の推進 ○

施策5 多文化共生の推進 ○ ○ ○ ○ ○

施策6 地域コミュニティの充実 ○ ○

施策7 生涯学習の推進 ○

施策8 文化・芸術の推進 ○ ○

施策9 防災の推進 ○ ○

施策10 循環型社会の推進 ○ ○ ○ ○

施策11 公園・緑地の整備 ○ ○ ○

施策12 住環境・都市景観の形成 ○ ○

施策13 空き家対策の推進 ○

施策14 ライフライン（上下水道）の整備 ○ ○ ○

施策15 道路・交通の整備 ○ ○

政策5　行政の安心を営む

施策1 市民参画と協働の推進 ○ ○

施策2 効率的・効果的な行財政運営 ○ ○ ○

施策3 行政サービスの品質向上 ○ ○

施策4-1 シティセールスの推進 ○

施策4-2 馬を活かしたまちづくりの推進 ○ ○
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■めざす姿

◦市内企業の生産性が向上し、域内（市内）取引が活発に行われ、地域経済が活性化しています。

■課　題

◦人口減少、少子高齢化等、今後ますます厳しくなる制約下において、地域資源を有効に活用し、

まちが持続的に発展・継続していくため、地域経済の活力を維持・増進していくことが課題です。

◦少子高齢化の進展により、本市の生産年齢（15～64歳）人口の比率は減少しつつあります。また、

近年では20～30歳代の流入人口の伸びが鈍化、40歳代以降の人口の流出傾向も見られ、企業

の働き手（人材）の確保が難しい状況です。

■基本方針

◦域内（市内）取引が活発に行われる地域経済の好循環を促します。

◦市内企業の魅力情報発信による人材確保支援や、先端設備等の導入による生産性の向上支援等

により市内企業の成長を促します。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 １ 地域経済の振興

【市民や団体に期待される役割】

◦地域経済活性化につながる地産

地消の取り組み

◦市内消費の拡大

【事業者等に期待される役割】

◦市内企業間の連携や情報交流を

通じた域内（市内）取引の推進

【行政の役割】

◦地域経済の循環に向けた施策の推進

◦企業の人材確保支援及び生産性向上支援

地域経済の振興
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基本事業

１ 地域経済循環の推進

❶ 地域経済の循環【商工観光労政課】

◦企業・市民・行政が域内（市内）での資材調達や消費購買を高めていく域内（市内）調達拡大を

推進します。

◦市内企業を取り巻く取引構造等の地域特性を見据え、地域経済の循環率を高めるための施策や

域外から資金を得るための施策を進めます。

２ 人材確保・生産性向上の支援

❶ 人材確保の支援【商工観光労政課】

◦市内企業の魅力情報を発信し、新たな人材の確保に繋がる支援を行います。

❷ 労働生産性向上の支援【商工観光労政課】

◦「導入促進基本計画」に沿って導入される中小企業者の先端的な設備投資を支援します。

▶導入促進基本計画（「生産性向上特別措置法」に基づく）関連する計画

企業の魅力情報発信冊子～Rittoのお仕事図鑑
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■めざす姿

◦商工業者と市民が協働し、まちのにぎわいづくりや地域資源の活用によって地域経済が活性化し、

雇用が安定しています。

■課　題

◦中小企業・小規模事業者の振興は地域を活性化し、市民生活を維持していく上で、その重要性

が高まっています。

◦商業・サービス業等においては、商業の活性化とともに市民の身近な買物サービスの提供を維

持するためにも、市内における消費拡大を図る必要があります。

◦工業等においては、新たな企業立地促進だけでなく、新たな取り組みで自ら活性化に挑戦する

既存市内企業や次世代の後継者、新たな起業家の育成発掘と、それを支える環境整備が必要です。

■基本方針

◦「中小企業振興基本条例」及び「商工振興ビジョン」に基づき、中小企業・小規模事業者振興施

策を推進します。

◦商工業者や識見を有する者等で組織する中小企業振興会議において、中小企業・小規模事業者

振興施策の検討と効果検証を行います。

◦「小規模事業者支援法」に基づいて、小規模事業者の事業の持続的発展のために国や支援機関

との連携を強化し、地域経済の活性化に資する事業活動を推進します。

◦地域住民と商工業者が一体となって、本市商工業の活性化を図っていきます。特にJR手原駅・安

養寺やJR栗東駅を中心とした地域において、新規創業者や事業拡大等への支援により、空き店

舗の活用とにぎわいづくりを進めます。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 2 中小企業・小規模事業者の振興

【市民や団体に期待される役割】

◦商工業活性化の取り組みへの支援

◦地域への愛着の醸成や内外への

情報発信

【事業者等に期待される役割】

◦地域貢献する活動の展開

【行政の役割】

◦各関係機関と連携した創業者等への支援

中小企業・

小規模事業者の振興
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■基本事業

１ 中小企業・小規模事業者の経営基盤の強化

❶ 既存立地企業の強化【商工観光労政課】

◦関係機関と連携し、企業の技術力向上や経営効率化の支援、設備投資、生産性の向上など、企

業経営の高度化や技術開発、マーケティングへの取り組みを支援します。

❷ 創業支援【商工観光労政課】

◦新規創業の支援機関の紹介や支援制度の情報提供など、中小企業・小規模事業者の起業を支援

します。

◦関係機関と連携し、創業に関する専門家による相談会やセミナーなどの取り組みにより、創業希

望者の課題解決のための支援を行います。

❸ 担い手の育成【商工観光労政課】

◦中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継を支援します。

❹ 地域と協働する企業の育成【商工観光労政課】

◦地域行事・団体に関する情報の提供や市政情報など、まちづくりに関する情報の企業への提供

を推進します。

２ 消費者ニーズの創出

❶ 商業共同事業の促進【商工観光労政課】

◦商業振興組織の活性化を図ります。

◦商業者等による共同事業や地域と連携した活性化への取り組みを支援します。

❷ 個店の育成【商工観光労政課】

◦空き店舗対策や自店の特徴を活かした大型店にはない個性ある個店づくりのため、出店を促進

する情報提供など開業や出店を支援します。

❸ 異業種間交流の促進【商工観光労政課／農林課】

◦農業や観光と連携した商品・特産品開発など、他産業との連携による商業の活性化を促進します。

３ まちのにぎわいの創出

❶ 商工業の活性化【商工観光労政課】

◦各生活圏域において地域の関係者とともに、快適で魅力ある生活環境の形成、都市機能の集積、

創造的な事業活動の促進を基本としたまちづくりに取り組みます。

▶商工振興ビジョン関連する計画
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■めざす姿

◦経営主体の強化や担い手の育成が進み、農地・森林が保全されるとともに、地域経済の活性化

に資する持続可能な農林業が活発に営まれています。

■課　題

◦農林業を取り巻く環境は、農林業の担い手の減少等、厳しい状況ですが、健全な社会の礎とな

る食料供給や防災など、農林業・農山村が持つ、多面的な機能を将来にわたって維持・発揮す

るうえで、農林業の活性化は重要です。

■基本方針

◦「農業振興基本計画」と「森林整備計画」をもとに、優良農地の確保や森林資源の保全、経営主

体の強化、担い手の育成、都市近郊農業の推進などにより、各地域の特色を活かしながら、農

林業生産者の所得の向上を図り、担い手が安心して農林業ができる体制づくりに取り組みます。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 3 農林業の振興

【市民や団体に期待される役割】

◦本市の農地や農村が市民生活に

果たしている役割の理解

◦地域ぐるみの農地の保全活動へ

の参加

◦協働による森林の保全

【事業者等に期待される役割】

◦体験型学習や地域体験への参加・

協力

◦農商工、産学公連携による商品開

発研究

◦農林産物の地産地消の推進

【行政の役割】

◦農業者、市民・団体、事業者等が連携・協働できる

環境づくり

◦地産地消に向けた市内産農産物の積極的な活用と販

路の拡大

◦農林業生産基盤の整備推進、保全

◦経営主体への支援と担い手、就農希望者の育成

◦森林環境譲与税の活用

農林業の振興
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■基本事業

１ 「農業振興基本計画」の策定

❶ 新たな農業による経済活動の促進【農林課】

◦地域資源や環境を活かし、今後の地域産業の定着・活性化を推進します。

❷ 総合的な「農業振興基本計画」の策定【農林課】

◦農に関連する社会情勢の変化への対応や多様な主体との連携を推進する計画を策定します。

◦市の農業全般について、関係者と連携して、将来あるべき姿とそれを実現するための施策を明ら

かにします。

◦都市的地域の特性を活かした農業を振興するため、市全域を総合的に捉えた農地の有効活用を

図ります。

２ 優良農地の確保と適正利用の推進

❶ 農地等利用の最適化の推進【農林課／農業委員会事務局】

◦担い手農家への農地利用の集積・集約化や遊休農地の発生防止・解消に取り組みます。

◦ハウス栽培の導入など、農地の高度利用を促進します。

◦優良農地を確保し、持続可能な農業の振興を図ります。

３ 農業生産の充実

❶ 集落営農組織の法人化と認定農業者への支援【農林課】

◦営農規模の拡大や農産物の増産による生産の効率化を図り、販路の拡大を推進します。

◦集落営農組織の法人化など持続可能な経営体制の整備を促進します。

❷ 新規就農の促進【農林課】

◦認定農業者の育成や農福連携への参入など、新規就農の多様な機会を創出します。

❸ 6次産業化の推進【農林課】

◦地の利を活かした農産物を活用し、製造業や流通・サービス業との連携で新たな付加価値を生

み出す農林業の６次産業化を促進します。

４ 農業生産基盤の整備

❶ 土地改良事業の推進、農業用機械の大型化・近代化の支援【農林課】

◦ほ場整備や農道拡幅・用排水路の整備により、農地の集団化や農業用機械の大型化・近代化、

農業用水の安定供給を図り、生産性の高い効率的かつ安定的な農業経営を促進します。

５ 森林資源の保全と活用

❶ 新たな森林管理システムを活用した森林整備の推進【農林課】

◦森林境界の明確化や林地台帳整備、間伐、人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及

啓発など、新たな森林管理システムを活用した森林整備を促進します。

❷ こんぜの里周辺施設の公共施設マネジメントの推進【農林課】

◦恵まれた地域資源の活用により、こんぜの里周辺施設を活性化するため、公共施設マネジメント

を推進します。

▶農業振興基本計画 ▶森林整備計画

▶鳥獣被害防止計画（滋賀県西部・南部地域） ▶農業振興地域整備計画
関連する計画
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■めざす姿

◦まちの優れた地域資源の磨き上げや、市民・事業者・関係団体・行政が一体となった周遊型観

光の推進と国内外に対する効果的な観光情報の発信により、来訪者が増加しています。

■課　題

◦金勝山をはじめとする豊かな自然や旧東海道など、癒しを与える資源を有していますが、来訪者

は決して多いと言えない状況にあります。

◦市民・事業者・関係団体・行政が一体となり、まちづくりの一環として観光を展開することで、

総合的な力を発揮するとともに、まちへの愛着と来訪者を温かく迎え入れる意識を育み、いつま

でも住み続けたい、かかわり続けたい、訪れたいと思われることが大切です。

◦観光に対する期待や意識の多様化により、観光ニーズに応じた旬な情報の提供や、地域性を活

かした土産物の開発など、情報ネットワークを効果的に活用した取り組みを推進し、市内各拠点

の利用を促進していく必要があります。

■基本方針

◦「観光振興ビジョン」に基づき、本市の観光資源の魅力や強みを活用した周遊型の観光振興を推

進し、観光消費を喚起します。

◦観光関連事業者や識見を有する者等で組織する観光振興会議において、観光振興施策の検討と

効果検証を行います。

◦観光資源を活用した多様な企画運営や市民と来訪者の交流の機会を創出し、地域文化と関連産

業の活性化を図ります。

◦広域的な観光事業の展開を図り、誘客拡大を図ります。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 4 観光の振興

【市民や団体に期待される役割】

◦観光拠点の情報収集と魅力発信

◦来訪及び観光消費に繋がるイベン

ト等の開催

◦来訪者の受け入れ・交流を深め

るための意識の醸成

【事業者等に期待される役割】

◦観光施設の充実

◦観光PRに繋がる協力・支援

◦来訪及び観光消費に繋がるイベン

ト等への協力

【行政の役割】

◦観光拠点の魅力や情報の発信

◦観光関係機関との連携強化

観光の振興
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■基本事業

１ 観光資源の磨き上げ

❶ 総合的な観光戦略の推進【商工観光労政課／農林課】

◦地域資源を活かした観光の振興を図ります。

◦農林業や商工業など、まちの個性と魅力を形成する他産業等と連携した観光の振興を図り、宿泊

を含めた市内観光の滞在時間を延ばす取り組みを推進します。

❷ 地域の特性を活かしたイベント等の開催【商工観光労政課】

◦「りっとう市民秋まつり」や馬を活かしたイベント・レクリエーションなど、地域の特性を活かした

行祭事の開催を支援・促進します。

２ 来訪者の受入環境の充実

❶ 観光案内機能の充実【商工観光労政課】

◦訪日外国人に対する多言語対応を含め、観光案内機能の強化・充実を図ります。

◦来訪者の立ち寄り施設における観光案内や情報提供の充実を図ります。

❷ ボランティア観光ガイドの育成【商工観光労政課】

◦ボランティア観光ガイドの活動の支援に努めます。

❸ 観光施設の維持管理【商工観光労政課】

◦ハイキングコースなど主要な観光施設について、地元自治会や関係団体等との連携により、美化・

維持管理に努めます。

❹ 来訪者の受け入れ体制の整備【商工観光労政課】

◦まちぐるみで来訪者を受け入れる仕組み、雰囲気づくりを推進します。

３ 戦略的な情報発信

❶ 観光・イベント情報の発信【商工観光労政課】

◦カテゴリー別の情報誌やパンフレットなど、来訪者のニーズに応える情報発信の充実を図ります。

◦SNSをはじめとするインターネットを活用した情報の配信に努めます。

◦観光物産協会やびわこビジターズビューローと連携し、総合的な情報の配信を推進します。

❷ 広域観光の推進【商工観光労政課】

◦湖南地域観光振興協議会を通した広域観光を推進します。

４ 観光消費の喚起

❶ 観光物産協会や商工会等と連携した事業展開【商工観光労政課／農林課】

◦観光資源の創出・魅力化や戦略的なイベント展開など、市民・事業者・関連団体・行政が一体となっ

た観光まちづくりを推進します。

◦関係団体と連携し、特産品の推奨や新たな商品の開発等を支援します。

▶観光振興ビジョン関連する計画
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■めざす姿

◦就職困難者等への理解と受け入れが進み、雇用機会の広がりと働きやすい就労環境の実現によ

り、多様な人々が活躍しています。

■課　題

◦日本の人口が減少に転じ、労働力不足が現実のものになるとともに、「生活や社会貢献」と「仕事」

との関係に対する意識が多様化しています。本市においても、多様で柔軟な働き方やワーク・ラ

イフ・バランスの実現に向け、働き方改革の推進が求められています。

◦様々な要因による就職困難者等に対して、個々の実情に応じた就労支援が求められています。

■基本方針

◦企業の働き方改革による魅力ある職場づくりやワーク・ライフ・バランスを推進します。

◦就職困難者等の安定就労に向けた取り組みを行います。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 5 就労の支援

【市民や団体に期待される役割】

◦就職困難者等への社会参加に向

けた支援

【事業者等に期待される役割】

◦働き方改革の推進やワーク・ライ

フ・バランスの実現

◦多様な人材の受け入れ

【行政の役割】

◦企業の働き方改革推進等に向けた啓発・支援

◦就職困難者等への就労支援

就労の支援
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■基本事業

1 安心して働ける魅力ある職場づくり

❶ 働き方改革の推進【商工観光労政課】

◦研修会やセミナーの開催など、働き方改革にかかる周知・啓発に取り組みます。

❷ 福利厚生の向上【商工観光労政課】

◦勤労者福祉の向上を図るため、勤労者福祉団体の活動を支援します。

2 就労支援の促進

❶ 就職困難者等の就労支援【商工観光労政課／社会福祉課／障がい福祉課／子育て応援課】

◦「就労支援計画」に基づき、就職困難者等からの就労相談に対応し、個々のケースに応じた就労

支援に取り組みます。

◦公共職業安定所等支援関係機関との連携により、就業機会の拡充や雇用に関する情報提供、技

能取得を支援します。

◦企業・事業所との連携を強化し、就職困難者等の職場体験や雇用の受け入れを行う企業を開拓

します。

▶就労支援計画関連する計画

第三次栗東市就労支援計画
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■めざす姿

◦交通の要衝として恵まれた本市の地域特性と新たに整備されるインフラの効果を活かし、新たな

産業拠点の形成や企業立地が進んでいます。

■課　題

◦本市は交通利便性や大都市への近接などの立地特性を有し、依然として企業の進出・用地拡充

ニーズがありますが、一定規模の開発が可能な適地が少なく、新たな企業立地や市内企業の拡

張が難しい状況です。

■基本方針

◦近年整備が進む幹線道路のネットワークを活かし、民間活力による新たな産業拠点整備の事業

化を進めるなど、活力を創出するまちづくりを推進します。

■各主体の役割

政策１　経済の安心を生み出す

施策 6 産業拠点の形成と企業立地の促進

【市民や団体に期待される役割】

◦事業者が実施する事業への協力

◦地権者組織による土地活用

【事業者等に期待される役割】

◦事業用地の活用

【行政の役割】

◦滋賀県や近隣市との調整

◦企業の立地促進

産業拠点の形成と

企業立地の促進
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■基本事業

１ 新たな企業の立地促進

❶ 企業の立地促進【企業立地推進課】

◦企業立地を促進する制度により、地域の活性化に寄与する新たな企業の立地を促進します。

◦企業や土地活用にかかる関係者との情報提供ネットワークの構築を図り、企業立地を促進します。

◦市内企業の拡張・移転のニーズ等企業立地への対応を図るため、立地適地や優先すべき業種等

を示す「(仮称)企業立地推進計画」を策定します。

❷ 東部地区等開発整備の促進【企業立地推進課】

◦東部地区における開発・整備計画に基づき、引き続いて本市東部地区における新たな産業用地

の整備を促進し、企業立地と雇用の拡大を図ります。

◦産業立地の適正が高い北部地区や「(仮称)企業立地推進計画」で位置付ける地区については、新

たな産業機能の集積を促進します。

２ 「まちづくり基本構想（後継プラン）」の促進

❶ 用地の効果的な活用の促進【企業立地推進課／国・県事業対策課】

◦現地における土地概要等の説明や地権者とのマッチング支援など、民間事業者による土地活用

を促進します。

❷ 手続きの円滑化【企業立地推進課／国・県事業対策課】

◦開発許可申請時における県及び市の意見集約など、円滑な事業推進を支援します。

▶東部地区まちづくり総合整備計画　　▶まちづくり基本構想（後継プラン）

▶（仮称）企業立地推進計画
関連する計画

後継プラン区域
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■めざす姿

◦次代の社会を担う子どもが健やかに育つとともに、身近な地域において子育てしやすい環境が整

備されています。

■課　題

◦本市では放課後児童健全育成事業（学童保育）に対する需要が増えており、その需要に対する供

給の確保が課題となっています。

◦身近な地域において孤立することなく子育てを楽しみ、また、保護者同士の交流を深めるために

も、児童館の安定した運営が不可欠となっています。

◦子どもの健やかな成長と地域への愛着や誇りの育成のためには、家庭や学校だけでなく、身近

な地域における生活や人々との交流が重要です。

◦ライフスタイルの多様化や情報技術の進化に伴うコミュニケーション手段の変化をはじめとして、

子どもの成長を取り巻く環境が複雑化し、いじめや不登校なども大きな社会問題となっています。

■基本方針

◦放課後児童健全育成事業（学童保育）に対する需要に対応するため、学童保育所の整備と運営の

充実を図ります。

◦身近な地域における子育てしやすい環境づくりのため、児童館の運営を充実するとともに、必要

な職員の確保に努めます。

◦地域全体で子どもの育ちを支える環境づくりを推進します。

◦全国的に児童虐待やいじめ等の事件事故が発生しており、子どもへの虐待の予防・早期発見と

適切な対応のため、個別ケースへの対応と併せて、庁内関係課及び関係機関と連携した相談体

制の整備と保護者への指導助言を行います。

■各主体の役割

政策２　教育・子育ての安心を育む

施策 1 子育て環境の充実

【市民や団体に期待される役割】

◦地域ぐるみの子育て支援活動へ

の参加

◦虐待やいじめの関係機関への通

報・相談

【行政の役割】

◦子育て支援にかかる的確な情報提供

【事業者等に期待される役割】

◦体験型学習などへの協力

子育て環境の充実
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■基本事業

１ 学童保育所の充実

❶ 学童保育所運営の充実【子育て応援課】

◦放課後の児童の安全と成長支援・健全育成を実践する取り組みの充実を図るとともに、家庭が抱

える課題への助言など、事業者との連携による運営の充実を図ります。

❷ 学童保育所の整備【子育て応援課】

◦学童保育所の需要見込みに合わせて必要な施設を整備するとともに、子どもが安心して利用でき

るよう老朽化した学童保育所の改修を進めます。

２ 児童館の充実

❶ 児童館運営の充実【子育て応援課】

◦子どもも保護者も楽しみながら利用できる児童館であるための様々な事業を展開するとともに、

必要な職員の確保に努めます。

❷ 児童館の維持補修【子育て応援課】

◦老朽化した児童館の維持補修など子どもたちが安全に利用できる環境を整備します。

３ 家庭・地域・学校の連携強化

❶ 家庭や地域ぐるみで子どもを育てる環境の整備【学校教育課／幼児課／生涯学習課】

◦保護者・地域住民（団体）が学校等と連携を図り、子育てに関する学習機会や情報提供を通じて、

家庭や地域の教育力を高め、家庭や地域ぐるみで子どもを育てる環境を整備します。

❷ 地域ぐるみの学校安全体制整備【学校教育課】

◦地域のスクールガードや保護者の協力を得ながら、校園内外や通学路における子どもたちの安

全を見守ります。

４ 青少年の健全育成

❶ 地域ぐるみの健全育成運動の展開と啓発【生涯学習課】

◦放課後子ども教室など、地域ぐるみで子どもを育てる機会や環境の充実を推進します。

❷ 青少年交流の促進【生涯学習課】

◦成人式の開催、野外体験活動の実施など、青少年の活躍・体験の機会づくりを推進します。

❸ 教育環境浄化及び非行防止対策の推進【生涯学習課】

◦街頭補導や青少年相談活動により、青少年にふさわしい明るく豊かな地域の環境づくりを促進し

ます。

５ 子どもを守る仕組みづくり

❶ 児童虐待への対応【子育て応援課／幼児課】

◦児童虐待の予防と早期発見、また虐待を受けた児童の保護に努めるとともに、虐待を行った保

護者に対して、関係機関との連携のもとに指導の充実を図ります。

❷ いじめ対策の推進【学校教育課】

◦いじめの予防、早期発見・対応を図るとともに、保護者等に実態や指導などの情報を提供します。

❸ 不登校・ひきこもりの支援【学校教育課】

◦不登校児童・生徒の問題を把握し、学校への復帰を支援します。

▶子ども・子育て支援事業計画　　▶いじめ防止基本方針関連する計画
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■めざす姿

◦家庭や地域において、安心して子育てができる環境が整備され、すべての保護者と子どもが健や

かで心豊かに暮らしています。早期からの適切な発達支援サービスを受けることができ、子ども

たちが集団に適応し健全に育っています。

■課　題

◦本市では地域子育て支援センターを設置していますが、相談に対応する職員の確保が課題となっ

ています。

◦少子高齢化や核家族化により、子どもと触れ合う機会が少ないまま親になり、様々な情報が氾濫

する中で、子育てに悩む人もいます。また、ひとり親家庭が抱える様々な生活課題を解決するこ

とが求められています。

◦発達障がいについての認知が少しずつ進み、障がい児支援に対する高いニーズがあります。また、

子どもたちの自立に向けて、個に応じた適切なかかわりや発達の課題についての正しい理解等が

必要となります。

■基本方針

◦子育て支援に携わる必要な職員の確保に努め、子育てに関する各種事業を展開します。

◦各校園、家庭児童相談室、児童相談所、学童保育所、民生委員・児童委員、児童館、障がい児

支援施設等、関係機関との円滑な支援連携により、家庭での適切な親子の愛着形成、学校や社

会での集団適応、そして自尊感情の育成を図ります。

◦ひとり親家庭の個々の状況に応じた適切な支援を行います。

◦子どもを安心して生み育てるために、妊娠期からの健康づくりを推進するとともに、子どもの生

涯にわたる健康の基礎づくりとしての望ましい生活習慣の形成と成長発達を促します。

◦発達に支援を必要とするすべての幼児、児童、生徒に対して適切な支援サービスの機会を提供

します。

■各主体の役割

政策２　教育・子育ての安心を育む

施策 2 子育て家庭への支援

【市民や団体に期待される役割】

◦子どもの成長・発達についての正しい

知識の深化と必要な健康行動

◦子育ての悩みへの対応など、地域ぐる

みによる子育て家庭への見守りや支援

◦発達障がいに対する正しい理解、啓発

【行政の役割】

◦子育てについて学び、相談できる場の提供

◦適切な児童発達支援事業の提供

◦発達障がいに対する正しい理解の啓発と子育て家庭への的確な情報提供

◦心理士、保育士等人材の育成・確保

【事業者等に期待される役割】

◦子どもや子育て世代を見守り、不安を感じた

時に相談や人・社会と交流できる場の提供

◦子育て家庭に対する就労機会の提供

◦障がいに対する正しい理解と障がい児支援

サービスの適切な運営・支援と協力・啓発

子育て家庭への支援
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■基本事業

１ 地域子育て支援センターの機能充実

❶ 地域子育て支援センターの機能充実【子育て応援課】

◦地域子育て支援センターの機能を十分に果たすために、子育てに関する各種事業を展開するとと

もに、必要な職員の確保に努めます。

２ 家庭養育の支援

❶ 保護者からの相談対応【子育て応援課】

◦保護者の子育てに関する様々な不安や悩みを解消するために、個々の相談に対応します。

❷ 発達障がい児及び家族等の支援【発達支援課】

◦市内校園との協働で、子どもへのかかわり方・とらえ方、育児の知識習得等、保護者の育児支

援に努めます。

❸ 家庭の教育力の向上【幼児課】

◦保育園等からの指導や子育てに関する学習機会や情報提供を通じて、子どもの健全な心身の育

ちを援助します。

３ ひとり親家庭への支援

❶ ひとり親家庭の自立に向けた支援【子育て応援課】

◦母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭に対する様々な公的サービスにかかる情報提供及

び個々の生活状況に応じた適切な支援を行います。

４ 切れ目のない発達支援

❶ 発達支援システムの活用【発達支援課】

◦乳幼児期から関係機関が連携して家族支援を行い、継続的かつ円滑に、切れ目なく繋ぎかかわ

ることを大切にし、様々な発達支援サービスの場を提供します。

❷ 発達相談・検査の実施【発達支援課】

◦保護者や校園の依頼に応じ、発達相談を行うことで家庭を支え、必要に応じて発達検査を実施し、

適切な子どもとのかかわり方等、客観的な助言を行います。

５ 母子保健の推進

❶ 妊婦健康診査等の推進【健康増進課】

◦妊婦健康診査の受診勧奨など、母子健康手帳の交付をきっかけに妊産婦の健康管理を支援し、

リスクの高い妊産婦等に対して関係医療機関と連携し、継続的な支援を行います。

❷ 乳幼児健康診査等の実施【健康増進課】

◦乳幼児健康診査等の機会を通じて、望ましい生活習慣の形成と成長・発達を支援します。

▶子ども・子育て支援事業計画　　▶特別支援教育推進計画関連する計画
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■めざす姿

◦子育ての意義が深く理解された地域環境の中で、家庭が子育てに喜びを感じ、子どもたちが健

やかに育っています。

■課　題

◦本市では、低年齢児を中心に就学前保育・教育に対するニーズは依然として高く、保育園で待

機児童が生じています。

◦また、保育無償化のスタートにより、さらなるニーズの増加が見込まれます。

■基本方針

◦ニーズに対応した適切な就学前教育・保育の機会を提供します。

◦子育て家庭が地域で孤立することがないよう、子育てを地域ぐるみで支える意識を促進します。

■各主体の役割

政策２　教育・子育ての安心を育む

施策 3 就学前教育・保育の充実

【市民や団体に期待される役割】

◦各園の子育て支援活動への参加・

支援

【行政の役割】

◦適切な就学前教育・保育の機会を提供

◦就学前教育・保育人材の育成・確保

【事業者等に期待される役割】

◦法人立保育所の運営

◦地域活動への参加・協力

就学前教育・

保育の充実
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■基本事業

１ 就学前教育・保育の提供

❶ 特定教育・保育の実施【幼児課】

◦「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、良質かつ適切な内容・水準の特定教育・保育を提供

します。

❷ 民間活力の導入【幼児課】

◦民間事業者が運営する私立保育園等を誘致し、民間活力の活用による保育サービスの充実を図

ります。

❸ 就学前保育・教育環境の向上【幼児課】

◦保育園・幼稚園・幼児園施設の施設改善、維持補修など保育・教育環境を整備します。

◦既存幼児園の認定こども園への移行も含め、新たな施設整備を図ります。

❹ 特別支援教育の推進【幼児課】

◦一人ひとりのニーズに応じた計画的かつ適切な支援ができる教育の充実を図ります。

◦「特別支援教育推進計画」に基づき、一貫した支援を目指した体制づくりに取り組んでいきます。

❺ 幼保小連携の推進【幼児課／学校教育課】

◦「保幼小接続期カリキュラム」に基づき、就学前教育・保育と小学校のより一層の連携強化や連

続性、一貫性を持った取り組みを進め、幼児期の「育ち」から小学校の「学び」への円滑な接続を

図ります。

２ 就学前教育・保育の人材の育成・確保

❶ 就学前教育・保育人材の確保【幼児課】

◦保育関連就職説明会や研修会を実施し、潜在保育士を含めた新たな人材を育成、確保します。

❷ 民間事業者の人材確保の支援【幼児課】

◦民間事業者における保育士の処遇改善や雇用促進を支援します。

▶子ども・子育て支援事業計画　　▶特別支援教育推進計画関連する計画

金勝第1幼児園（御園）
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■めざす姿

◦次代を担う児童生徒が心身ともに健やかに育ち、心豊かにたくましく生きる人として市民の期待

が高まっています。

■課　題

◦本市においては、「いじめ問題対策連絡協議会等設置条例」の制定など、子どもたちが安全・安

心に過ごせる環境づくりに取り組んできましたが、今後も、誰もが安心して道徳性や豊かな人間

性を育み、主体的に力を発揮できる人を育成する教育機会を確保していくことが重要です。

◦給食における地元食材の活用や食育を進めるため、安定的な量確保や生産農家等との連携が必

要です。

■基本方針

◦児童生徒の学ぶ意欲や基礎学力の向上とともに、基礎学力の定着に向けて「きらりフルチャレン

ジ」を継続するとともに、外国語教育の充実及び言語能力育成に向け「ことばのチカラ・プロジェ

クト」を推進していきます。

◦子どもの権利を尊重するとともに、一人ひとりに対応したきめ細やかな支援を行うため、児童生

徒支援や特別支援教育の充実に取り組みます。

◦高度な先進技術を活かして、多様な課題を解決する情報社会に対応した子どもの育成を目指し、

学校ＩＣＴ環境等の整備に取り組みます。

◦給食提供を通じて、子どもたちの健康増進や食生活の改善を図るとともに、地元食材や郷土料理

を取り入れた献立で地産地消を推進します。

■各主体の役割

政策２　教育・子育ての安心を育む

施策 4 学校教育の充実

【市民や団体に期待される役割】

◦学校教育・活動への参画、家庭

における規範意識や生活習慣の

徹底など教育力向上への取り組み

【行政の役割】

◦小学校、中学校教育環境の質的向上

【事業者等に期待される役割】

◦学校教育・活動への参画、人材・

スタッフとしての派遣・協力

学校教育の充実
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■基本事業

１ 学校教育の充実

❶ 確かな学力の向上【学校教育課】

◦学ぶ意欲や基礎学力の向上に加え、外国語教育の充実及び言語能力の向上を目指す「ことばの

チカラ・プロジェクト」を推進します。

❷ 道徳教育の推進【学校教育課】

◦学校・家庭・地域社会が一体となった道徳教育を啓発・推進します。

❸ 健康増進・体力の向上【学校教育課】

◦子どもの体力の向上と健康の保持増進、自ら進んで運動に親しむ資質や能力の育成を図ります。

❹ 不適応児童生徒の支援【学校教育課】

◦教育相談事業、支援室事業を通した児童生徒支援の充実を図ります。

❺ 特別支援教育の推進【学校教育課】

◦特別支援教育支援員の配置、特別支援学級への訪問等による特別支援教育のさらなる充実を図

ります。

❻ 教職員の資質向上と学校の機能充実【学校教育課】

◦校内研修の充実、教育研究奨励事業の実施、研修講座への参加を進め、地域に根ざした開かれ

た特色ある学校づくりを推進します。

２ 教育環境の整備

❶ 学校施設・設備の充実【教育総務課】

◦児童･生徒数の増加に対応した小学校・中学校の施設整備により、適正な教育環境の確保を推進

します。

◦計画的な施設改善・維持補修や時代の変化に対応した教育環境の整備の導入など、小学校及び

中学校の環境整備に努めます。

❷ 安全な通学環境の確保【教育総務課／学校教育課】

◦通学路の安全確保や不審者対策など、保護者や地域、関係機関との連携による学校の安全対策

の強化に取り組みます。

３ 小・中学校、幼稚園等における給食の提供

❶ 安全・安心な給食の提供【学校給食共同調理場】

◦小・中学校、幼稚園等の子どもに対し、心身の健康と体力を育む、安全・安心でバランスのと

れた魅力ある給食を提供します。

❷ 給食等を通じた食育の推進【学校教育課／幼児課／学校給食共同調理場】

◦地元食材を活かした地産地消や食に関する意識の啓発など、食に関する実践的な授業や給食を

通じて、子どもや保護者が健全な食生活を実践できる食育を推進します。

▶子ども・子育て支援事業計画 ▶教育振興基本計画

▶特別支援教育推進計画 ▶食育推進計画
関連する計画

前期基本計画　政策2 教育・子育ての安心を育む 59



前
期
基
本
計
画

政
策
２ 

教
育
・
子
育
て
の
安
心
を
育
む

前期基本計画　政策2 教育・子育ての安心を育む60



政
策
３　

福
祉
・
健
康
の
安
心
を
築
く

● 施策１ 健康づくりと医療体制の充実 …………… 62

● 施策２ スポーツの振興 …………………………… 64

● 施策３ 地域福祉の推進 …………………………… 66

● 施策４ 高齢者福祉の推進 ………………………… 68

● 施策５ 障がい者福祉の推進 ……………………… 70

● 施策６ 保険・年金制度の適正な運営 …………… 72

前期基本計画　政策2 教育・子育ての安心を育む 61



■めざす姿

◦生涯を通じて市民が自らの健康について関心を深め、健康づくりを実践し、市民一人ひとりが自

分らしく、いきいきと生活できています。また、地域医療体制が整備され、安定した良質な医療

が確保されています。

■課　題

◦健康づくりの行動指針となる「健康りっとう21」を策定し、市民一人ひとりが自分らしく、いきいき

と生活できる健康寿命の延伸を図ってきました。しかし近年、生活習慣病やその予備群も多いこ

とから、健診の受診や日常的な生活改善など、将来にわたる健康づくりに向けた市民意識の向上

と主体的な取り組みがますます重要になっています。

◦食生活は、生活習慣の中でも健康の基盤となるものですが、生活の多様化に伴い、朝食の欠食、

偏食や食生活の乱れなど、豊かさの中で健全な食生活への配慮がなされていない傾向があり、「食

育」をさらに進めていく必要があります。

◦安全・安心な生活を確保する上で医療サービスや救急医療に対する関心が高まっており、本市

においては今後も人口増加によるニーズの拡大も予想されています。

■基本方針

◦「健康りっとう21」に基づき、QOL低下の要因となる生活習慣病の発症や悪化を予防する生活習

慣を身につけ、実践できるよう、情報提供や働きかけを行います。

◦自然の恩恵や食にかかわる人への感謝の気持ちと理解を深め、生涯を通じた健全な食生活の実

現、食文化の継承、健康の保持増進などを図ることができるよう、自らの食について考える習慣

や食に関する様々な知識と食を選択する力を身に付ける食育を推進します。

◦地域中核病院の整備やかかりつけ医制度の普及など安定した良質な医療を確保し、人口の増加

に対して安心できる地域医療及び救急体制の充実を図ります。

■各主体の役割

政策３　福祉・健康の安心を築く

施策 １ 健康づくりと医療体制の充実

【市民や団体に期待される役割】

◦健康を支える生活習慣を形成するための行

動の実践

◦健全な食生活を実践できるよう、自分の食

に対する主体的な選択

◦自らの健康に関心を持ち、かかりつけ医を

持つことで医療を適正に利用

【行政の役割】

◦健康づくりや食育に関する知識の普及や啓発

◦関係機関の調整を通じて市民の取り組みを支援する環境づくり

◦かかりつけ医制度の普及・啓発

◦地域中核病院や休日急病診療体制の運営支援

【事業者等に期待される役割】

◦市民の健康に関する知識の取得

や主体的な取り組みにつながる身

近な機会や場の提供

◦医療機関による各々の特性の周知

と健全な事業運営

健康づくりと

医療体制の充実

前
期
基
本
計
画

政
策
３ 

福
祉
・
健
康
の
安
心
を
築
く

前期基本計画　政策3 福祉・健康の安心を築く62



■基本事業

１ 健康づくりの推進

❶ 「健康りっとう21」の推進【健康増進課】

◦健康に関する情報提供や啓発、各種事業、各種検診の実施など健康的な生活習慣が実践できる

取り組みを通じて「健康りっとう21」を推進します。

◦「健康づくり推進協議会」を開催し、市民・関係機関・行政が連携しながら健康づくりを推進します。

２ 疾病の予防

❶ 各種検診（がん検診等）の実施【健康増進課】

◦法令に基づく各種検診（がん検診等）の実施により、疾病の早期発見・早期治療を図ります。

❷ 各種予防接種の実施【健康増進課】

◦法令に基づく各種予防接種の実施により、疾病の予防と重症化予防を図ります。

❸ 保健事業の推進【保険年金課／長寿福祉課／健康増進課】

◦国民健康保険被保険者への特定健康診査等により、生活習慣病の発症予防、早期発見を促進す

るとともに、生活習慣の改善を目的とした保健指導による対象者の健康管理に対する意識の向上

を図ります。

◦国民健康保険データベース等を活用した健康課題に着目し、関係機関との連携のもと、健康に

関する情報提供や健康相談等により、市民の健康に関する意識の向上を図ります。

３ 地域に根ざした食育の推進

❶ 「食育推進計画」の推進

【健康増進課／子育て応援課／幼児課／農林課／学校給食共同調理場／学校教育課】

◦関係機関が連携しながら、生涯にわたる健康づくりのための望ましい生活習慣の形成と健全な食

生活の実践を推進します。

❷ 生産者と消費者の交流の促進【農林課】

◦学校現場と連携した農林業体験事業や地元に伝わる伝統食・郷土料理体験など、地元農産物の

生産者と消費者、子どもとの交流を深め、食の大切さや生産の大変さを学ぶ機会づくりを推進し

ます。

❸ 地産地消の推進【農林課】

◦農作物の直売所の充実、市民ニーズに応じた産品の生産に対する支援など、地産地消を推進し

ます。

❹ 家庭や地域における食育の推進【健康増進課／幼児課／学校教育課】

◦小・中学校、幼稚園等からの指導や、家庭や地域でのコミュニケーションを通して、子どもの好

ましい食習慣の形成や感謝の心を培うことの重要性の啓発を図ります。

４ 地域医療体制の整備

❶ 地域中核病院への支援【健康増進課】

◦地域中核病院として、済生会滋賀県病院の医療供給体制の確立を支援します。

❷ 休日救急医療体制の整備【健康増進課】

◦湖南地域医療圏域での広域的な救急医療体制を推進します。

❸ かかりつけ医制度の啓発【健康増進課】

◦予防接種や各種検診の医療機関委託等とも連携し、かかりつけ医制度の啓発に努めます。

▶健康増進計画「健康りっとう21」　　▶食育推進計画

▶国民健康保険特定健康診査等実施計画　　

▶国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）

関連する計画
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政策３　福祉・健康の安心を築く

施策 2 スポーツの振興

■めざす姿

◦スポーツ施設の充実や市民による主体的なスポーツ活動の実践によって、健康づくりに重点を置

いた活力のあるまちになっています。

■課　題

◦市のスポーツ人口は、必ずしも増加していないのが実情です。平均寿命が延びる中、健康で安

心な暮らしを実現するためにも、競技スポーツをはじめ、生涯にわたるスポーツへの参加が求め

られるようになっています。

◦市内のスポーツ施設は、市民体育館が建設から40年を経過するなど老朽化が見られるようになっ

てきました。また、新しいルール（基準）に対応することが難しい箇所もあり、施設の改修や整備

が必要となっています。

◦令和6（2024）年に開催される国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会（以下、「国スポ・障

スポ」）に向けて施設整備だけでなく、大会を「する・みる・支える」ために市民を交えた体制づ

くりが必要となります。

■基本方針

◦スポーツに対する市民の関心と機運を高めるため、若年層から高齢層まで、ライフステージに応

じた生涯スポーツの活動を推進し、健康長寿社会を目指します。

◦老朽化したスポーツ施設や設備を計画的に改修し、より良いスポーツの環境づくりを行います。

◦市民の積極的な参加により、生涯にわたるスポーツの振興と競技力向上に努めます。

◦国スポ・障スポの開催に向けて、施設や市民を交えた支援体制の整備を行います。

■各主体の役割

【市民や団体に期待される役割】

◦市民の様々なスポーツ活動への参加、参

画、協力

◦スポーツを通じた地域ぐるみの活動の充実

◦スポーツを通じた地域振興協議会、総合

型スポーツクラブ、スポーツ協会などとの

連携の充実

【事業者等に期待される役割】

◦スポーツの普及、振興及び指導者の確保

◦市民等へのスポーツ事業の提供及び市民

活動の場の提供・支援

◦スポーツに関する公的事業等への参画、

協力

◦スポーツ施設の適切な運用・管理

【行政の役割】

◦スポーツ推進委員やスポーツ協力団体等との連携によ

る市民・団体活動への支援を充実させる体制づくり

◦市民誰もが取り組めるニュースポーツをはじめとする、

様々なスポーツに親しむ生涯スポーツの普及・啓発

◦スポーツ情報の提供、発信

スポーツの振興
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■基本事業

１ 健康を目指すスポーツの振興

❶ する・みる・支えるスポーツの推進【スポーツ・文化振興課】

◦ライフスタイルに応じたスポーツ活動を推進し、スポーツを「する」「みる」「支える」ことの浸透

を図り、スポーツ人口の拡大を図ります。

◦体力づくりを実践するため、市民に対するスポーツの普及、事業を実施します。

◦スポーツ能力の向上を図るため、特に子どもを対象とした各種教室や事業の展開を図ります。

◦地域などでスポーツ推進の担い手となる人たちの育成や確保のための取り組みを行います。

❷ スポーツ施設の利活用【スポーツ・文化振興課】

◦老朽化する既存の社会体育施設の改修、維持、点検やユニバーサルデザイン化を図り、市民誰

もが安心して利活用できる施設の管理に努めます。

❸ 生涯にわたる健康スポーツの推進【スポーツ・文化振興課／障がい福祉課】

◦スポーツ推進委員等を通じて、本市発祥のスローイングビンゴをはじめとするニュースポーツの

普及に取り組みます。

◦誰もが、どこでも、気軽に取り組めるスポーツを普及し、スポーツへの習慣化や実施率の向上に

努めます。

２ 競技スポーツの振興

❶ 競技力の向上【スポーツ・文化振興課／障がい福祉課】

◦競技力の向上を図るため、各種スポーツ大会を実施するとともに、市民の関心を高めるための

取り組みを行います。

◦スポーツ協会などを通じて、競技団体への支援に努めます。

◦オリンピックに新しく採用されたスポーツについても、普及・啓発に努めます。

◦障がい者スポーツの振興に努めます。

❷ スポーツ施設の利活用【スポーツ・文化振興課】

◦既存のスポーツ施設を活かしたスポーツの推進、競技力の向上に取り組みます。

❸ 国スポ・障スポへの取り組み【スポーツ・文化振興課／障がい福祉課】

◦大会の成功に向けて、本市の役割に基づいて、計画的な準備に取り組みます。

◦大会の実施にあたり、競技団体などへの支援に努めます。

◦市民のスポーツに対する関心を高め、大会参加への機運醸成に努めます。

◦円滑な大会実施のため、既存の競技施設の整備に取り組みます。

▶スポーツ推進計画関連する計画

くりちゃんファミリーマラソン
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政策３　福祉・健康の安心を築く

施策 3 地域福祉の推進

■めざす姿

◦人と人のつながりが深まり、地域での様々な福祉的課題を我が事として受け止め、ともに生き、

ともに支え合い、ともに助け合うことにより、地域が共生できるまちになっています。

■課　題

◦地域は、高齢者や障がいのある人、子どもなど世代や背景の異なるすべての人々の生活の本拠

ですが、市民の意識や生活行動が多様化しており、地域福祉を支える地域コミュニティも変容し

ています。

◦特に本市においては、山間部からまちに至る生活環境、近年も微増が続く人口増加に伴う定住

人口の多様な居住歴等により、活動圏域における地域の特性も複雑化・多様化しています。全

市共通の画一的な取り組みは困難になっており、地域の個性と実情に応じた対応が求められてい

ます。

◦地域福祉を推進するためには、顔の見える地域の関係づくりが不可欠です。

■基本方針

◦地域を基盤とした触れ合いや交流活動を通じて人と人とのつながりを育み、誰もが尊重され、そ

の人らしい生活を実現できる社会を構築します。

■各主体の役割

【市民や団体に期待される役割】

◦地域課題の話し合いができる場づくり

◦声かけやあいさつ、見守りなどの日常

的交流

◦地域行事やボランティア活動などに積

極的参加

【事業者等に期待される役割】

◦福祉サービスや医療等を供給する主体

としての住民の多様なニーズへの対応

◦地域社会との積極的な交流

【行政の役割】

◦市民が主体的に地域活動に参加できるよう、多様な参加機会

や情報の提供

◦地域福祉活動や地域づくり、まちづくりへの参画の仕組みづくり

◦協働・連携体制づくり

◦関係者とのネットワークの構築に向けた環境整備

地域福祉の推進
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■基本事業

１ 暮らしを支える豊かな地域づくり

❶ 地域のつながりの強化【社会福祉課】

◦人と人とのつながり、お互いが支え合える関係を育むことにより、その人らしい生活が実現できる

地域づくりを進めます。

❷ 福祉と人権のまちづくりの推進【ひだまりの家】

◦生活上の課題解決に向けた地域福祉の推進や様々な人権課題を解決する取り組みを推進します。

❸ 地域福祉活動への参加の促進【社会福祉課／自治振興課／長寿福祉課】

◦市民の福祉に対する意欲や気持ちを行動に活かせる環境整備や仕組みづくりに取り組みます。

❹ 安心して暮らせる地域環境づくり【交通政策課／障がい福祉課】

◦誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、「バリアフリー基本計画」に基づく整備地区のバ

リアフリー化をはじめ、物理的な障壁だけでなく制度や慣行などすべてのものを含む社会的障壁

のないユニバーサルデザインのまちづくりを進めます。

２ 誰もが安心して暮らせるネットワークづくり

❶ 地域で支え合う仕組みづくり【社会福祉課】

◦関係する住民団体などが連携し、それぞれがつながり、顔の見える関係を築き、地域で支え合うネッ

トワークづくりに取り組みます。

❷ 専門機関の機能強化【社会福祉課／長寿福祉課】

◦住民主体の地域福祉活動をサポートするとともに、情報提供や支援者と支援が必要な人との結び

付けを通じて、人と機能の両面から必要な人に支援が届く体制づくりに努めます。

❸ 災害時の助け合い活動の促進【社会福祉課】

◦高齢者や障がいのある人をはじめ、あらゆる人が災害時に安心して避難できるように、災害時避

難行動要支援者登録制度など、地域でともに助け合う仕組みづくりに取り組みます。

❹ 生活において困難さを感じている人への支援【社会福祉課／障がい福祉課】

◦生活困窮者やひきこもりなどの現状を把握し、関係機関による支援に結び付ける取り組みを推進

します。

❺ 自殺予防の取り組み【障がい福祉課】

◦保健、医療、福祉、教育、労働、その他の関連分野の連携により、「生きることの包括的な支援」

として全市的な自殺対策に取り組みます。

３ 地域福祉を支える人づくり

❶ 住民意識の啓発【社会福祉課】

◦地域課題に取り組むために必要な研修や教育を充実させ、地域課題に取り組む人を育成します。

❷ 福祉の心を育む教育の推進【学校教育課】

◦高齢者等の困りごと等を手助けできるよう、家庭や地域、学校などで学習する機会を拡充します。

❸ 福祉人材の育成【長寿福祉課／社会福祉課】

◦認知症サポーターをはじめ、多様な地域課題に応じたボランティアや担い手の育成に取り組みます。

▶地域福祉計画 ▶高齢者福祉計画・介護保険事業計画

▶障がい者基本計画、障がい福祉計画（障がい児福祉計画含む）

▶バリアフリー基本構想 ▶自殺対策計画

関連する計画
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政策３　福祉・健康の安心を築く

施策 4 高齢者福祉の推進

■めざす姿

◦地域共生社会を見据えた地域包括ケアシステムの深化・推進により、高齢期になっても尊厳を保

ち、その人らしい生活が継続し、互いに助け合い、健康でいきいきと安心して暮らせるまちになっ

ています。

■課　題

◦日本においては、団塊の世代が75歳以上となる令和7（2025）年には高齢化がさらに進展するこ

とが見込まれています。本市においては、高い出生率等を背景に、老年人口比率は県平均に比

べ低くなっていますが、今後は全国と同様に拡大することが予想されます。また、市全体の総数

に対し大きな比率ではありませんが、すでに高齢単身世帯数の伸びが大きくなっています。元気

な高齢者の就労・社会参加を促進するための「健康寿命」の延伸や医療や介護サービスなどに関

する課題への対応が求められています。

■基本方針

◦地域社会全体で、栗東らしい超高齢社会を築き上げることが重要であり、ともに支え合い助け合

う共生の社会を築いていきます。

◦日常生活圏域（中学校区）ごとの総合相談・生活支援体制の充実を図り、地域包括ケアシステム

の深化・推進を図ります。

◦高齢者が健康で、地域活動の担い手として活躍できるよう、その環境整備に取り組みます。

◦保険者としての機能強化や自立支援・重度化防止に関する取り組みを推進します。

■各主体の役割

【市民や団体に期待される役割】

◦社会参加や馴染みの人との暮らし

の継続

◦医療や介護の現状を理解し、でき

る限り自立した生活の確保

【事業者等に期待される役割】

◦社会参加や馴染みの人との暮らし

の継続に向けた支援の提供

◦専門職などよる正しい情報の伝達

と市民が自立できる支援の提供

【行政の役割】

◦市民が安心して住み続けることを考える場や社会参加が

できる場づくりの支援

◦医療や介護についての情報を正しく伝える仕組みづくり

◦利用者の自立を支援する事業者などへの助言や指導

◦介護人材の確保・定着促進の方策についての検討

高齢者福祉の推進
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■基本事業

１ 地域包括ケアシステムの推進

❶ 地域包括支援センターの機能強化【長寿福祉課】

◦相談体制の充実や各主体の連携により、地域包括支援センターの質を高め、機能強化を図ります。

❷ 在宅医療と介護の連携【長寿福祉課】

◦在宅療養生活や看取りに関する意識を高めるなど在宅医療・介護サービスに関する住民の理解

を促進します。

◦相談体制の強化を図り、切れ目のない在宅医療・在宅介護の提供を行います。

❸ 共生のまちづくりの推進【長寿福祉課】

◦人と人のつながりを深め、ともに生き、支え合い、助け合う意識の醸成と環境づくりを推進します。

２ 介護予防・健康づくりと生きがいのある暮らしの実現

❶ 高齢者の社会参加促進による介護予防の推進【長寿福祉課】

◦社会参加活動を通じて、高齢者の健康や生きがいづくりの実践による介護予防を推進します。

❷ 高齢者の能力活用【商工観光労政課／長寿福祉課】

◦高齢者が自己の能力を活かした就業の機会が得られ、また、社会参加による生きがいづくりにつ

ながるようシルバー人材センターの支援を行います。

◦就労などの社会参加や、暮らしの中で自らの役割を担い続けることができるよう支援します。

❸ 健康・生きがいづくりの推進【長寿福祉課】

◦高齢者自らの健康や生きがいづくりへの継続的な取り組みを支援します。

３ 認知症施策の推進

❶ 認知症になっても安心して暮らせる地域づくり【長寿福祉課】

◦地域の事業者や住民の活動と連携しながら、認知症高齢者を見守り、ともに生きる「共生」の地

域をつくります。

◦専門職が相談に応じる体制づくりを推進し、重症化予防と認知症高齢者の理解の促進を図ります。

❷ 認知症「予防」の推進【長寿福祉課】

◦運動を推奨し、生活習慣病予防を推進するとともに、社会参加しやすい環境をつくります。

❸ 高齢者の尊厳の保持【長寿福祉課】

◦高齢者の人権や個性が尊重されるよう、虐待防止に取り組み、権利擁護、成年後見に関する制

度の利用を促進します。

４ 介護サービス及び介護予防・生活支援サービスの充実

❶ 介護等サービスの充実【長寿福祉課】

◦サービス供給量の確保など、サービスの基盤整備に努めるとともに、適切なケアマネジメントに

より、高齢者の自立を促す生活支援の充実を図ります。

❷ 介護等サービスの質の向上【長寿福祉課】

◦介護サービス事業所への指導や助言を充実するとともに、ケアマネジャーや介護にかかわる人へ

の支援や資質向上などに取り組みます。

❸ 介護人材の確保【長寿福祉課】

◦潜在有資格者の掘り起こしなど介護人材の確保に努めるとともに、介護職員の定着促進に取り組

みます。

▶高齢者福祉計画・介護保険事業計画関連する計画
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政策３　福祉・健康の安心を築く

施策 5 障がい者福祉の推進

■めざす姿

◦障がいの有無にかかわらず、個性を尊重し合い、みんながともに支え合うことができる地域社会

における共生が実現しています。

■課　題

◦近年、これまで見過ごされてきた職場や学校における理解が進み、また障がいの対象範囲が広

がったことから、支援のあり方が多岐にわたっています。また、高齢化の進展に伴い、障がいの

ある人、そしてその家族など、支援を必要とする人の高齢化も進んでいます。

◦障がいや難病については、まだまだ偏見等が見受けられます。

■基本方針

◦障がいに対する市民理解と意識啓発を図ります。

◦障がいのある人が、安心・安全に自ら望む形で地域生活を送ることができるよう、関係機関が連

携し、相談支援の充実を図り、適切な自立支援給付に努めます。また、関係市とともに、重症心

身障がい者通所施設の整備・運営に広域で取り組みます。

◦障がいのある人が地域とつながり、社会参加がしやすい各種事業を実施するとともに、一般就労

を希望する障がいのある人への相談支援体制の充実を図ります。

■各主体の役割

【市民や団体に期待される役割】

◦地域での障がい理解への取り組み

◦障がい児者・障がい者団体の社

会参加の促進に向けた活動及び

障がい理解の啓発

【事業者等に期待される役割】

◦障がい児者支援施設による障が

い福祉サービスの提供

◦相談支援体制の充実

◦合理的配慮の実施

◦各関係機関の連携

【行政の役割】

◦適切な自立支援等給付、地域生活支援事業の決定

◦相談支援体制の充実

◦障がい児者団体の育成、支援

◦障がい理解の啓発、促進

◦社会参加のための各種事業の実施

障がい者福祉の推進
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■基本事業

１ 障がい理解のための啓発の推進

❶ 啓発の推進【障がい福祉課】

◦広報紙、ホームページなどに障がい福祉制度や障がい児者支援施設の紹介などを掲載し、障が

いに対する市民理解の深度化を図ります。

❷ 交流の促進【障がい福祉課】

◦障がい者スポーツやレクリエーションスポーツ、障がい児者支援施設の事業を通じて、障がいに

対する理解を促進するとともに、障がいの有無に関係のない交流を促進します。

２ 地域生活の基盤づくりの促進

❶ 自立支援の実施【障がい福祉課】

◦居宅介護、生活介護、短期入所、共同生活援助（グループホーム）など、地域で必要なサービス

が受けられるよう、障がいのある人の自立した生活を支援します。

❷ 相談支援、成年後見制度利用支援の実施【障がい福祉課】

◦障がいのある人や家族のニーズを引き出し、情報提供や権利擁護のための援助を行います。

❸ 重症心身障がい者通所施設の整備・運営【障がい福祉課】

◦医療的ケアを必要とする重度障がい者に通所サービスを提供するため、重症心身障がい者通所

施設の整備、運営を関係市と広域で取り組みます。

３ 社会参加の促進と就労支援の促進

❶ 手話の啓発、コミュニケーション支援の実施【障がい福祉課】

◦手話の普及啓発を図るとともに、手話通訳・要約筆記者の派遣、手話講座の開催を通じたボラ

ンティアの育成などのコミュニケーション活動を支援します。

❷ 移動支援の実施【障がい福祉課】

◦外出に支援が必要な人に対して、外出の介助など移動支援事業による社会参加を支援します。

❸ 農福連携の推進【障がい福祉課／農林課】

◦障がい者支援施設及び農業関係者を通じて、農福連携による障がい者の農業への参加を推進し

ます。

❹ 就労相談等支援の実施【障がい福祉課／商工観光労政課】

◦障害者働き・暮らし応援センターへの支援による相談支援体制の充実や自立支援給付（就労継続

支援、就労移行支援）を通じて、障がいのある人の就労を支援します。

▶障がい者基本計画　　▶障がい福祉計画（障がい児福祉計画を含む）関連する計画
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政策３　福祉・健康の安心を築く

施策 6 保険・年金制度の適正な運営

■めざす姿

◦保険・年金等の社会保険制度が適切に運営され、必要とする人が給付や支援を受けられること

により、市民が暮らしに安心を感じられるまちになっています。

■課　題

◦少子高齢化や雇用状況の変化等により、社会情勢が厳しくなる中、保険・年金等の社会保険制

度が担う役割が大きくなります。そのため、制度が適切に運営されることが課題となります。

◦国民健康保険事業については、平成27（2015）年に成立した「持続可能な医療保険制度を構築す

るための国民健康保険等の一部を改正する法律」により、平成30（2018）年度から都道府県が国

保財政運営の責任主体として運営に加わりました。今後も持続可能な制度づくりと、制度に対す

る市民の理解を得ていくことが重要です。

■基本方針

◦今後も持続可能な国民健康保険事業の制度づくりを国等に求めるとともに、制度について市民の

理解を得るための啓発に取り組んでいきます。

◦本市が運営に関与する制度については、将来にわたり安定して維持できるよう、関係機関との連

絡を密にして、適正な運用を図ります。

■各主体の役割

【市民や団体に期待される役割】

◦制度を正しく理解し、保険料等を

負担することで必要な支援の適正

な受給

【事業者等に期待される役割】

◦行政と連携し、制度の適正な運用

を実施

【行政の役割】

◦制度の安定的な財源確保と適正な実施

保険・年金制度の

適正な運営
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■基本事業

１ 国民健康保険制度の適正な運営

❶ 県と連携した国民健康保険制度の円滑な運営【保険年金課】

◦共同で保険者となった県との役割分担に基づき、国民健康保険制度の安定的な運営を行います。

❷ 国民健康保険制度の理解促進【保険年金課】

◦広報紙やホームページ、保険証発送時のパンフレットなどにより、被保険者に対して周知啓発を

図ります。

❸ 適正な事務・医療費の適正化【保険年金課】

◦被保険者の適正な資格管理と医療費の適正化を図ります。

２ 後期高齢者医療制度の円滑な運営

❶ 後期高齢者医療制度の理解促進【保険年金課】

◦広報紙、ホームページ、保険証発送時のパンフレットの同封などにより、被保険者に対して制度

の周知、理解を図ります。

❷ 保険料の確保【保険年金課】

◦後期高齢者医療制度の安定した運営のため、保険料収入の確保を実施します。

❸ 広域連合との連携による適切な事務【保険年金課】

◦法に基づいた、市が担当する事務（申請受付・保険証交付・伝達等）を適切に行います。

３ 福祉医療費助成の実施

❶ 福祉医療費の支援【保険年金課】

◦社会的、経済的に弱い立場にある子どもや障がいのある人、ひとり親家庭等を対象に、医療費

の一部もしくは全部を助成します。

❷ 持続可能な医療費助成制度の運営【保険年金課】

◦福祉施策全般及び医療制度との整合性を図りつつ、持続可能な制度運営を行います。

４ 国民年金制度の適正な運営

❶ 年金制度の理解促進【保険年金課】

◦年金制度について、理解を進めるための周知、啓発に取り組むことにより、加入等の促進を図り

年金受給権の確保に努めます。

❷ 適正な事務の推進【保険年金課】

◦国民年金の加入や免除、年金給付請求に対する適正な受付事務を推進します。
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■めざす姿

◦同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の解決に向けた取り組みにより、差別を許さない風土

が醸成され、一人ひとりが互いの人権を尊重し合い、差別や偏見のない住みよいまちになってい

ます。

◦核兵器の廃絶と人類の恒久平和の実現を目指す取り組みに市民が高い関心を持っています。

■課　題

◦同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の解決を市政の大きな柱として位置付け、人権・同和

教育及び啓発を総合的かつ計画的に推進してきたことにより、市民の理解は深まりつつあります。

しかし、性別、居住地、国籍、障がいの有無等による差別、ＤＶ、子ども・高齢者・障がいの

ある人への虐待、性的指向・性自認を理由とする偏見、インターネット上の人権侵害など従来の

仕組みでは対応が困難な課題が発生しています。

◦近年、「障害者差別解消法」「ヘイトスピーチ解消法」さらには「部落差別解消推進法」など、差

別解消を目的とする法制度の整備が進んでおり、法律趣旨の正しい理解の促進や法律の趣旨に

基づく取り組みを推進していくことが重要です。

■基本方針

◦差別の現状に学び、人権に対する正しい理解と認識が深まるよう教育・啓発の取り組みや、関係

機関との連携強化を推進します。

◦市民、人権関係機関・団体、企業等が一体となり、地域における相談・救済の支援と人権啓発

を推進します。

◦福祉と人権のまちづくりの発信拠点となる市民に開かれたセンターとして、地域総合センター活

動の充実を図ります。

◦平和な社会を後世に継承していくため、市民が戦争の恐ろしさや悲惨さを痛感するとともに、戦

争の惨禍を風化させないよう、平和の尊さについて考える機会をつくります。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 1 人権・平和の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦人権・同和教育啓発事業への参画

◦地域ぐるみの平和活動の推進

【行政の役割】

◦人権相談・擁護にかかる体制整備と施策の推進

◦人権と平和をテーマにした学習会や啓発イベントの開催

◦人権・平和に関する図書の展示

◦平和祈念戦没者追悼式の開催

◦社会科歴史学習や修学旅行などによる平和学習の実施

【事業者等に期待される役割】

◦公正な採用選考の確立

◦事業所内における研修の実施

◦事業者として平和事業に参加・協力

人権・平和の推進
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■基本事業

１ 人権を基本とする施策の推進

❶ 人権問題の解決に向けた施策の推進【人権政策課】

◦「人権擁護計画」に基づく各種課題解決に向けた取り組みの推進と充実を図ります。

❷ 地域総合センター活動の充実【ひだまりの家】

◦福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点として、地域住民の生活支援と自立促進に向けた各種

相談への対応や、自主活動学級など教育事業や地域福祉活動の展開、人権課題の解決のための

各種事業を推進します。

２ 人権・同和教育と啓発の推進

❶ 市民・事業所への人権・同和教育と啓発の推進【人権政策課／人権教育課／商工観光労政課】

◦「じんけんセミナー」「人権尊重と部落解放をめざす市民のつどい」などを通して、市民や事業者

への人権・同和教育を推進します。

◦地区別懇談会の実施とモデル自治会の設定により、人権尊重の風土の醸成と研修の充実を図ります。

◦人権･同和教育推進協議会の取り組みにより、地域ぐるみで差別のない心の通い合った住みよい

まちづくりを推進します。

◦企業内における公正な採用選考と人権・同和教育の推進のため、訪問啓発を行います。

◦企業・事業所の主体的な取り組みの促進や事業所相互間等の連携を深めるため、事業所人権教

育推進協議会の活動を推進します。

❷ 就学前・学校教育における人権・同和教育の推進【幼児課／学校教育課】

◦就学前・学校教育において、差別をなくし、豊かにつながる力を育成する学習を推進します。

❸ 市職員等への研修の推進【人権教育課／総務課】

◦人権啓発のリーダーとしての人材を育成するため、市職員や学校・園職員、事業所採用担当者

などに対する人権啓発リーダー講座の実施に取り組みます。

◦人権教育研究大会における学校･園・保護者･地域・事業所・行政の人権･同和教育の実践交流

により、人権意識の高揚を図ります。

３ 人権擁護の推進

❶ 人権相談・擁護体制の充実【人権政策課】

◦県・法務局・人権擁護委員会・人権擁護推進協議会等との連携により、人権に関する相談や人

権擁護に関する情報提供体制を強化するとともに、人権侵害事象に対する助言・救済の充実を

図ります。

４ 平和教育・啓発の推進

❶  平和教育・啓発の推進

【総務課／社会福祉課／学校教育課／生涯学習課／スポーツ・文化振興課／図書館】

◦学習会やイベントなど、各種啓発事業を推進します。

▶人権擁護計画 ▶地域福祉計画

▶同和地区福祉保健計画 ▶人権・同和教育基本方針

▶人権・同和教育推進5か年計画 ▶就労支援計画

関連する計画
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■めざす姿

◦性別にかかわりなく、すべての人が様々な場で活動・活躍し、自己実現できる社会が実現してい

ます。

■課　題

◦平成27（2015）年8月に「女性活躍推進法」が施行されるなど、男女共同参画に関する意識は徐々

に高まりつつあります。しかし本市では、女性の労働力率が子育て等を理由に低下するという現象

（M字カーブ現象）は変わらず、固定的性別役割分担意識も残っている状況です。

■基本方針

◦さらなる意識の醸成に向け、男女共同参画の視点に立った保育・教育、学習の充実を図ります。

◦女性活躍を推進するとともに、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発に取り組みます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 2 男女共同参画の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦学習機会への積極的な参画と、家

庭・職場・地域における男女共同

参画の実践

【行政の役割】

◦男女共同参画にかかる学習機会や情報提供

◦市民や事業者等への働きかけ

◦男女共同参画を支える環境整備

【事業者等に期待される役割】

◦ワーク・ライフ・バランスを実現す

る多様な働き方への取り組み

男女共同参画の推進
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■基本事業

１ 男女の人権尊重と意識づくり

❶ 男女共同参画の視点に立った保育、教育、学習の推進【幼児課／学校教育課／自治振興課】

◦家庭、学校・園、地域社会などあらゆる場面において教育、学習の充実に取り組みます。また、

性の尊重についての教育を推進するとともに、広報紙等を通じた周知・啓発に努めます。

❷ あらゆる暴力の根絶【自治振興課／子育て応援課／商工観光労政課】

◦DV被害やセクシャルハラスメントをはじめとする各種ハラスメントの防止に向けた啓発とともに、

被害者の保護・避難に向けた相談機関との連携強化や相談体制の充実を図ります。

◦女性の人権を尊重した市の情報発信と、各種メディアからの情報を見極める能力の向上に努めます。

２ 男女の職業と家庭・地域生活との両立支援

❶ 働く権利の保障と働く場における男女共同参画の推進【自治振興課／商工観光労政課】

◦性別にとらわれず、本人の選択が尊重されるよう若年層へのキャリア教育を推進します。

◦女性の就労支援や働きやすい職場環境づくりを促進し、あらゆる職域における女性活躍を推進し

ます。

❷ 家庭・地域における男女共同参画の推進【自治振興課】

◦地域における活動や学習機会の充実を図ります。

◦子ども時代から、男女共同参画の視点を持った地域の担い手づくりの育成に努めます。

❸ ワーク・ライフ・バランスの実現【自治振興課／商工観光労政課】

◦育児・介護休業制度をはじめとした様々な支援制度やサービスの普及に努めます。

◦ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、働き方改革の効果や労働関連法令に関する情報を発信

し、多様な働き方を可能とする環境づくりを進めます。

３ あらゆる分野での女性活躍機会の推進

❶ 政策・方針決定過程への女性の参画促進【自治振興課】

◦事業所や団体、自治会等に対し、方針決定過程への女性の参画を働きかけるとともに、審議会

委員等への女性の参画促進を促します。

❷ 女性の活躍機会の充実【自治振興課】

◦地域・社会活動をはじめ、社会のあらゆる分野において、女性が活躍する機会や活躍しやすい

環境・条件づくりを推進します。

▶まちづくり女（ひと）と男（ひと）の共同参画プラン関連する計画

パープルリボンキャンペーン
（女性に対する暴力をなくす運動）
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■めざす姿

◦一人ひとりが防犯意識を持ち、協力して地域の防犯力を高め、安全・安心のまちを実現しています。

◦すべての消費者が安全に安心して暮らせる消費者市民社会が実現しています。

■課　題

◦全国的に見ると、振り込め詐欺などの広域・複雑化した犯罪や情報技術を利用した新たな犯罪な

どへの危惧が高まっています。住みよい環境を維持・向上していくためには、市民一人ひとりの

防犯意識を高め、犯罪が起きない環境づくりと、各家庭や地域において、犯罪を許さない、犯

罪機会をなくす地域コミュニティを形成していくことが必要です。

◦消費者を取り巻く環境においては、ワンクリック請求、架空・不当請求、個人情報の流出、通信

販売や個人間取引におけるトラブルなど、インターネットの利用に伴うトラブルが増加しています。

また、「劇場型勧誘」や「送り付け商法」をはじめとする高齢者・若者を狙い撃ちにした悪質商法

や多重債務の問題も依然として残っています。

■基本方針

◦自主防犯活動団体や関係機関と連携し、防犯情報の提供や啓発及び防犯環境の整備を推進する

とともに、地域防犯活動の促進を図ります。

◦関係機関と連携しながら、身の回りに氾濫する情報や複雑・多様化する流通手段に対し、的確に

対応できる自立した消費者を育成します。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 3 防犯・消費者保護の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦自主防犯活動団体結成、活性化

◦地域安全運動の推進

◦防犯意識の高揚

◦消費生活に関する自主学習、学

習会への参加

【行政の役割】

◦犯罪防止に関する啓発活動

◦地域安全を目的とする環境の整備

◦防犯情報の発信

◦関係機関との連携による消費生活情報の提供と助言

【事業者等に期待される役割】

◦地域安全運動の推進

◦防犯啓発や地域防犯活動への参加

◦消費者ニーズに合った、安全・安

心な製品やサービスの生産・供給

防犯・消費者保護の

推進
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■基本事業

１ 防犯体制の充実

❶ 警察・行政・地域の連携強化【危機管理課】

◦草津栗東防犯自治会の活性化と地域・警察・行政の連携による防犯意識の啓発や地域防犯活動

の促進を図ります。

❷ 暴力団追放運動の展開【危機管理課】

◦「暴力団排除条例」の趣旨に則り、市民・地域が一体となって、暴力団追放運動を推進します。

２ 防犯意識の高揚及び自主防犯活動団体の育成

❶ 防犯意識の高揚及び自主防犯活動団体の育成・活性化【危機管理課／自治振興課】

◦地域での自主防犯活動が積極的に展開されるよう、各自治会等における自主防犯活動団体の結

成を促進します。

◦出前トークなどの開催を通じた活動団体の育成・活性化、防犯意識の高揚を図ります。

◦トラブルの回避が困難な高齢者や障がいのある人、子どもなどが犯罪の被害に遭わないよう、地

域での見守り・支援の体制をつくります。

❷ 地域安全活動の展開【生涯学習課／自治振興課】

◦「こども110番の家」運動や自治会でのあいさつ・声かけ運動、子どもの見守りなど地域安全活動

の展開を支援します。

３ 防犯環境の整備

❶ 犯罪抑止のまちづくり【危機管理課】

◦防犯灯の適正な配置、防犯カメラの設置など、犯罪の起こらない地域環境づくりを推進します。

❷ 防犯情報の発信【危機管理課】

◦一人ひとりの防犯意識の啓発やより効果的な防犯活動のため、防犯情報メールやホームページ

により、不審者情報などの防犯情報を発信します。

４ 消費者の育成と支援

❶ 消費者保護と自立支援【自治振興課】

◦国・県や庁内関係部署など関係機関との連携による消費生活相談を推進します。

◦安全な商品やサービスを確保するため、事業者に対する適正啓発を推進します。

❷ 消費者教育の推進【自治振興課】

◦出前講座や研修会を通じて安全で豊かな消費生活を維持するための知識や情報を提供し、高齢

者や若者をはじめとする消費者への意識啓発と消費者団体の育成を支援します。

▶防犯のまちづくり計画関連する計画
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■めざす姿

◦一人ひとりの交通安全意識を高め、正しい交通ルールと交通マナーの実践を習慣付けるとともに、

基本的な交通環境を形成し、道路交通の安全と円滑性を確保することにより、限りなく交通事故

がないまちになっています。

■課　題

◦市民の交通安全意識向上のため、さらなる交通安全教育の推進が必要です。特に、今後の増加

が懸念される高齢者がかかわる交通事故に対する重点的な取り組みが重要です。

◦通学路や生活道路など道路の利用動向や、交通事故の発生状況など、道路の特性に応じた効果

的・効率的な交通安全施設の整備が求められています。

◦ＪＲ栗東駅やＪＲ手原駅周辺では放置自転車の問題が解消されておらず、迷惑駐輪解消に向け

た取り組みの強化が必要です。

◦近距離利便性の高い移動手段として、また環境や健康面で役立つ仕組みとして、自転車を交通シ

ステムの一つに位置付けた、安全な利用環境を確保していくことが必要です。

■基本方針

◦幼児から高齢者、また障がいのある人・外国人など、市民一人ひとりに広く交通安全思想の普及

を徹底します。

◦歩行者や自転車などの交通弱者、特に高齢者及び子どもが事故を起こさない、事故に遭わない、

安心して外出・移動ができる交通環境の改善・整備を進めます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 4 交通安全の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦交通ルールの遵守

◦交通安全啓発活動の実施

【行政の役割】

◦交通安全啓発の推進

◦交通安全施設の整備

【事業者等に期待される役割】

◦交通ルールの遵守

◦社員等への交通安全教育の実施

交通安全の推進
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■基本事業

１ 交通安全思想の普及

❶ 交通安全意識の啓発【交通政策課】

◦警察や交通安全各種団体と協力し、幼児から高齢者まで幅広い年齢層に対し、交通安全教育を

行い、また、社会状況に即応した交通安全意識の向上を目指した啓発に努めます。

❷ 交通安全関係団体の支援【交通政策課】

◦交通安全を推進する団体が主体的に実施する啓発活動を支援します。

２ 交通環境の改善

❶ 交通安全施設の整備【交通政策課】

◦事故多発地点など、交通危険箇所への道路反射鏡や路面表示等の交通安全施設の整備を推進し

ます。

❷ 交通規制の整備【交通政策課】

◦関係機関に対し、通学路や交通を円滑にする必要がある箇所への交通規制の整備を働きかけます。

❸ 通学路等の交通安全確保【交通政策課／幼児課／教育総務課／学校教育課】

◦通学路等について、学校などの関係団体と連携しながら、安全な経路になるように努めます。

◦通学路等の交通安全の確保のため、スクールゾーンなどの路面表示や交通安全施設の整備を推

進し、必要な交通規制の整備を働きかけます。

３ 迷惑駐輪の解消

❶ 放置自転車対策【交通政策課】

◦地域や警察などと連携して放置自転車の削減を図ります。

❷ 駐輪場の確保【交通政策課】

◦民間事業者などの協力を得ながら、駅前駐輪場の適正管理を行います。

４ 自転車の交通安全環境の改善

❶ 自転車の安全利用啓発【交通政策課】

◦警察などの関係機関と連携して、安全な自転車利用の啓発に努めます。

❷ 自転車の安全な交通確保【交通政策課】

◦自転車が安全に通行できる空間確保のため、自転車交通ネットワークの構築に努めます。

▶交通安全計画関連する計画

交通安全啓発
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■めざす姿

◦国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化の違いを認め合い、地域社会の構成員として対等

な関係を築きながら、共に暮らすことができる多文化共生のまちになっています。

■課　題

◦日本においては人口減少時代を迎え、入国管理制度を改正するなど、不足する労働力を外国人

材に求める現状にあり、今後、人の国際移動がさらに活発化することが想定されます。

◦生活者としての外国籍市民にかかわる課題に向き合い、外国籍市民が地域社会の構成員として

共に暮らしていけるまちを築く必要があります。

◦本市はアメリカ合衆国ミシガン州バーミングハム市と昭和51（1976）年に姉妹都市協定を、中華

人民共和国湖南省衡陽市と平成4（1992）年に友好都市協定を結んで以来、友好親善使節団の相

互派遣など友好交流を推進してきましたが、今後の両市との交流においては、より市民同士の交

流へと進化させていくことが必要です。

■基本方針

◦国籍や民族などの異なる人々が、ともに理解・協力し合えるよう、住みよい地域環境及び交流の

場づくりを進めます。

◦姉妹都市・友好都市と互いに良い影響を与え合う交流を推進します。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 5 多文化共生の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦相互理解のための交流や相互の

情報提供

◦外国籍市民が日本で生活する上

での協力

【行政の役割】

◦多言語ややさしい日本語による情報提供など外国籍市

民が生活しやすい環境の整備

【事業者等に期待される役割】

◦外国籍就労者の就業環境改善に向け

た取り組み

◦生活者としての外国籍市民への対応

多文化共生の推進
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■基本事業

１ 多文化共生社会づくり

❶ 多言語などによる生活関連情報の提供と相談体制の整備【自治振興課】

◦外国語通訳による生活相談窓口の開設やICTの活用による行政文書の翻訳など、多言語による生

活に必要な情報の提供を推進します。

◦やさしい日本語の普及に努め、在住外国人が安心して暮らせる共生のまちづくりを進めます。

❷ 栗東国際交流協会の活動支援【自治振興課】

◦日本語習得を目指す在住外国人のための日本語教室の開催により、言語だけでなく、互いの文

化を理解する機会を提供するなどの、在住外国人が暮らしやすい地域社会活動を支援します。

◦国際交流協会が主催するイベントや語学講座の開催を支援することにより、多文化交流や多文化

理解を促進します。

❸ 外国にルーツを持つ子どもに対する支援【学校教育課／自治振興課】

◦外国にルーツを持つ子どもに、それぞれのルーツを大切にしながら、より良い学校生活を送れる

よう、日本語指導などの学習支援を行います。

２ 国際交流の推進

❶ 姉妹都市・友好都市との交流事業【自治振興課】

◦姉妹都市・友好都市との交流において市民が主体となった交流事業を進め、これからの国際化

社会を担う国際感覚豊かな人材を育てます。

世界と出会う交流広場
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■めざす姿

◦自治会や地域振興協議会などの地域コミュニティが充実し、市民が自分たちのまちのことを考え、

自ら行動できる、住民自治のまちが実現しています。

■課　題

◦近年、ライフスタイルの多様化や、地域によって過疎化や都市化が進むなど、地域の一員として

の意識や住民同士のつながりが希薄になりつつあります。地域の主体的な取り組みへの意識啓発

や環境づくりを継承するとともに、次代の担い手を育成していくことが必要です。

■基本方針

◦市民一人ひとりが地域のことを考え、自ら行動できる住民自治のまちの実現に向け、地域コミュ

ニティの重要な担い手である自治会や地域振興協議会の活発な活動を支援します。

◦地域まちづくり活動の拠点施設である地域コミュニティセンターの効率的な運営を支援します。

◦地域コミュニティ活動の拠点となる自治ハウスの設置・改修を支援します。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 6 地域コミュニティの充実

【市民や団体に期待される役割】

◦自ら考えて課題解決に取り組む主

体的な地域活動の実施

◦公益活動への参画、参加

【行政の役割】

◦地域の主体的活動への支援、市民への地域コミュニ

ティ参加意識の啓発

【事業者等に期待される役割】

◦企業市民としての地域活動への参

画・参加

◦公益活動への参画、参加、市民活

動団体への理解・支援

地域コミュニティの

充実
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■基本事業

１ 地域コミュニティ組織の育成・支援

❶ 地域活動への参加促進【自治振興課】

◦市民の主体的なまちづくりの活性化と地域活動の新たな担い手の確保・育成に向け、地域活動

への市民の参加を促進します。

❷ 地域コミュニティ推進事業の支援【自治振興課】

◦今後想定される地域課題の解決に向けて地域みんなで考え、取り組む地域共生がさらに浸透する

よう、各自治会や地域振興協議会、自治連合会の主体的な活動を支援します。

◦少子高齢化による自治会活動への影響を考慮し、支援について検討します。

❸ 地域コミュニティ（地域活動）人材の育成【自治振興課】

◦地域コミュニティの運営に必要な学習機会を提供し、地域活動のリーダー育成を図ります。

◦学区地域振興協議会や地域コミュニティセンターでの市民活動の中で、地域の担い手を発掘します。

◦地域コミュニティセンターを中心に多様化する地域課題に対応できるよう、ボランティアセンター

をはじめとする様々な団体との連携を進め、課題解決を図るとともに、人材の育成を促します。

❹ 地域コミュニティ推進体制の整備【自治振興課】

◦地域コミュニティを活性化するため、まちづくり活動に関する情報提供や相談等を行う体制の整

備を図ります。

２ 活動拠点の支援

❶ 自治ハウス設置・改修に対する支援【自治振興課】

◦地域コミュニティ活動の拠点として、自治ハウスの設置や改修などを支援します。

❷ 地域コミュニティセンター管理運営の支援【自治振興課】

◦市民による地域コミュニティづくりの拠点として効果的に活用されるよう、地域コミュニティセン

ターの管理運営を支援します。

▶市民参画と協働によるまちづくり推進条例行動計画関連する計画
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■めざす姿

◦市民一人ひとりが生涯を通じて主体的に「いつでも、どこでも、だれでも、いつまでも」自由に学

び、学んだことを活かせる「人と地域がともに輝く生涯学習のまち」が実現しています。

■課　題

◦個人のニーズが多様化し、画一的な取り組みには限界がある中、人生100年時代を迎え、生涯学

習は自分自身の人生を豊かにすることに加え、学んだことを活かした経済的自立（起業・就業等）

や社会貢献（地域活動等）につながるキャリア教育への展開が求められています。

◦様々な媒体を通じて、情報が満ち溢れている中で、誰もが自らの欲する情報を選択できる状況が

生まれていますが、情報化のさらなる発展に伴い、生涯学習施策においても、情報発信のあり

方や学習機会の提供方法について、大きな転換が求められています。

◦急激な情報化社会により、市民の資料要求のあり方も大きな転換期を迎えています。図書館は市

民のライフスタイルに合わせた資料提供に取り組む必要があります。

◦子どもたちが本と親しむ機会を増やしていくには学校、園など関連施設との連携強化、ならびに

家庭での読書支援に取り組む必要があります。

■基本方針

◦あらゆる機会を捉えて、ニーズの把握に努め、参加したくなるような講座や本市の生涯学習施設

に来訪したくなるような学習施設づくりを目指します。

◦生涯学習に関する情報発信を行い、多くの市民に届けるよう努めます。

◦子ども読書活動の推進に取り組みます。

◦図書館をはじめとする生涯学習関連施設においては、個人及び団体の成長や課題解決に役立つ

情報を提供するとともに、各々の目的に応じた学習機会の充実や市民人材の育成に取り組みます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 7 生涯学習の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦生涯学習活動への参加・実践

◦地域活動、まちづくり活動への参

加・実践

◦読書が困難な人への読書支援活

動への参加

◦子どもの読書推進活動への参加

【行政の役割】

◦生涯学習に関する情報提供、情報発信　　　　◦生涯学習活動団体・活動者への支援

◦資料の収集と提供　　　　　　　　　　　　　◦読書が困難な人への読書支援

◦子どもの読書活動の推進

【事業者等に期待される役割】

◦生涯学習活動への参加・実践

◦従業員への啓発

◦地域活動、まちづくり活動への協力

生涯学習の推進
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■基本事業

１ 生涯学習の支援と充実

❶ 生涯学習推進体制の拡充【生涯学習課】

◦生涯学習活動団体・人材バンクを充実し、情報の共有と有効活用を図ります。

◦社会教育委員・社会教育指導員の設置により、生涯学習の推進を図ります。

◦生涯学習に関する基本的な情報を発信します。

❷ 生涯学習事業の展開【生涯学習課】

◦地域コミュニティセンター等におけるはつらつ教養大学、生涯学習講座など、地域の特性や要望

に対応したきめ細かな社会教育事業等を推進します。

❸ 自主的な生涯学習の支援【図書館】

◦「図書館基本的運営方針」に基づき、市民の知る権利を保障するための資料を充実するとともに、

貸出を中心とした資料提供、情報発信を行います。

２ 生涯学習関連施設の利用促進

❶ 図書館サービスの充実【図書館／生涯学習課】

◦市民ニーズに合わせた資料収集、提供により、暮らしに役立つ図書館サービスを行います。

◦郷土の歴史や行政資料の収集・保存・提供を通じて、地域情報を発信します。

◦関連機関と連携し、「子ども読書活動推進計画」の具現化を図るとともに、家庭における子ども読

書活動を推進します。

◦専門知識を有する司書職員を育成し、市民の課題解決に取り組みます。

❷ 自然観察の森を拠点とした環境学習の推進【生涯学習課】

◦観察会や四季を通じたイベントなど、環境学習の充実を図ります。

◦子どもを対象として養成講座を開催し、自然観察や環境学習の指導員・リーダーの育成を推進し

ます。

❸ 自然体験学習センターを拠点とした自然学習の推進【生涯学習課】

◦豊かな自然の中で集団活動と宿泊研修を通じて、豊かな心を持ち、明るく元気な児童･生徒を育

成します。

◦生涯学習の振興を図るため、センターの管理運営を推進します。

❹ 歴史民俗博物館を拠点とした地域の歴史学習の普及【スポーツ・文化振興課】

◦市民活動団体との連携による地域の歴史・文化財の普及・啓発を推進します。

❺ 生涯学習関連施設の維持管理の推進【生涯学習課／スポーツ・文化振興課／図書館】

◦老朽化等に対応し、生涯学習関連施設の安全・安心で適正な維持管理を図ります。

▶教育振興基本計画　　▶子ども読書活動推進計画

▶図書館基本的運営方針
関連する計画
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【行政の役割】

◦市民・団体活動への支援を充実させる体制づくり

◦文化活動の普及・啓発

◦文化財を保護し、指定に向けての取り組み

■めざす姿

◦文化施設の充実や、歴史的な文化財の保護・継承を通じて、市民による主体的な文化・芸術活

動が実践できる、文化的に心豊かで、歴史や伝統文化が息づくまちになっています。

■課　題

◦市民の文化・芸術活動への参加は漸増する傾向にありますが、さらなる促進のため、市民や市

民団体が親しみを持って参加できる文化・芸術の参加や体験活動の場づくりが必要です。

◦本市は多くの指定文化財を有していますが、「文化財保護法」が改正されたことで、未指定文化

財についても新たな取り組みが求められています。

■基本方針

◦市民の文化・芸術活動への参加を通して、文化・芸術活動に従事する人材を育成し、文化・芸

術を創造できる環境づくりに取り組みます。

◦地域や市民との連携を強め、新たな史・資料の調査を行い、歴史文化資源の公開と普及啓発や

情報発信に努めます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 8 文化・芸術の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦文化活動による公的事業等への

参加、協力

◦地域ぐるみの文化活動の充実

文化・芸術の推進

【事業者等に期待される役割】

◦市民に対する文化事業の提供及び市民

活動の場を提供・支援

◦文化活動に関する公的事業等への参画、

協力

◦文化活動施設の適切な運用・管理

◦文化財の調査・研究成果の普及・啓発

前
期
基
本
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画
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■基本事業

１ 文化・芸術活動の振興

❶ 市民参加の芸術活動の推進【スポーツ・文化振興課】

◦芸術文化会館「さきら」の改修・改善するとともに、指定管理者と連携して文化振興を推進します。

❷ 各種団体の活動促進【スポーツ・文化振興課】

◦芸術文化会館「さきら」の持つ芸術・文化の発信拠点という特徴を活かし、利用者の文化活動の

支援と活動の場の提供を推進します。

◦文化・芸術団体などの育成と活動の充実を図るため、市民活動団体等と連携し、文化・芸術の

振興に努めます。

２ 文化財の保護・保全・活用

❶ 地域に根ざした文化財の掘り起し・公開【スポーツ・文化振興課】

◦埋蔵文化財の発掘調査を実施します。

◦有形・無形・埋蔵文化財の調査・研究を促進します。

❷ 有形・無形文化財の保存・継承【スポーツ・文化振興課】

◦有形・無形文化財の保存・継承に協力していきます。

◦歴史民俗博物館・出土文化財センターや、指定文化財を中心とする文化財施設の適切な維持に

努めます。

◦未指定文化財の調査・把握により、その散逸等を防止し、地域の歴史と文化の継承に努めます。

❸ 文化財の活用【スポーツ・文化振興課】

◦市民や地元団体、伝統文化活動団体などとの協働により、文化財の活用や普及、情報発信に努

めます。

◦歴史民俗博物館等において、文化財に関する調査・研究成果の公開を促進します。

◦国や県との連携を強め、文化財指定等による文化財価値の向上に取り組みます。

▶文化振興計画関連する計画

椿山古墳（安養寺）

前期基本計画　政策4 暮らしの安心を支える 91



■めざす姿

◦災害から市民の生命と財産を守るため、ハード、ソフトの両面から整備を行い、災害の発生の防

止と被害の抑制を図った、災害に強いまちになっています。

■課　題

◦本市においては、危機管理センターの整備や「業務継続計画（BCP）」の策定が進み、緊急時にお

ける業務継続の体制が整ってきました。災害に強いまちづくりには、地域と行政、関係機関が一

体となって市民の生命と財産を守るための、防災、減災に取り組む必要があります。

◦近年のゲリラ豪雨や長期化する大雨、大型化する台風災害などの異常気象や都市化に伴う大規

模災害、地震、感染症など、多様な社会的危機や市民の危惧に対応していくことが必要です。

■基本方針

◦自助、共助、公助の考えを基本とした、行政、市民、関係機関などがそれぞれの役割を認識、

意識を醸成した、防災、減災活動を推進します。

◦多様な社会的危機・災害に対する被害の予防、抑制対策、防災基盤の整備、関係機関との連携

や体制づくりに取り組みます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 9 防災の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦公的事業への協力、連携

◦自主防災活動の活性化

◦防災意識の高揚

◦道路等用地の協力

【事業者等に期待される役割】

◦公的事業への協力、連携

◦自衛組織の活性化

◦社会や地域への貢献

◦開発区域内における雨水排水施

設の整備

【行政の役割】

◦基盤整備の実施

◦地域、事業者等、関係機関とのネットワークづくり及

び連携強化

◦各種法規制・開発指導要綱等に基づく指導による適

正・良質な開発・建築の誘導

防災の推進

前
期
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■基本事業

１ 防災意識の高揚、自主防災組織の育成

❶ 防災意識の高揚【危機管理課／社会福祉課】

◦出前トークをはじめとする講演会の開催、総合防災マップの活用、防災訓練など、防災意識を高

める啓発活動を推進します。

◦災害時避難行動要支援者登録制度などにより、地域でともに助け合う仕組みづくりを推進します。

❷ 自主防災・自衛消防の育成【危機管理課】

◦自主防災・自衛消防組織や防災士を育成し、地域での連絡体制や初動体制を強化します。

２ 地域消防力の強化

❶ 常備消防体制の充実【危機管理課】

◦組合構成市との連携により、湖南広域行政組合の常備消防の体制・資機材を充実します。

❷ 非常備消防体制の充実【危機管理課】

◦消防団員の確保や資機材の充実、消火技術の向上など、消防団の消防力の向上を図ります。

３ 防災基盤の整備

❶ 防火水槽・消火栓の設置、維持管理【危機管理課】

◦消防水利の不足する地域において、計画的に消火栓や耐震性貯水槽を設置します。

◦防火水槽・消火栓の定期点検・更新など維持管理に努めます。

❷ 消防施設等の整備【危機管理課】

◦防災用備蓄食糧や資機材の備蓄及び備蓄施設の整備を図ります。

❸ 防災施設の適切な維持管理及び確保【危機管理課】

◦適切な場所と収容人員が確保できる避難場所の整備・確保を図ります。

◦防災無線など防災施設について、適切な維持管理・運用に努めます。

４ 災害危機管理体制の充実

❶ 事業所等との協力体制の整備【危機管理課】

◦事業所等との応援協定の締結や協力体制の整備により、災害時応急復旧体制の充実を図ります。

◦近隣及び遠隔都市との緊急時相互支援協定など、広域的な消防・防災体制の充実を図ります。

❷ 災害や大規模事故等の危機事態への対応【危機管理課】

◦大規模災害や事故時に危機管理センターを拠点として、迅速かつ的確に対応する体制を整備します。

５ 強靱な都市基盤の整備

❶ 水害対策・治水対策の強化【国・県事業対策課／上下水道課／土木管理課／住宅課／農林課】

◦金勝川、葉山川の平地化及び中ノ井川河川整備事業の促進により、治水対策の強化を図ります。

◦放流先である一級河川や流域幹線の整備に合わせ、雨水幹線を整備し、浸水被害の軽減を図ります。

◦調整池の適切な維持管理とともに、開発に伴う事業者への洪水調整池設置等の指導に努めます。

◦特定農業用ため池（防災重点ため池）の維持管理を推進します。

❷ 急傾斜地崩壊対策の強化【土木管理課】

◦急傾斜地崩壊防止施設等の設置や啓発により、土砂崩れ・降雨による災害の抑制に努めます。

❸ 木造住宅等耐震改修の促進【住宅課】

◦昭和56（1981）年以前に建築され、一定の要件を満たす木造住宅の耐震改修を促進します。

◦危険なブロック塀等について、撤去を促進します。

▶耐震改修促進計画 ▶地域防災計画

▶道路整備プログラム ▶国民保護計画

▶橋梁長寿命化修繕計画 ▶新型インフルエンザ等対策行動計画

▶業務継続計画 ▶国土強靭化地域計画

関連する計画
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■めざす姿

◦「環境基本条例」の理念が具現化され、地球環境問題解決に関する取り組みが進み、市民・事業者・

行政がそれぞれの役割を認識し、協働・連携して、ごみの発生抑制と再資源化の取り組みにより、

持続可能な循環型社会が形成されています。

■課　題

◦地球温暖化防止への対策は、国際的な取り組みが進んでおり、本市においても、温室効果ガス

の削減や循環型社会の構築、環境行動の普及促進など、市民・事業者・行政それぞれが自らの

問題として、一体となり、総合的な環境対策を進めていく必要があります。

◦産業廃棄物最終処分場については、二次対策工事が計画どおり令和3（2021）年3月に工事完了し

た後、モニタリング調査や跡地利用について、検討・協議を重ねていく必要があります。

◦市民の理解と市民・行政の連携のもと、ごみの分別や資源化、発生抑制に積極的に取り組んで

きた本市では、市民一人当たりのごみ排出量は比較的少なく抑えられており、これまでの取り組

みをさらに発展させていくことが必要です。

◦新環境センター整備に向けての取り組みを進めていく必要があります。

■基本方針

◦「環境基本計画」「行動計画」の推進を図り、地球温暖化防止に向け、低炭素社会の実現を目指

した取り組みの普及・啓発を図ります。

◦製造、流通、消費などあらゆる面において、住民・事業者・行政がそれぞれの役割を認識し、

ごみの発生抑制や分別を推進し、ごみ処理量の削減を図ります。

◦可能な限りごみ焼却量を削減し、再資源化を図るとともに、処理方法の選択により、経済的、環

境的に効果の高い方法を選出し、環境センターの適正な管理運営を推進します。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 10 循環型社会の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦日常生活における資源やエネル

ギーを大量に消費するライフスタ

イルの見直し

◦家庭や職場における省資源や省

エネルギーの継続的な実践

【行政の役割】

◦「環境基本計画」に定める施策における関係部署との連携

◦市民・事業者等からの環境に関する取り組みについての情

報の集約・共有・提供

◦ISO14001に基づく環境センターの運用

【事業者等に期待される役割】

◦事業活動が環境に及ぼす影響を

十分認識した環境負荷の抑制

◦省エネルギーなど環境と調和した

行動

循環型社会の推進
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■基本事業

１ 「環境基本計画」「行動計画」の推進

❶ 「環境基本計画」「行動計画」の推進【環境政策課】

◦「環境基本条例」に基づき策定した「環境基本計画」「行動計画」の普及啓発と適宜の見直しを行

い、環境学習などを通じた環境意識の醸成に取り組むとともに、市民・事業者・行政のそれぞ

れの主体的な取り組みを促進します。

２ 生活環境の保全

❶ 公害防止対策【環境政策課】

◦事業所、工場等への立ち入り調査・指導など、公害の未然防止を推進します。

◦河川水質や大気、騒音など、市内の環境状況等を調査・測定し、調査結果の公表を行うとともに、

環境基準の目標指標の達成に努めます。

◦産業廃棄物最終処分場問題について、周辺自治会・県・市と情報を共有し、計画に基づく対策

工事の確実な推進と、跡地利用への地元住民の意見の反映及び速やかな活用を要望します。

❷ 公衆衛生の保全【環境政策課】

◦火葬場の共同整備に向けて、関係市との協議を進めます。

◦墓地公園の適正な維持管理を推進します。

◦自治会や事業者の自主的な保全活動を支援します。

◦狂犬病予防注射の恒久的な接種を促進し、発症防止に努めます。

３ 資源循環とごみの適正処理の推進

❶ ごみの発生抑制と資源化・減量化及び環境美化の推進【環境政策課／環境センター】

◦広報紙・ホームページへの掲載や出前講座などにより、広く市民に啓発します。

◦ごみの発生抑制やリサイクルに取り組む市民団体の活動を支援します。

◦生活環境保全推進会議等を通じて市民の意見を広く取り入れ、市民・事業者・行政の連携によ

るごみの分別、発生抑制及び環境美化の啓発・取り組みを推進します。

◦事業系一般廃棄物について、事業者への啓発普及を推進します。

◦「（仮称）食品ロス削減推進計画」を策定します。

❷ ごみの適正処理【環境政策課／環境センター】

◦一般廃棄物の分別収集の徹底を促進し、資源ごみの再利用や焼却、最終処分等の適正処理を推

進します。

◦市民環境団体等との連携により、資源ごみの再利用や適切な処理を推進します。

❸ ごみ処理施設の適正維持【環境センター】

◦ごみ処理施設を適正に管理運営するとともに、施設の整備を検討します。

▶環境基本計画 ▶（仮称）食品ロス削減推進計画

▶一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 ▶分別収集計画
関連する計画
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■めざす姿

◦豊かな緑が目に触れ、憩いや遊びの場となる公園が身近にある、緑にあふれた街並みになって

います。

■課　題

◦本市が都市形成において目指す風格のあるまちづくりを実現していく上で、緑が担う役割は大き

いことから、公園・緑地の充実を図ることが必要です。

◦公園の管理については、遊具等を含む公園施設の老朽化に伴う安全確保の面からの更新が必要

なことや、ライフスタイルの多様化による市民ニーズの変化に対応した公園施設の見直し、日常

管理を行う自治会住民の高齢化等に伴い、新たな担い手の確保や運営管理の手法の検討が必要

です。

■基本方針

◦市街地や住宅地における花と緑の環境づくりを推進するため、「緑の基本計画」や「百年先のあな

たに手渡す景観計画」に基づいて市民主体による花と緑のまちづくりへの取り組みを促進します。

◦開発指導要綱等における緑地条件にも適合させながら、維持管理に配慮した緑地確保を推進し

ます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 11 公園・緑地の整備

【市民や団体に期待される役割】

◦地域活動、まちづくり活動の実践、

行動

◦戸建て住宅における「いけがき設

置奨励補助金」等の活用による積

極的な敷地内緑化の推進

【行政の役割】

◦市民主体による花と緑のまちづくりへの取り組みの促進

◦市街地や住宅地における花と緑の環境づくりの推進

◦各種法規制・開発指導要綱等に基づく指導による適正・

良質な開発・建築の誘導

【事業者等に期待される役割】

◦地域活動、まちづくり活動の実践、

行動

◦開発指導要綱の規定に基づく緑

地または緑化用地の確保

◦ 開 発 区 域 の 積 極 的 な 緑 化 など、

地域住民が自然を享受できるよう

考慮したまちづくり

公園・緑地の整備
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■基本事業

１ 公園の整備・管理の推進

❶ 親しみのある公園の整備【都市計画課】

◦安全に利用できる公園づくりを推進するため、公園・広場の整備や遊具の修繕など、自治会が

実施する公園整備を支援します。

◦本市の特色を活かしながら、人々の多様な交流や日常的な憩いを楽しめ、各種防災活動機能拠

点としても利用できる公園の整備を推進します。

❷ 公園の適正な維持管理【都市計画課】

◦公園として必要な機能を確保するとともに、安全に利用できるよう適切な維持管理や、団体・民

間事業者等と連携した新たな担い手の確保や運営管理の手法を検討します。

２ 緑化の推進

❶ 緑化意識の啓発、緑化活動の支援【都市計画課】

◦イベント・学習会などを通じて市民の緑化意識の啓発を図るとともに、市民による主体的な緑化

活動を支援します。

❷ 緑地協定の推進【都市計画課】

◦土地所有者等の合意に基づく緑地の保全や緑化に関する協定の締結を促進し、良好な環境づく

りを推進します。

❸ 新たな開発に伴う緑化の推進【住宅課／都市計画課】

◦開発指導要綱・景観形成基準に基づく事業者への指導により、宅地緑化を推進します。

▶緑の基本計画　　▶百年先のあなたに手渡す景観計画

▶都市計画マスタープラン

関連する計画

栗東第3児童公園（安養寺）
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■めざす姿

◦市民の主体的な取り組みにより、コンパクトプラスネットワークを基本としつつ次代につなぐ快適

な都市基盤や風格のある都市景観が整ったまちになっています。

◦地域文化に深い理解を持ち、地域主体で歴史文化資源を活用し、歴史や文化財を次世代に守り

伝えるまちになっています。

■課　題

◦本市に対する住宅需要は依然として継続していることから、適切な規制・誘導等によって、良好

な住環境・宅地を維持・確保することが必要です。

◦住生活を取り巻く社会環境は空き家問題をはじめとして新たな段階を迎え、高齢化への対応など

公営住宅に求められる役割も変化しています。

◦地域文化の継承・発展は地域市民の活動によるものが大きいことから、地域主導で進められる

景観づくりや行祭事は一層の振興が必要です。

■基本方針

◦良好な住環境を維持・向上していくため、地域の利便性や快適性の向上を図るとともに、都市

計画区域の区域区分や「農業振興地域整備計画」などによって適正な制限のもとに地域特性を活

かした計画的な土地利用を図ります。

◦本市に対する住宅ニーズを踏まえつつ、社会情勢や土地利用状況と照らし合わせ、地域特性を

踏まえた土地利用の規制・誘導を図りながら、宅地の利用増進と公共施設の整備による健全な

市街地の形成を誘導します。

◦少子高齢化や世帯規模の縮小など、新たな住宅ニーズに沿った「住生活基本計画」の見直しや公

営住宅の管理・運営を行います。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 12 住環境・都市景観の形成

【市民や団体に期待される役割】

◦景観形成意識の向上

◦地域活動、まちづくり活動の実践、

行動

【行政の役割】

◦適正な土地利用の推進

◦新たな住宅ニーズに対応した良質な住環境の整備

◦各種法規制・開発指導要綱等に基づく指導による適

正・良質な開発・建築の誘導

◦市民の主体的活動の支援・促進

【事業者等に期待される役割】

◦安全で健康かつ快適な生活環境を確保で

きる宅地等の適正配置、公共施設等の整

備と近隣景観の形成

◦事業区域における「景観形成ガイドライ

ン」に基づいた個性ある美しく住みよい

まちづくりへの協力

◦地域活動やまちづくり活動の実践・行動

◦景観形成意識の向上
住環境・都市景観の

形成
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■基本事業

１ 適正な土地利用の推進

❶ 開発指導・開発許可の実施【住宅課】

◦「都市計画法」「開発指導要綱」等に基づく指導により、適正・良質な開発誘導を図ります。

❷ 栗東駅周辺まちづくりの推進【元気創造政策課】

◦栗東駅東口公共用地の活用を含む栗東駅周辺のまちづくりについて、「栗東駅周辺まちづくり基

本方針」の具現化方策を検討します。

２ 良質な住宅・宅地の維持・向上

❶ 地区の特性に応じた質的向上【都市計画課】

◦地区計画制度を活用し、市民の主体的な取り組みを基本とした地区の特性にふさわしいまちづく

りを推進します。

❷ 市営住宅の維持管理の充実【住宅課】

◦「公営住宅等長寿命化計画」に基づく適正な維持・修繕と管理運営により、安全で快適な住宅供

給を図ります。

◦市内全般の住宅ストックを考慮し、公営住宅の管理戸数の適正化等を図ります。

３ 都市景観の形成及び市民意識の高揚

❶ 風格ある都市景観の形成【都市計画課】

◦「景観条例」に基づき、風格づくり会談申出や「景観法」の届出等により、都市景観の形成を図ります。

◦「屋外広告物等条例」に基づき規制や誘導を行い、良好な屋外広告物景観の形成を図ります。

❷ 市民の景観意識の啓発と活動の支援【都市計画課】

◦「堂 り々っとう景観記念日」等において、景観に対する意識啓発を図ります。

◦景観啓発と市民活動の支援により、歴史街道の魅力と市民の景観形成意識の向上を図ります。

▶都市計画マスタープラン ▶道路整備プログラム

▶百年先のあなたに手渡す景観計画 ▶農業振興地域整備計画

▶住生活基本計画 ▶公営住宅等長寿命化計画

▶栗東駅周辺まちづくり基本方針

関連する計画

堂々りっとう景観記念日ポスター
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■めざす姿

◦市民や団体等の関係者による空き家対策の主体的な取り組みが進み、快適で潤いのある住環境・

生活環境が形成されています。

■課　題

◦本市における住宅総数は年々増加を続けていますが、平成30（2018）年住宅・土地統計調査に

よると空き家率は9.0％となっています。しかし、今後の少子化・高齢化による人口減少の深刻化

により、空き家は確実に増加することが懸念されます。

■基本方針

◦空き家の増加を未然に防止することで、安全で安心な生活環境の保全を図ります。

◦地域資源として空き家の活用を促進するため、地域特性に応じた適正かつ戦略的な対策を推進

します。

◦各主体が相互に連携を図り、協力して取り組むように努めます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 13 空き家対策の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦空き家の活用への協力と、空き家

の発生予防

◦地域団体による空き家の状況及

び所有者等に関する情報の把握、

適正管理に向けた助言及び相談

◦地域課題に応じた空き家の活用

【行政の役割】

◦空き家対策に向けた多様な主体の参加及び協力の促進

◦適正管理に向けた助言・指導等

【事業者等に期待される役割】

◦空き家を地域資源として捉えた、

地域特性及び課題に応じた空き

家の活用、並びに流通

空き家対策の推進
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■基本事業

１ 空き家化の予防・実態把握

❶ 空き家の実態把握【住宅課】

◦自治会など地域と連携した定期的な現況調査を実施します。

❷ 空き家化の予防と啓発【住宅課】

◦空き家対策に向けた相談体制を構築します。

◦空き家問題や空き家化の予防に向けた講座や相談会等を実施します。

２ 空き家の適正管理

❶ 空家情報等システムによる情報共有【住宅課】

◦空家情報等システムを構築し、適正な情報更新、情報共有を図ります。

❷ 空き家の適正管理に向けた体制づくり【住宅課】

◦空き家所有者に向け適正管理を啓発します。

３ 空き家の利活用

❶ 「りっとう空き家バンク」による移住・定住促進【住宅課】

◦「りっとう空き家バンク」を活用した移住・定住を促進します。

❷ 空き家モデル事業を通じた連携づくり【住宅課】

◦空き家等利活用モデル事業を通じて、空き家対策における関連事業者・NPO等との連携を促進

します。

４ 管理不全空家の解消

❶ 特定空家等の認定、措置【住宅課】

◦「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく特定空家等の認定や措置を図ります。

▶空家等対策計画関連する計画

りっとう空き家バンクのホームページ
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■めざす姿

◦市民生活において必要不可欠なライフラインである上下水道を市民が安心して利用でき、また次

世代に継承することができるよう持続可能な上下水道事業が実現しています。

■課　題

◦水道は、市民の生活と産業活動を支える大切なライフラインであり、安全な水道水の供給は市民

に対する重要な責務です。安全で安心できる水道を実現するためには、水源から蛇口までの水

質管理をきめ細かく行うことが大切です。

◦自然災害時においても、被害を最小限に抑える災害に強い施設の整備と、早期に復旧できる体

制の確立が重要です。

◦下水道については、面整備が計画的に進んできました。今後は、供用開始区域における老朽管

の維持修繕が必要です。

■基本方針

◦水道においては「安全」で「安心」できるおいしい水道水の供給にこだわり、水質検査及び精度管

理の充実に努めます。また、水源水質の保全、水質向上の強化に努めます。

◦災害に備えて水道施設の耐震化を計画的に実施し、施設の強靭化を図ります。

◦下水道施設の計画的な維持修繕に努めます。また、財源確保の取り組みを進め、健全な経営状

況を持続させるとともに、経営基盤の強化を図ります。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 14 ライフライン（上下水道）の整備

【市民や団体に期待される役割】

◦上下水道の適正利用

【行政の役割】

◦包括業務委託事業者による創意工夫やノウハウの活用

【事業者等に期待される役割】

◦上下水道の適正利用

ライフライン

（上下水道）の整備
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■基本事業

１ 安全で安心できる水道の構築

❶ 水質管理の充実と水質管理体制の強化【上下水道課】

◦老朽管の更新や水道施設の適正な維持管理により、清浄な水質の維持に努めるとともに、適切

な水質管理に向けた体制の強化を図ります。

２ 強靭な水道の構築

❶ 水源地施設の耐震化の推進【上下水道課】

◦水源地施設の耐震化は、経過年数や施設の重要度などを考慮し、優先順位を設定し計画的な実

施に努めます。

３ 公共下水道維持管理の充実

❶ 下水道整備の推進【上下水道課】

◦公共下水道事業による未普及地の整備を進め、公共用水域の保全と生活環境の向上を図ります。

❷ 老朽管の維持修繕【上下水道課】

◦リスク評価に基づき優先順位を付け効率的な管路調査を行い、破損箇所の修繕に努めます。

４ 持続可能な上下水道の構築

❶ 経営の効率化【上下水道課】

◦持続可能な上下水道事業の実現のため、効率性を意識しながら、経営戦略に基づき、計画的な

更新・修繕に努め、経営基盤の強化を図ります。

▶水道事業ビジョン　　▶水道事業経営戦略

▶公共下水道事業経営戦略

関連する計画

出庭水源地（出庭）
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■めざす姿

◦道路の整備や交流拠点機能の強化など利便性の高い公共交通ネットワークの整備を通じて、広域

交流、近隣地域交流が進み、高齢化や災害等の緊急時にも対応できる、安心なまちになっています。

■課　題

◦人口や物流の増加で、県南部地域においては国道1号、8号をはじめとする主要幹線が慢性的に

交通量の多い状態にあり、加えて、災害発生時に道路交通網の脆弱性が見受けられます。

◦今後、道路や橋りょうの老朽化が進んでいくことから、厳しい財政状況のもと、さらに効果的・

計画的な維持管理・更新に取り組む必要があります。

◦高齢化の進展や人口の偏在、交流人口確保に向けた取り組みに対応するため、バス利便性の向

上や公共交通空白地域の解消など、公共交通の充実を図る必要があります。

◦大津湖南地区のさらなる発展に向け、JR琵琶湖線の複々線化及び栗東駅への新快速の停車、JR

草津線の複線化など、鉄道網・サービスの充実が期待されます。

■基本方針

◦安全、経済、環境、利便性など多様な側面から幹線道路整備の早期実現、市内各地域を連絡す

る道路整備を行うとともに、道路施設の被害抑制など災害時にも強い道路網を構築します。

◦バス交通体系の見直しや効率的な運行など、バス交通の充実を図ります。

◦市民へのJR利用の促進や交流人口の拡充に取り組み、関係機関への鉄道網・サービス充実の働

きかけを継続します。

◦技術革新の進む新たな交通システムの活用も含め、過度な自動車依存から脱却した安全で便利・

効率的な交通マネジメント・交通ネットワークのあり方について研究を進めます。

■各主体の役割

政策４　暮らしの安心を支える

施策 15 道路・交通の整備

【市民や団体に期待される役割】

◦道路等用地の協力

◦バスや鉄道の積極的な利用

【行政の役割】

◦「道路整備プログラム」の定期的な見直し

◦基盤整備の実施

◦狭あいな生活道路の拡幅にかかる啓発

◦公共交通機関の充実や基盤整備の実現に向けた関係

機関への働きかけ

◦コミュニティバス運行の改善

【事業者等に期待される役割】

◦道路等用地の協力

◦バスや鉄道の積極的な利用

道路・交通の整備
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■基本事業

１ 道路網等の整備・維持

❶ 計画的な道路網の形成【都市計画課】

◦「道路整備プログラム」を定期的に見直し、都市計画道路など利便性の高い道路網の形成を推進

します。

❷ 幹線道路の整備【道路・河川課】

◦都市計画道路（出庭林線、青地新田坊袋線）等の道路整備を推進します。

❸ 市道・橋梁の長寿命化【土木管理課／道路・河川課】

◦道路施設（植樹帯、舗装、ガードレール等）の維持管理により、安全確保に努めます。

◦橋梁の修繕工事による長寿命化を行います。

❹ 道路等愛護活動の推進【土木管理課】

◦身近な道路等に対する市民・事業者等の愛護意識を高め、市民・事業者等主体による道路等の

美化活動を推進します。

❺ 狭あい道路の整備【土木管理課】

◦狭あいな生活道路の拡幅を推進し、地域の良好な居住環境の確保及び防災機能を強化します。

２ 広域・近隣とのつながりを促進する基盤整備

❶ 道路ネットワークの整備促進【国・県事業対策課／道路・河川課】

◦広域幹線道路や市内県道整備事業を促進し、地域間の連携・交流強化と慢性的な交通渋滞の解

消及び市街地内の通過交通の抑制を図ります。

◦都市計画道路等の道路整備を推進します。

３ 公共交通の充実

❶ バスネットワークの確保【交通政策課】

◦くりちゃんバスの効果的な運行の推進や民間バス交通の利便性向上の働きかけを行います。

❷ 鉄道アクセスの整備【交通政策課】

◦JR栗東駅への新快速停車やJR琵琶湖線の複々線化、JR草津線の複線化など、輸送力の増強を関

係機関に働きかけます。

４ 総合的な交通戦略の推進

❶ 総合的な交通マネジメントの研究【交通政策課／都市計画課】

◦公共交通機関や自転車の利用を含めた交通施策・交通手段の活用により、過度な自動車依存か

ら脱却する、総合的な交通マネジメント・交通ネットワークづくりに向けた研究に取り組みます。

▶道路整備プログラム　　▶橋梁長寿命化修繕計画

▶バス交通体系計画
関連する計画
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● 施策１ 市民参画と協働の推進 ………………… 108

● 施策２ 効率的・効果的な行財政運営 ………… 110

● 施策３ 行政サービスの品質向上 ……………… 112

● 施策４-1 シティセールスの推進 ………………… 114

● 施策４-2 馬を活かしたまちづくりの推進 ……… 116
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■めざす姿

◦市民活動が活発に行われ、様々な協働によるまちづくりが進んでいる元気で活力のあるまちになっ

ています。また、市民の声が届く優しいまちが実現しています。

■課　題

◦本市では「市民参画と協働によるまちづくり推進条例」に基づき、市民参画と協働によるまちづく

りを進めてきましたが、市民の暮らしや地域において多様化、複雑化する課題に対応するため、

市民とのさらに積極的な対話により課題を共有し、課題の解決に向けて市民と行政が協働するこ

とが必要です。

◦ボランティアや市民活動団体等は、すでにまちの様々な分野で活躍していますが、小規模な組織

が多いことから、組織運営や新たなボランティアの確保、情報発信など活動を継続していくため

の支援が必要です。

■基本方針

◦市民や各種団体の意見・提案などを受け止め、市民と行政が連携を取りながら、市民の思いや

願いに応え、共に歩むまちづくりを進めます。

◦地域の課題解決や魅力アップに取り組む活動への支援を行うとともに、行政をはじめ大学や企業

などとの連携による多様な主体によるまちづくりを推進し、市民の力を地域づくりに活かせる環境

をつくります。

■各主体の役割

政策５　行政の安心を営む

施策 １ 市民参画と協働の推進

【市民や団体に期待される役割】

◦公益活動への参画、参加

【事業者等に期待される役割】

◦公益活動への参画、参加、市民

活動団体への理解・支援

【行政の役割】

◦公益活動団体の育成・支援、情報の公開、市民参画

と協働を促す体制づくり

市民参画と協働の推進
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■基本事業

１ 協働によるまちづくりの推進

❶ 協働によるまちづくりの推進【自治振興課】

◦行政情報を分かりやすく発信するなど、市民と市が情報共有することで、協力し合える環境を構

築し、協働しやすい環境を醸成します。

❷ ボランティア・市民活動団体等の育成・支援【自治振興課／元気創造政策課】

◦ボランティア・市民活動団体等に対し、助成や広報などの活動支援を行います。また、担い手づ

くりに取り組むとともに、大学や企業など多様な主体との包括協定をもとに、域学連携やネットワー

クの構築に取り組みます。

❸ 市民活動の情報発信【秘書広報課】

◦まちづくりに貢献のあった市民・団体等の表彰を通じて、市民活動の情報発信及び市民への意

識啓発を図ります。

２ 市民参画の推進

❶ 広報紙・ホームページ・SNS等による情報発信の推進【秘書広報課】

◦市政情報や市民活動などを、広報紙やホームページ・SNS等の情報媒体を活用し情報発信に取

り組み、市民の参画を促します。

❷ 広聴活動の推進【秘書広報課】

◦市民によるまちづくりへの提案・意見を市政に反映させるため、パブリックコメントや市長への

手紙、市長のこんにちはトークやまちづくり座談会など、広聴活動に取り組みます。

▶市民参画と協働によるまちづくり推進条例行動計画関連する計画

栗東市市民参画と協働によるまちづくり推進条例行動計画
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■めざす姿

◦行財政改革として、すべての施策・事務事業について、選択と集中、再編、見直しを継続的に行

うことにより、財政の健全化と併せて市民にとって最適な行政サービスを提供するまちになってい

ます。

■課　題

◦厳しい財政運営に加え、今後も行政需要はますます増加することが予想されることから、弾力的

な財政運営が厳しい見通しです。

◦行政機関としては、効率的かつ効果的で、最適な行政サービスを提供する必要があります。

■基本方針

◦これまで同様、財政健全化に向けた取り組みを継続します。

◦施策や事務事業の継続的な見直し、機能的な組織体制整備や職員の資質向上とともに、関係市

との相互連携による事務の共同処理や広域連携をさらに進めます。

■各主体の役割

政策５　行政の安心を営む

施策 2 効率的・効果的な行財政運営

【市民や団体に期待される役割】

◦まちづくりへの参画

◦行政等の行う取り組みのチェック

【事業者等に期待される役割】

◦まちづくりへの参画

◦公共サービスのアウトソーシング

の引き受け

◦行政等の行う取り組みのチェック

【行政の役割】

◦効率的で効果的な行財政運営の推進

◦職員の資質向上

効率的・効果的な

行財政運営
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■基本事業

１ 健全な行財政運営の推進

❶ 行政経営ツールの有効活用【元気創造政策課／財政課】

◦総合計画、行政改革などの行政経営ツールを合理的・客観的な基準に基づき評価・検証すると

ともに、PDCAサイクルによって次年度予算編成への反映や財政構造のスリム化を図ります。

◦地方公会計を活用し、財務諸表を用いた実効性のある財政の健全化を図ります。

❷ 中長期財政見通しの算定【財政課】

◦各年度において、最新の経済情勢や財政状況を反映させた中長期財政見通しを算定します。

❸ 行財政改革の推進【元気創造政策課／財政課】

◦「行政改革大綱」に基づく改善・改革や「財政運営基本方針」の実行により、財政の健全化に努め

ます。

◦公共施設の運営や公的サービスの提供においては、PPPやPFIのシミュレーション研究など、常に

効率的な手法の導入を追求します。

❹ 市有財産の有効活用【財政課】

◦市有財産の適切な維持管理、施設改修及び遊休財産の処分など、市有財産の効果的な利用を図

ります。

◦「公共施設等総合管理計画」を基本に整備の優先順位を明確化し、公共施設等の計画的な更新・

長寿命化を推進し、施設の複合化や統廃合による施設総量の適正化を図ります。

❺ 職員の適正確保【総務課】

◦業務や意思決定が迅速に行える組織の構築を図り、事務事業に応じた最も効果的な職員数の確

保・適正化を実施します。

２ 職員の資質向上

❶ 職員提案制度の推進【元気創造政策課】

◦人材育成と職場風土の活性化の一環として、職員提案制度の活用を図ります。

❷ 職員研修の充実【総務課】

◦「人材育成基本方針」に基づき、継続的な職員研修の実施と自己啓発の支援等により、職員のス

キルアップと意識改革の向上を図り、広い視野と豊かな感性を持つ行政のプロとして、市民に信

頼される職員の育成を推進します。

❸ 人事評価の活用【総務課】

◦人事評価を通して職員一人ひとりの目標・課題を明確化し、仕事に対する意欲や能力の向上を促

進します。

❹ 働きやすい職場環境づくり【総務課】

◦ワーク・ライフ・バランスの実現や心身の健康カウンセリングの実施など、職員一人ひとりが意

欲とやりがいを持って、能力を発揮できる環境の整備を図ります。

３ 広域連携の推進

❶ 広域行政の推進【元気創造政策課】

◦近隣市等との広域行政により、共通課題の解決や公共サービスの最適な行政運営を推進します。

▶人材育成基本方針 ▶財政運営基本方針

▶行政改革大綱 ▶公共施設等総合管理計画
関連する計画
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■めざす姿

◦内部チェックを踏まえた、公正で適正な事務事業の実施、また、社会変化に伴う市民ニーズに対

応した事務事業の実施により、行政事務、行政サービスの品質が向上しています。

■課　題

◦地方分権改革の進展や個人情報への意識の高まり、社会保障・税番号（マイナンバー）制度の導

入など行政事務が煩雑・複雑化するとともに、市民ニーズが多様化するなど、必要とされる行政

サービスのあり方が変化し、その対応が必要となっています。

◦業務に精通した人材の確保が厳しさを増しており、職員一人ひとりの能力向上とともに、内部の

チェック体制の強化が必要となっています。

■基本方針

◦行政サービスの安定的な提供に必要不可欠なものであるという認識のもと、情報システムの導入・

運用にあたっては、機密性・完全性を十分考慮しながら安全性を重視し、経費削減や事務の標

準化を進める観点からクラウド化を推進します。

◦情報化社会の一層の進展により、膨大なデータを利活用することが行政サービスの提供や決定に

有効であることから、データに基づく政策立案・評価へ寄与するよう本市内外のデータの有効活

用を実施します。

◦内部チェック体制の強化により、業務の効率化や全庁的な事務処理の適正さの確保、AIなど最新

のIT技術の活用やリスクの排除・コントロールを推進し、より質の高い行政サービスを提供します。

■各主体の役割

施策 3 行政サービスの品質向上

政策５　行政の安心を営む

【市民や団体に期待される役割】

◦公開情報に基づくまちづくりや行

政の品質向上につながる提案や

主体的な活動

【事業者等に期待される役割】

◦公開情報に基づくまちづくりや行

政の品質向上につながる提案や

主体的な活動

【行政の役割】

◦個人情報の適切な取り扱いの確保

◦情報公開の適正な実施

◦制度に対する広報周知及び開示請求への適切な対応

行政サービスの

品質向上
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■基本事業

１ 効率的な総合窓口業務の実施

❶ 諸証明自動交付サービスの利用拡大【総合窓口課／税務課】

◦マイナンバーカードによるコンビニ交付など、諸証明交付のノンストップサービスを推進します。

❷ 総合窓口化の推進【総合窓口課】

◦住民異動に伴う手続き窓口の一元化によるワンストップサービスを推進します。

２ 情報戦略の推進

❶ 情報システムの調達・運用【総務課】

◦情報システムの調達・運用については、安全性と効率性を重視し、クラウド化を推進します。

◦AIなど最新のIT技術の活用推進により、行政サービスの品質維持もしくは向上、業務の効率化に

努めます。

❷ データの積極的な活用【総務課】

◦行政サービスの効果的な実施に寄与するため、本市内外のデータの有効活用を推進します。

３ 個人情報の保護と情報公開の適正実施

❶ 個人情報の適切な取り扱いの確保【総務課】

◦「個人情報保護条例」に基づく開示請求への適正取得など、個人情報の適切な取り扱いを実施し

ます。

❷ 情報公開の適正な実施【総務課】

◦「情報公開条例」に基づき、市が保有する情報の市民への適切な公開を実施します。

❸ 制度に対する広報周知及び開示請求への適切な対応【総務課】

◦制度に対する広報周知及び開示・公開請求に対し、適切な手続きを進めます。

４ 内部チェック体制の強化と適正な事務の実施

❶ 効率的な会計処理事務の実施適正な会計処理【会計課】

◦公金の迅速・適正な管理運用を継続的に推進します。

❷ 適正な監査事務の執行【監査委員事務局】

◦各種監査業務の適切な執行に努めます。

❸ 適正な入札・契約事務の実施【財政課】

◦総合評価方式の拡充や一般競争入札の拡大など、公正・公平な入札・契約事務の運用を推進し

ます。

❹ 適正な課税徴収事務の執行【税務課】

◦課税対象の的確な把握と賦課に努めます。

◦納付方法の多様化により、納税者の利便性の向上を図ります。

◦市税徴収と連携し、国民健康保険税等の的確な賦課と徴収を推進します。

５ 「議会基本条例」に基づく「市民によく見え、魅力ある議会」の実現

❶ 効率的、効果的な議会運営と活発な議会審議【議事課】

◦政務活動の充実を図り、政策立案能力の向上に努めます。

❷ 市民に開かれた議会運営【議事課】

◦議会内容を広報紙や議会報告会等で周知し、市民の議会への関心を高め、開かれた議会づくり

に努めます。
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■めざす姿

◦市民が自らの住むまちの魅力に愛着や誇りを持ち、市民一人ひとりが自信を持って大好きなまち

を紹介できる、または自慢できるセールスマンとなっています。

■課　題

◦これまで市民、市内企業や事業所、関係団体などが、まちの魅力を創造し、市内外に向けて情

報発信してきた活動の多くは、個別に行われてきたことから、今後は目的を共有し、「栗東市と言

えば～」という確たるまちのイメージ（個性や魅力）、市民と共通認識を持っているまちのイメージ

（個性や魅力）を皆でつくり上げ、まちが一体となって対外的に情報発信していくことが必要です。

■基本方針

◦まちの個性や魅力づくりに市民自らがかかわることで、自分のまちを愛し、郷土を思う心を育み、

栗東に生まれて良かった、育って良かった、暮らして良かったという思いを市民が共有できるよう

にします。

◦今ある魅力を大切にし、さらに磨き上げながら、新たな魅力を発掘、創造、活用していきます。

◦まちの魅力を市内外に発信し、認知度の向上とより良い都市イメージづくりを行います。

■各主体の役

施策 4-1 シティセールスの推進

【市民や団体に期待される役割】

◦魅力的な地域資源の発掘と情報

発信

◦地域活動やイベント等への参加

【事業者等に期待される役割】

◦既存の資源・魅力に磨きをかける

とともに、新たな資源・魅力の創出

◦地域活動やイベント等への参加と

支援

【行政の役割】

◦本市の魅力づくりに取り組む市民の活動を支援

◦本市の魅力を共有できる機会の確保

政策５　行政の安心を営む

シティセールスの推進

前
期
基
本
計
画

政
策
５ 

行
政
の
安
心
を
営
む
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■基本事業

１ 地域資源の活用

❶ 地域資源の魅力発信【秘書広報課】

◦魅力ある様々な地域資源を活かし、市内外へ個性ある市の魅力を伝えます。

２ 多様な機会やメディアの活用

❶ トップセールスの展開【企業立地推進課／秘書広報課】

◦トップセールスにより、企業などとの連携とまちのPRを行います。

❷ 本市にかかわる技能・技術者や著名人の活用【秘書広報課】

◦本市にゆかりのある技能者や名人、著名人を紹介・活用することで、本市の持つ多彩なイメージ

を発信します。

❸ 本市広報メディアの効果的な活用【秘書広報課】

◦行政情報がすべての人に適正に伝わるよう伝達手段の多様化に取り組みます。

◦誰にでも分かりやすいまちづくりの情報を伝えるため、市が発行する広報紙やホームページ、

SNS、報道機関への情報提供など様々な媒体による特性を活かし、情報の即時性や迅速性、双

方向性を高めるための情報発信の充実に取り組みます。

❹ イベント等の機会を活用した情報発信【秘書広報課／元気創造政策課】

◦様々なイベントの機会などを活用し、ふるさと納税を含め、市の効果的な情報発信を進めます。

▶シティセールス戦略関連する計画
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■めざす姿

◦まちに馬と触れ合える場所や馬を身近に感じられる雰囲気があり、「馬のまち」として発信される

魅力に人が訪れ、市民が「馬のまち」を自分たちの誇りや自慢として語れるまちとなっています。

課　題

◦本市には令和元（2019）年に開設50年を迎えた「日本中央競馬会栗東トレーニング・センター」が

立地し、その知名度は全国区ですが、市民や来訪者が馬と触れ合ったり、馬に関する情報を得

る機会や場所は限られています。このため、馬とのかかわりを求めて市外から訪れる人がいても、

期待に応えられないのが現状であり、市民の意識やまちの実情と、対外的なまちのイメージに大

きなギャップがあります。

◦馬は本市の最も重要な地域資源の一つであることから、まちの魅力を高め、ブランド力をより一

層強化していくため、「馬のまち」としての計画的・効果的なまちづくりを行うことが不可欠です。

■基本方針

◦これまで民間事業者や行政等の各分野で行われてきた「馬のまち」としての取り組みや事業を体

系的かつ戦略的に整理し、市民・事業者・行政共通の指針として明文化することで、「馬のまち」

としてのまちづくりを総合的・効果的に推進していきます。

◦地域資源として馬の活用の可能性を掘り下げ、公民協働でまちづくりに活かし、「馬のまち」とし

ての魅力の市民への浸透を図るとともに、対外的な発信や集客などのシティセールスにおける栗

東ならではの強みとして、一層の活用を進めます。

■各主体の役割

施策 4-2 馬を活かしたまちづくりの推進

【市民や団体に期待される役割】

◦馬と触れ合うイベント等の企画、参加

◦「馬のまち」としてのまちの魅力の発信

【事業者等に期待される役割】

◦馬と触れ合うイベント等の企画、参加

◦馬を素材・テーマとした商品やサービ

スの開発・提供

【行政の役割】

◦民間事業者の馬事業に対する支援

◦「馬のまち」の対外的な情報発信

◦馬と触れ合う機会・拠点の創出

政策５　行政の安心を営む

馬を活かした

まちづくりの推進
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■基本事業

１ 民間による馬関連事業の取り組みの支援

❶ 民間事業者の取り組みの支援【元気創造政策課／商工観光労政課】

◦民間事業者による馬を素材にした商品・サービス開発の支援方法を検討します。

◦市民や事業者からの提案募集など、幅広く馬を活用した事業の可能性を研究します。

❷ 馬事業に関する民間事業者との協働の推進

【元気創造政策課／商工観光労政課／スポーツ・文化振興課】

◦集客イベントなど、民間事業者が実施する馬事業と連携した取り組みを進めます。

２ 多様なまちづくり分野における馬の活用

❶ 公共施設等を活用した馬事業の展開【元気創造政策課】

◦公共施設等を活用し、馬と触れ合える機会を創出します。

❷ 福祉や教育分野における馬の活用【幼児課】

◦保育・教育分野において、情操教育の一環として、馬を活かした取り組みを検討します。

３ 馬との触れ合い拠点の整備

❶ 馬と触れ合える拠点づくりの推進【都市計画課】

◦馬と触れ合う機会の提供や馬に関するコンテンツを活かした情報発信のできる、馬との触れ合い

拠点づくりを推進します。

４ 馬をコンセプトにしたシティセールスの推進

❶ 「馬のまち」の戦略的な情報発信【元気創造政策課／秘書広報課】

◦民間事業者や市民との協力により、「馬のまち」に関する情報発信の強化を図ります。

▶馬のまちビジョン　　▶シティセールス戦略関連する計画
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■議会　　令和2年2月28日　　提案

　　　　　令和2年3月25日　　議決

■議会総合計画特別委員会

平成30年
10月19日

（1） 第六次栗東市総合計画策定と総合計画審議会の法的位置づけについて
（2） 第六次栗東市総合計画策定に関する基本方針、総合計画策定体制及び策定スケ

ジュールについて
（3） 第六次栗東市総合計画基礎調査について
（4） 栗東市総合計画等に関する市民アンケート調査について
（5） その他

11月19日 （1） 第六次栗東市総合計画基礎調査について
（2） 市民アンケート調査結果について
（3） 基本構想の骨格（案）について
（4） 社会潮流や栗東市の現状を踏まえた視点・方向性（案）について
（5） その他

平成31年
2月22日

（1） 提案内容について
（2） 第六次栗東市総合計画序論及び基本構想(案)について
（3） 今後のスケジュールについて
（4） その他

3月15日 （1） 第六次栗東市総合計画序論及び基本構想（素案）について
（2） その他

令和元年
6月26日

（1） 第六次栗東市総合計画　これまでの取り組み内容について
（2） その他

9月27日 （1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

12月13日 （1） 第六次栗東市総合計画（案）について
（2） 第五次栗東市国土利用計画（案）について
（3） その他

令和2年
1月24日

（1） 第六次栗東市総合計画（案）について
（2） 第五次栗東市国土利用計画（案）について
（3） その他

3月11日 （1） 議案第30号　第六次栗東市総合計画基本構想及び前期基本計画を定めることに
つき議会の議決を求めることについて

■総合計画審議会

平成30年
7月10日

第1回 （1） 総合計画審議会の公開にかかる取り扱いについて
（2） 第六次栗東市総合計画策定基本方針について
（3） 第六次栗東市総合計画策定スケジュール並びに体制について
（4） 第六次栗東市総合計画基礎調査について
（5） 市民意識調査について
（6） その他

平成30年
11月7日

第2回 （1） 第五次栗東市総合計画後期基本計画の成果指標及び第六次栗東市総合計
画策定に関する市民アンケート調査結果について

（2） 基本構想の骨格（案）について
（3） 社会潮流や栗東市の現状を踏まえた視点・方向性(案)について
（4） その他

平成30年
11月27日

第3回 （1） 第五次栗東市総合計画後期基本計画の進捗状況について
（2） その他

1　第六次総合計画策定経過
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平成31年
2月8日

第4回 （1） 委員の部会配属について
（2） 「将来の栗東市のまちづくりについて」提案内容について
（3） 第六次栗東市総合計画序論及び基本構想（素案）について
（4） 今後のスケジュールについて
（5） その他

平成31年
3月13日

第5回 （1） 第六次栗東市総合計画序論及び基本構想（素案）について
（2） 第六次栗東市総合計画　前期基本計画の構成（案）について
（3） 今後のスケジュールについて
（4） その他

令和元年
5月20日

第6回 （1） 第六次栗東市総合計画並びに第五次栗東市国土利用計画の策定スケ
ジュールについて

（2） 部会長の選任について（第1回各部会）
（3） 前期基本計画における各施策について（第1回各部会）
（4） 今後のスケジュールについて
（5） その他

令和元年
7月16日

第7回 第2回環境建設部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

令和元年
7月18日

第2回総務部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

第2回文教福祉部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

令和元年
8月7日

第1回国土利用計画部会
（1） 部会長の選任について
（2） 第五次栗東市国土利用計画策定にかかる土地利用に関する課題について
（3） その他

令和元年
9月9日

第8回 第3回総務部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

令和元年
9月10日

第3回文教福祉部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

第3回環境建設部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

令和元年
11月21日

第2回国土利用計画部会
（1） 第五次栗東市国土利用計画（素案）について
（2） その他

令和元年
11月29日

第9回 （1） 第六次栗東市総合計画並びに第五次栗東市国土利用計画の策定スケジュー
ルの変更について

（2） 第六次栗東市総合計画（素案）について
（3） 第五次栗東市国土利用計画（素案）について
（4） 今後のスケジュールについて
（5） その他
（6） 第五次栗東市総合計画後期基本計画進捗状況について

令和2年
1月23日

第10回 （1） 第六次栗東市総合計画基本構想（案）並びに前期基本計画（案）について
（2） 第五次栗東市国土利用計画（案）について
（3） その他
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《内部会議》

■総合計画策定委員会

平成30年
4月11日

第1回 （1） 第六次栗東市総合計画策定に関する基本方針（案）について
（2） 幹事及び部会員の推薦について
（3） 第六次栗東市総合計画策定支援業務に係る公募型プロポーザルの実施について
（4） その他

平成30年
6月27日

第2回 （1） 第六次栗東市総合計画策定スケジュール並びに体制について
（2） 第六次栗東市総合計画基礎調査について
（3） 市民意識調査について
（4） その他

平成30年
10月24日

第3回 （1） 第五次栗東市総合計画後期基本計画の成果指標及び第六次栗東市総合計
画策定に関する市民アンケート調査結果について

（2） 基本構想の骨格（案）について
（3） 社会潮流や栗東市の現状を踏まえた視点・方向性（案）について
（4） その他

平成31年
1月30日

第4回 （1） 第六次栗東市総合計画　序論・基本構想（素案）について
（2） 今後のスケジュールについて
（3） その他

平成31年
3月6日

第5回 （1） 第六次栗東市総合計画　序論・基本構想（素案）について
（2） 今後のスケジュールについて
（3） その他

平成31年
3月11日

第6回 （1） 第六次栗東市総合計画　序論・基本構想（素案）について
（2） その他

令和元年
5月15日

第7回 （1） 第六次栗東市総合計画・第五次栗東市国土利用計画策定スケジュールについて
（2） 総合計画審議会提出資料について
（3） その他

令和元年
7月3日

第8回 （1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

令和元年
7月24日

第9回 （1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）の見直しについて
（2） その他

令和元年
7月29日

第10回 （1） 総合計画審議会国土利用計画部会への提出資料の確認について
（2） その他

令和元年
8月28日

第11回 （1） 総合計画審議会（部会）への提出資料の確認について　第六次栗東市総合
計画前期基本計画（素案）

（2） 土地利用について
（3） その他

令和元年
10月9日

第12回 （1） 第六次栗東市総合計画・第五次国土利用計画の策定スケジュールの変更
について

（2） その他

令和元年
10月30日

第13回 （1） 第六次栗東市総合計画基本構想の見直しについて
（2） 今後の予定について
（3） その他

令和元年
11月13日

第14回 （1） 第六次栗東市総合計画基本構想（素案）及び第五次栗東市国土利用計画（素
案）について

（2） 今後の予定について
（3） その他

令和元年
11月18日

第15回 （1） 第六次栗東市総合計画基本構想（素案）及び前期基本計画（素案）について
（2） 第五次栗東市国土利用計画（素案）について
（3） その他

令和元年
11月20日

第16回 （1） 第六次栗東市総合計画基本構想（素案）及び前期基本計画（素案）について
（2） 第五次栗東市国土利用計画（素案）について
（3） その他
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■幹事会　　平成30年6月21日　（専門部会と合同）

　　　　　　令和元年1月24日　（専門部会と合同）

■専門部会

平成30年
6月21日

第1回 （幹事会と合同）
（1） 第六次栗東市総合計画策定基本方針について
（2） 第六次栗東市総合計画策定スケジュール並びに体制について
（3） 第六次栗東市総合計画基礎調査について
（4） 市民意識調査について
（5） 各専門部会における部会長・副部会長の互選について
（6） その他

平成30年
9月7日

第2回 （1） 市民意識調査について
（2） 今日的な課題設定について（ワークショップ）
（3） まとめ
（4） その他

平成30年
12月21日

第3回 （1） まちづくりの基本目標について（グループワーク）
（2） まとめ
（3） その他

平成31年
1月24日

第4回 （幹事会と合同）
（1） 第六次栗東市総合計画　序論・基本構想(素案)について
（2） 今後の予定について
（3） その他

令和元年
6月20日

第5回 第1回総務部会
（1） 副部会長の互選について
（2） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（3） その他

第1回環境建設部会
（1） 部会長の互選について
（2） 副部会長の互選について
（3） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（4） その他

第1回文教福祉部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画（素案）について
（2） その他

令和元年
7月19日

第6回 第1回国土利用計画部会
（1） 部会長・副部会長の互選について
（2） 第五次栗東市国土利用計画について
（3） その他

令和元年
8月22日

第7回 第2回総務部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画(素案)について
（2） 基本構想における重点施策等について
（3） その他

第2回文教福祉部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画(素案)について
（2） 基本構想における重点施策等について
（3） その他

令和元年
8月23日

第2回環境建設部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画(素案)について
（2） 基本構想における重点施策等について
（3） その他
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令和元年
10月10日

第8回 第3回総務部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画(素案)について
（2） その他

第3回環境建設部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画(素案)について
（2） その他

第3回文教福祉部会
（1） 第六次栗東市総合計画前期基本計画(素案)について
（2） その他

令和元年
11月8日

第9回 第4回環境建設部会
（1） 第六次栗東市総合計画について

 基本構想（素案）・前期基本計画（素案）について
（2） その他

第2回国土利用計画部会
（1） 第五次栗東市国土利用計画（素案）について
（2） その他

■市民アンケート

　平成30年7月26日～平成30年8月17日

■市長への手紙「将来の栗東市のまちづくりについて」

　平成31年1月1日～平成31年1月31日

■団体懇談会

　平成31年2月13日　栗東ふぁざ～ず倶楽部

■地域別まちづくり懇談会(都市計画課と共催)

1巡目 平成30年12月11日 治田西地域

平成30年12月12日 治田東地域

平成30年12月14日 葉山東地域

平成30年12月18日 治田地域

平成30年12月20日 金勝地域

平成30年12月22日 大宝東地域

平成31年1月14日 大宝西地域

平成31年1月16日 葉山地域

平成31年1月19日 大宝地域

2巡目 平成31年2月8日 葉山東地域

平成31年2月12日 治田西地域

平成31年2月13日 治田東地域

平成31年2月18日 治田地域

平成31年2月23日 大宝東地域

平成31年2月28日 金勝地域

平成31年3月13日 葉山地域

令和元年7月30日 大宝西地域

令和元年8月4日 大宝地域
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3巡目 令和元年6月8日 大宝東地域

令和元年6月10日 治田地域

令和元年6月12日 葉山地域

令和元年6月18日 治田西地域

令和元年6月19日 治田東地域

令和元年6月21日 葉山東地域

令和元年6月28日 金勝地域（元気創造政策課単独）

令和元年8月24日 大宝地域

令和元年8月27日 大宝西地域

■パブリックコメント

　令和元年12月25日～令和2年1月20日

■自治連合会役員会にて意見徴収

　令和2年1月16日
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栗  元  第   138号

平成30年7月10日

栗東市総合計画審議会

会長　新　川　達　郎　　様

栗東市長　野　村　昌　弘

第六次栗東市総合計画基本構想並びに前期基本計画の策定について（諮問）

　本市は平成22年3月に第五次栗東市総合計画を策定し、将来都市像である「ひと・まち・環境ともに

育む　『健やか・にぎわい都市』栗東」の具現化を目指したまちづくりを進めてきました。

　この総合計画の目標年度である平成31年度が間近に迫る中、社会経済情勢は計画策定時から大きく

変化しており、新たな課題への対応が求められております。

　つきましては、栗東市総合計画審議会条例第2条の規定に基づき、今後の本市まちづくりの総合的な

指針となる第六次栗東市総合計画の策定について、貴審議会に諮問いたします。

2　諮問
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令和2年1月23日

栗東市長　野村昌弘　　様

栗東市総合計画審議会　

会長　　新　川　達　郎

第六次栗東市総合計画基本構想（案）並びに前期基本計画（案）について（答申）

　平成30年7月10日に諮問されました、第六次栗東市総合計画基本構想(案)並びに前期基本計画(案)

につきまして、慎重に審議した結果、別紙のとおり答申します。

　本審議会として「いつまでも　住み続けたくなる　安心な元気都市　栗東」を将来都市像とした本計

画（案）は、今後の栗東市のまちづくりの総合的な指針となるものであることから、この答申を尊重され

市政運営に反映されるとともに、推進にあたっては下記について配慮されるよう要望します。

記

1 まちづくりの基本理念にのっとり、将来都市像の実現に向けて一丸となって取り組まれるととも

に、極めて厳しい財政状況を鑑み、引き続き行財政改革に取り組まれたい。

2 答申内容の作成にあたっては、本審議会をはじめ、市民アンケートや地域別懇談会等を通じて

市民の方々から多くのご意見、ご提案をいただきましたので、計画の実現に向けて施策や事業

を実施する際には、これらの意見を十分踏まえるとともに、実施にあたっても市民、事業者との

協働を基本に取り組まれたい。

3 計画の推進にあたっては「市民主体、市民協働によるまちづくり」「交流や連携で活力を創造す

るまちづくり」「優れた自然環境や歴史文化の魅力を継承するとともに『馬のまち』としての魅力

を発展させるまちづくり」を積極的に推進されるとともに、PDCAサイクルを確立し、進捗状況を

積極的に公表されたい。

3　答申
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平成30年6月25日

条例第21号

　　（趣旨）

第1条　この条例は、総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、市の総合計画の策定に関し必要な

事項を定めるものとする。

　　（定義）

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（1）　総合計画　将来における本市のあるべき姿と進むべき方向についての基本的な指針であり、

基本構想、基本計画及び実施計画からなるものをいう。

（2）　基本構想　長期的展望に立ち、まちづくりの基本理念と目指すべき都市像及びこれを達成する

ための基本方針を示すものをいう。

（3）　基本計画　基本構想を実現するための基本的な施策の方向と体系を示すものをいう。

（4）　実施計画　基本計画に位置付けされた施策を実現するための個別の事業を示すものをいう。

　　（総合計画の策定）

第3条　市長は、総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、総合計画を策定するものとする。

　　（総合計画審議会への諮問）

第4条　市長は、基本構想及び基本計画を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、栗東市総合計

画審議会条例（昭和50年栗東町条例第28号）第1条に規定する栗東市総合計画審議会に諮問するも

のとする。

　　（議会の議決）

第5条　市長は、前条に規定する手続きを経て、基本構想及び基本計画を策定し、又は変更するときは、

議会の議決を経なければならない。

　　（総合計画の公表）

第6条　市長は、総合計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。

　　（総合計画との整合）

第7条　個別の行政分野における施策の基本的な事項を定める計画を策定し、又は変更するにあたっ

ては、総合計画との整合を図るものとする。

　　（委任）

第8条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

4　栗東市総合計画策定条例
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昭和50年6月16日

条例第28号

改正　昭和52年6月15日条例第24号

昭和55年10月1日条例第24号

平成13年3月26日条例第3号

　　（設置）

第1条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の4第3項の規定に基づき、栗東市総合計画審議会

（以下「審議会」という。）を設置する。

　　（所掌事務）

第2条　審議会は、市長の諮問に応じ次に掲げる事項について総合的に審議するものとする。

（1）　総合計画の調整、調査に関すること。

（2）　自然環境の保全創造に関すること。

　　（組織）

第3条　審議会は、委員10人以内をもって組織する。

2　委員は、次の各号に定めるところにより市長が任命する。

（1）　学識経験を有する者　8人以内

（2）　市教育委員会の委員　1人以内

（3）　市農業委員会の委員　1人以内

　　（任期）

第4条　前条に定める委員の任期は、第2条各号に規定する審議に関する事務が終了するまでとする。

ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

2　委員は、非常勤とする。

　　（会長）

第5条　審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

2　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

3　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代

理する。

　　（特別委員）

第6条　審議会に、特定の事項を調査審議するために特別に委員を増員（以下「特別委員」という。）す

ることができる。

2　特別委員は、識見を有する者のうちから、市長が任命する。

　　（会議）

第7条　会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

2　会議は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開き、議決することができない。

3　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによる。

　　（部会）

第8条　審議会に、その所掌事項について特に必要と認める場合は、その定めるところにより部会を置

くことができる。

2　部会に属すべき委員は、会長が指名する。

3　部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから互選する。

4　部会長は、部務を掌理し、部会の経過及び結果を会議に報告する。

5　栗東市総合計画審議会条例
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5　部会の運営その他に関して必要な事項は、部会長が会長の同意を得て定める。

　　（委任）

第9条　この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、別に定める。

　　　附　則

1　この条例は、公布の日から施行する。

2　この条例の施行により栗東町開発審議会設置条例（昭和40年栗東町条例第32号）、栗東町都市計画

審議会条例（昭和44年栗東町条例第28号）及び栗東町自然環境保全審議会条例（昭和48年栗東町条

例第22号）は、廃止する。

　　　附　則（昭和52年6月15日条例第24号）

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　附　則（昭和55年10月1日条例第24号）

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成13年3月26日条例第3号）抄

　　（施行期日）

1　この条例は、公布の日から施行する。

　　（栗東町総合計画審議会条例の一部改正に伴う経過措置）

4　この条例の施行の際、現に改正前の栗東町総合計画審議会条例第3条の規定により任命された委員

の任期については、なお従前の例による。
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審議会役職 氏名 所属　 役職 条例・要綱 部会名

1 会長 新川達郎
同志社大学大学院
総合政策科学研究科

教授
第3条第2項
第1号

2 会長代理 清水　憲 栗東市商工会 会長
第3条第2項
第1号

環境建設部会
国土利用計画部会

3 稲木　健
株式会社 しがぎん
経済文化センター

産業・市場
調査部長

第3条第2項
第1号

総務部会
国土利用計画部会

4 上田紀子 栗東市女性団体連絡協議会 副会長
第3条第2項
第1号

文教福祉部会

5 清水久輝
草津・栗東地区
労働者福祉協議会

副会長
第3条第2項
第1号

環境建設部会

6 平田善之
社会福祉法人 
栗東市社会福祉協議会

会長
第3条第2項
第1号

文教福祉部会

7 山元一也
公益社団法人
栗東青年会議所

理事長
第3条第2項
第1号

総務部会

8 吉川　享 栗東市自治連合会 会長
第3条第2項
第1号

総務部会

9 内記一彦 栗東市教育委員会
教育長職
務代理者

第3条第2項
第2号

文教福祉部会

10 武村秀夫 栗東市農業委員会 会長
第3条第2項
第3号

環境建設部会
国土利用計画部会

11 総務部会長 横山幸司
滋賀大学
社会連携研究センター

教授 第6条第2項 総務部会

12
環境建設部会長
国土利用計画部
会長

谷口浩志
元びわこ学院大学短期大学部
生活文化学科

教授 第6条第2項
環境建設部会
国土利用計画部会

13 文教福祉部会長 砂脇　恵
龍谷大学社会学部
現代福祉学科

准教授 第6条第2項 文教福祉部会

14 鵜飼重明 滋賀南部森林組合
代表理事
副組合長

第6条第2項
環境建設部会
国土利用計画部会

15 佐野　彰
栗東市同和対策
促進連絡協議会

委員 第6条第2項 総務部会

16 田川雅隆 栗東市PTA連絡協議会　
治田西
小学校
PTA会長

第6条第2項 文教福祉部会

17 竹村　健
公益財団法人 
栗東市スポーツ協会

会長 第6条第2項 文教福祉部会

18 田中義信 栗東市観光物産協会 会長 第6条第2項 環境建設部会

19 谷口　彰
栗東市民生委員
児童委員協議会連合会

理事 第6条第2項 文教福祉部会

20 𠮷仲幸子 栗東市老人クラブ連合会 会長 第6条第2項 文教福祉部会

21 渡邉利行
日本中央競馬会
栗東トレーニング・センター

副場長 第6条第2項 総務部会

22 今井康裕 公募委員 第6条第2項
環境建設部会
国土利用計画部会

◦任命（委嘱）期間　（平成30年7月10日～令和2年3月31日） 
◦役職は就任時の役職

6　栗東市総合計画審議会　委員名簿
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旧委員

小南久也
公益社団法人 
栗東青年会議所

理事長
第3条第2項
第1号

～平成31年2月8日

鷹羽　晃
株式会社しがぎん
経済文化センター

産業・市場
調査部長

第3条第2項
第1号

～平成31年2月8日

山口克巳 栗東市自治連合会 会長代理
第3条第2項
第1号

～令和元年5月20日

小林芳夫
公益財団法人
栗東市体育協会

会長 第6条第2項 ～令和元年7月18日
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1 調査の対象及び回収結果

　「第五次栗東市総合計画後期基本計画の成果指標及び第六次栗東市総合計画策定に関する市民アン

ケート調査」の実施方法、回収結果は次の通りです。

調査方法 18歳以上の市民から無作為に2,000人を選び、調査票を郵送により配布・回収

調査期間 平成30年7月26日～平成30年8月17日

配布数 2,000件

回収数・回収率 621件（回収率31.1％）

2 調査結果の概要

7　市民意識調査概要

問） あなたの性別をお答えください。

 （1つ選択）

問） あなたのお住まいの学区をお答えください。

 （1つ選択）

問） あなたの年齢（世代）をお答えください。

 （1つ選択）

問） あなたの家族形態をお答えください。

 （1つ選択）
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■次の設問について、お住まいの地域の現状や今後について思うことをお答えください。

問）子育てがしやすいところだと思う。（1つ選択）

そう思う
やや

そう思う

あまり
そう

思わない

そう
思わない

わから
ない

無回答

今回調査（Ｎ＝ 621） 16.1％ 44.3％ 12.9％ 8.9％ 14.5％ 3.4％

H28 年調査（Ｎ＝ 837） 14.9％ 45.5％ 13.6％ 8.8％ 13.9％ 3.2％

問）仕事と子育ての両方を行いたいと思う。（1つ選択）

そう思う
やや

そう思う

あまり
そう

思わない

そう
思わない

わから
ない

無回答

今回調査（Ｎ＝ 621） 28.0％ 29.6％ 8.2％ 7.6％ 21.1％ 5.5％

H28 年調査（Ｎ＝ 837） 29.0％ 27.4％ 12.7％ 7.4％ 18.5％ 5.0％

問）今の場所に住み続けたいと思う。（1つ選択）

そう思う
やや

そう思う

あまり
そう

思わない

そう
思わない

わから
ない

無回答

今回調査（Ｎ＝ 621） 34.5％ 38.5％ 9.7％ 9.5％ 7.1％ 0.8％

H28 年調査（Ｎ＝ 837） 36.0％ 33.8％ 12.2％ 8.7％ 7.5％ 1.8％

問）あなたの職業をお答えください。

 （1つ選択）

問）あなたの居住歴をお答えください。

 （1つ選択）
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問）「住み続けたい」理由は何ですか。（1つ選択）

問）「住み続けたい」と思わない理由は何ですか。（1つ選択）
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問）今後のまちづくりで特に重要で優先度が高いとお考えの施策は何ですか。（5つまで選択）

問）今後の公共サービスと市民の負担のあり方で、お考えに近いものはどれですか。（１つ選択）
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3 第五次栗東市総合計画後期基本計画の目標値との比較

■ 基本目標１　「安全・安心のまち」

基本政策１　一人ひとりが尊重され、誰もが参画できるまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

人権を尊重するまちづくり 人権意識が高く、差別や偏見
のないまちづくりが推進され
ていると思う市民の割合

53.8% 51.6% 51.9% 60%
男女共同参画のまちづくり

平和活動を推進するま
ちづくり

平和の尊さを実感できるまち
づくりが推進されていると思う
市民の割合

44.5% 41.6% 42.8% 53%

基本政策２　生涯を通じた健康づくりのまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

健康増進・医療体制の
整ったまちづくり 健康づくりを実践するまちづく

りが推進されていると思う市
民の割合

62.2% 61.5% 66.0% 71%
生涯スポーツを推進す
るまちづくり

食育のまちづくり
健全な食生活の実践など食育
のまちづくりが推進されている
と思う市民の割合

45.1% 44.6% 52.1% 54%

基本政策３　安心を支える福祉を推進するまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

地域で支えあう福祉の
まちづくり

住み慣れた地域で、近隣との
支えあいのもと、安心して暮
らせるまちづくりが推進されて
いると思う市民の割合

56.3% 51.7% 54.4% 62%

高齢者が健やかに暮ら
せるまちづくり

高齢者が健やかに暮らせるま
ちづくりが推進されていると思
う市民の割合

51.1% 47.9% 49.3% 63%

障がいのある人の自立
と社会参加を促進する
まちづくり

障がいのある人がない人と同
様に日常生活を送れる環境づ
くりが推進されていると思う市
民の割合

42.9% 37.2% 38.9% 51%

子どもの健やかな育ち
を支え合うまちづくり

安心して子育てができる環境
づくりが推進されていると思う
市民の割合

49.6% 50.4% 52.0% 60%

社会保障で安心して暮
らせるまちづくり

国の社会保障制度について周
知が図られ、安心して暮らせ
るまちづくりが推進されている
と思う市民の割合

34.1% 33.6% 37.4% 41%
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基本政策４　安全・安心に暮らせるまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

災害に強いまちづくり 道路・河川等の災害対策・防
災に配慮されたまちづくりが
推進され、地域における防災・
危機管理体制が充実されてい
ると思う市民の割合

46.8% 48.1% 49.6% 59%防災・災害危機管理の
まちづくり

防犯のまちづくり 犯罪や消費者被害から市民が
守られ、 交通事故が少なく、
安全に安心して暮らせるまち
づくりが推進されていると思う
市民の割合

53.8% 53.8% 45.4% 57%
消費者を守るまちづくり

交通安全のまちづくり

■基本目標２　「環境・創出のまち」

基本政策１　地球にやさしい環境を推進するまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

地球環境問題解決に貢
献するまちづくり

地球温暖化防止やごみの分別
や資源化の推進など、地球に
やさしいまちづくりが進んでい
ると思う市民の割合

69.2% 65.5% 65.1% 76%
資源循環型社会
を推進するまちづくり

基本政策２　快適で美しい生活環境のまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

潤いのある緑にあふれ
たまちづくり

身近に公園や緑地等があり、
美しい都市景観のまちづくり
が推進されていると思う市民
の割合

51.1% 49.6% 51.2% 63%
美しい都市景観のまち
づくり

ライフラインが整った
まちづくり

ライフラインや公共施設等、
暮らしやすい快適な住環境が
整ったまちづくりが推進され
ていると思う市民の割合

52.6% 52.0% 52.5% 63%
住環境が整ったまちづ
くり

基本政策３　まちを支え、活力を創出する産業のまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

新たな活力拠点を創出
するまちづくり

新 幹 線 新 駅 事 業 跡 地をはじ
め、地域に活力をもたらす産
業創出のまちづくりが進んで
いると思う市民の割合

20.5% 19.0% 36.8% 28%
地域に活力をもたらす
産業創出のまちづくり

地域農業を育むまちづくり 農業・林業を振興するまちづ
くりが推進されていると思う市
民の割合

25.2% 30.2% 35.1% 32%緑豊かな森林を生かし
たまちづくり

商工業の振興と就労推
進のまちづくり

商工業を振興するまちづくり
が推進されていると思う市民
の割合

19.9% 25.2% 27.0% 26%
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■基本目標３　「愛着・交流のまち」

基本政策１　人が育ち、力を発揮できるまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

生涯学習のまちづくり
生涯学習のまちづくりが推進
されていると思う市民の割合

45.5% 41.9% 46.1% 55%

次代を担う子どもに「生
きる力」を育むまちづくり

充実した学校教育に取り組む
まちづくりが推進されていると
思う市民の割合

39.3% 36.3% 39.4% 49%

基本政策２　個性を生かす地域文化のまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

歴史や伝統文化の香り
豊かなまちづくり

歴史や伝統文化が生かされ、
市民文化や芸術活動を振興す
るまちづくりが推進されている
と思う市民の割合

49.0% 48.9% 48.3% 59%
市民文化や芸術活動を
振興するまちづくり

基本政策３　広域・近隣とのつながりを促進する交流のまち 

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

地域資源を活用した観
光振興のまちづくり

地域資源を活用した観光を振
興するまちづくりが推進され
ていると思う市民の割合

22.1% 22.9% 24.6% 30%

交流を支える基盤づくり

幹線道路や鉄道、バスなどの
公共交通をはじめとする広域
的な交流基盤が整備されたま
ちづくりが推進されていると思
う市民の割合

26.2% 26.9% 26.3% 34%

基本政策４　多文化交流のまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

多文化共生を推進する
まちづくり

国籍、民族などが異なる人々
が相互に認め合い、共に暮ら
すことができるまちづくりが推
進されていると思う市民の割合

26.3% 26.5% 28.3% 32%

■政策の実現に向けて

基本政策１　市民主体、市民協働のまち

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

地域コミュニティによる
まちづくり

自治会等の地域活動による住
民自治のまちづくりが推進さ
れていると思う市民の割合

61.1% 58.5% 62.6% 70%

市民活動が広がるまち
づくり

市政への市民参画や市民と行
政との協働によるまちづくりが
推進されていると思う市民の
割合

39.0% 39.2% 40.8% 47%
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基本政策２　効率的で効果的な自治体運営

施策 指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

効率的な行財政運営
行財政運営が効率的に実施さ
れるまちづくりが推進されてい
ると思う市民の割合

25.3% 21.0% 24.5% 34%

公正、確実な事務運営
による行政サービスの
品質向上

公正、確実な事務運営により、
行政サービスの品質向上が推
進されていると思う市民の割合

29.9% 27.8% 26.9% 38%

■お住まいの地域や今後について思うことをお尋ねします

指標（アウトカム）
基準値

平成26年度実績
経過値

平成28年度実績
現状値

平成30年度実績
目標値

平成31年度末

子育てがしやすいところだと思う市民の割合 51.0% 60.5% 60.4% 58%

仕事と子育ての両方を行いたいと思う市民の割合 49.7% 56.4% 57.6% 57%

今の場所に住み続けたいと思う市民の割合 56.0% 69.8% 73.0% 64%
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　基本計画で取り組む各施策においては、行政の担当部署や施策分野が異なっていても、行政と連携・

協力する市民や団体が重複していたり、施策を相互に連携して推進することで、取り組みの効果を高め

たり、効率化につながることが期待されるものが少なくありません。施策全体でこうした連携・協力を

追求し、市民や事業者、行政の負担軽減や取り組みの強化・継続・発展につなげていきます。

　なお、連携や協力が考えられる例としては、次のようなものがイメージされます。

例1  見守りネットワーク

◦子どもや高齢者、社会的に支援が必要な人の見守りや訪問活動についての関係機関の連携

例2  人生100年時代キャリア教育

◦人生の各ライフステージにおいて、人生100年時代を見据えたキャリアづくりの促進

8　施策連携イメージ

政策２－施策1

基本事業3－（2）地域ぐるみの学

校安全体制整備

○地域のスクールガードや保護

者の協力を得ながら、校園内

外や通学路における子どもた

ちの安全を見守ります。

政策４－施策3－基本事業2

（1）防犯意識の高揚及び自主防

犯活動団体の育成

○トラブルの回避が困難な高齢

者や障がいのある人、子ども

などが犯罪の被害に遭わない

よう、地域での見守り・支援

の体制をつくります。

政策４－施策3－基本事業2

（2）地域安全活動の展開

○「こども110番の家」運動や自

治会でのあいさつ・声かけ運

動、子どもの見守りなど地域

安全活動の展開を支援します。

政策３－施策4－基本事業3

（1）認知症になっても安心して

暮らせる地域づくり

○地域の事業者や住民の活動と

連携しながら、認知症高齢者

を見守り、ともに生きる「共

生」の地域をつくります。

政策１－施策5

基本事業2－（1）就労支援の促進

○公共職業安定所等支援関係機

関との連携により、就業機会

の拡充や雇用に関する情報提

供、技能取得を支援します。

政策４－施策6－基本事業1

（3）コミュニティ人材の育成

○地域コミュニティの運営に必要

な学習機会を提供し、地域活

動のリーダー育成を図ります。

政策３－施策4－基本事業2

（3）健康・生きがいづくりの推進

○高齢者自らの健康や生きがい

づくりへの継続的な取り組み

を支援します。

政策４－施策7－基本事業1

（2）生涯学習事業の展開

○地域コミュニティセンター等に

おけるはつらつ教養大学、生

涯学習講座など、地域の特性

や要望に対応したきめ細かな

社会教育事業等を推進します。
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例3  子どもが安全なまちづくり

◦あらゆる側面において、子どもが安全・安心して育つ仕組みや環境の整備

例4  外国人就労・来訪者と共生する社会

◦海外からの就労人材やその家族、あるいは観光目的で来訪するインバウンドに対応し、外国人と共生し、

外国人が暮らし、過ごしやすいまちづくり

政策2－施策1－基本事業5

（1）児童虐待への対応

○児童虐待の予防と早期発見、

また虐待を受けた児童の保護

に努めるとともに、虐待を

行った保護者に対して、関係

機関との連携のもとに指導の

充実を図ります。

政策４－施策3－基本事業3

（1）犯罪抑止のまちづくり

○防犯灯の適正な配置、防犯カ

メラの設置など、犯罪の起こ

らない地域環境づくりを推進

します。

政策2－施策4－基本事業2

（2）安全な通学環境の確保

○通学路の安全確保や不審者対

策など、保護者や地域、関係

機関との連携による学校の安

全対策の強化に取り組みます。

政策４－施策4－基本事業2

（3）通学路等の交通安全確保

○通学路等の交通安全の確保の

ため、スクールゾーンなどの

路面表示や交通安全施設の整

備を推進し、必要な交通規制

の整備を働きかけます。

政策２－施策3－基本事業1

（1）特定教育・保育の実施

○「子ども・子育て支援事業計

画」に基づき、良質かつ適切

な内容・水準の特定教育・保

育を提供します。

政策４－施策6－基本事業1

（2）地域コミュニティ推進事業

の支援

○今後想定される地域課題の解

決に向けて地域みんなで考え、

取り組む地域共生がさらに浸

透するよう、各自治会や地域

振興協議会、自治連合会の主

体的な活動を支援します。

政策４－施策9－基本事業1

（1）防災意識の高揚

○出前トークをはじめとする講

演会の開催、総合防災マップ

の活用、防災訓練など、防災

意識を高める啓発活動を推進

します。

政策４－施策5－基本事業1

（1）多言語などによる生活関連

情報の提供と相談体制の整備

○外国語通訳による生活相談窓

口の開設やICTの活用による

行政文書の翻訳など、多言語

による生活に必要な情報の提

供を推進します。
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用語 説明

ア行

アウトソーシング 公共団体が行なっている業務を民間事業者に委託すること。

インバウンド
本来は「外から中に入り込む」という意味で、ここでは、外国人の訪日

旅行を示す「インバウンドツーリズム」の略として使用。

カ行

開発許可

市街化区域または市街化調整区域内において、開発行為（建築物の建

築などのために行う土地の区画形質の変更）をしようとする者が、あら

かじめ受けるべき許可。

学童保育
両親が共働きなどで保護者が不在の学童を、放課後一定時間保育する

こと。

カテゴリー 性質を区分した時の基本的な分類。

キャリア教育
一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態

度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育。

共同生活援助

（グループホーム）

障がいのある人が専門スタッフ等の援助を受けながら、小人数・一般

の住宅で共同生活を行う小規模の住居またはその介護形態のこと。地

域社会に溶け込むように生活することを理想とする。

業務継続計画

（BCP/ビーシーピー）

BCPはBusiness Continuity Planの略。大規模災害の発生に際し、行

政そのものも被災した場合、行政機能を維持するため、どこに代替施

設を設置し、限られたリソースの中でどの業務を優先すべきかを定め

る計画。

きらりフルチャレンジ

市内の小学校の全児童を対象に「基盤学力（読み・書き・計算）」の定着

を目指し、くりちゃん検定システム（漢字・計算検定）を行い、80点以

上の児童には「認定証」を渡し、再チャレンジして100点を目指すもの。

クラウド化

ソフトウェアやデータ、あるいはそれらを提供するための技術基盤

（サーバなど）を、インターネットなどのネットワークを通じて必要に応

じて利用者に提供するサービス。利用実績に応じて利用料を支払う形

になり、設備の運用・管理負担や導入・更新時のまとまった投資が不

要となる。

グローバル社会
国や地域などの垣根を越えて、世界的に資本（お金やモノなど）や人材、

情報などの社会的・経済的な結びつきが深まる社会のこと。

ケアマネジメント

保健・医療・福祉の専門家や機関が、相互に協力し合い、個々人の

多様な要求に対応し、各種サービスを調整して適切で効果的なケアを

提供すること。

ケアマネジャー
介護保険制度に基づいてケアマネジメントを行うための資格。正式名

称「介護支援専門員」。

景観形成ガイドライン

「百年先のあなたに手渡す栗東市景観計画」に定められた「良好な景観

づくりに向けた行為の制限」に示された景観形成の基準について、景

観づくりの主体となる市民、事業者、行政が、その取り組みについて

共通の認識を持つことができるよう、参考図・写真による具体的事例

や数値により、分かりやすく解説したもの。

9　用語解説
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用語 説明

ゲリラ豪雨 局地的大雨、集中豪雨。

合計特殊出生率
15～49歳までの女性の年齢別出生率（一人の女性が産む子どもの数の

平均）を合計したもの。

交通マネジメント

自動車の効率的利用や公共交通への利用転換など、交通行動の変更

を促し、発生交通量の抑制や集中の平準化など交通需要を調整し、交

通混雑や渋滞、交通リスクを緩和していく取り組み。

国民健康保険データベース

国保連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を通じて管理する

「特定健診・特定保健指導」「医療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」

等の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関する情報」を提供し、

保険者の効率的かつ効果的な保健事業の実施サポートを目的として構

築されたシステム。手作業で行ってきた健康づくりに関するデータ作成

が効率化され、地域の現状把握や健康課題の明確化が容易となる。

国立社会保障・人口問題

研究所

人口や社会保障に関する研究をはじめ、人口・経済・社会保障の相

互関連についての調査研究を通じて、研究と行政を橋渡しし、国民の

福祉の向上に寄与することを目的として設立された厚生労働省の施設

等機関。

国連気候変動枠組条約

第21回締約国会議

（COP21）

平成27（2015）年にパリで開催された、地球温暖化対策に世界全体で

取り組むための国際的な議論の場である同会議の21回目の会議のこ

と。世界全体の削減目標を設定に加え、途上国・新興国にも温暖化対

策への自主的な取り組みを求めた点も大きな意味を持つとされる。

ことばのチカラ・プロジェ

クト

「言葉」をしっかり学んで、①考えるための道具として、②自分の思い

や感性を表現する道具として、③コミュニケーションの道具として、子

どもたちが言葉を自由に使いこなせるよう「聞く」「読む」「話す」「書く」

力を育成する取り組み。

こども110番の家

地域の協力家庭が旗などを掲げ、子どもたちがトラブルに巻き込まれ

そうになった時に、駆け込み、助けを求めるようにして、子どもたちを

犯罪から守り、被害を最小限に止めようとする取り組み。

こんぜの里

環境に恵まれた金勝山系の森林を背景に自然に触れ合う野外活動を中

心として、ふるさとの歴史、文化等を学ぶとともに農林業体験（木工加

工等）やキャンプ体験を通じ青少年の情操の育成を育み、生涯学習の

促進と健全な余暇活動を提供する場。

コンパクトプラスネット

ワーク

人口減少・高齢化が進む中、地域の活力を維持するとともに、医療・

福祉・商業等の生活機能を確保し、安心して暮らせるよう地域公共交

通と連携したまちづくりを進めること。

サ行

自治ハウス 自治会館など、地域のコミュニティ活動の拠点施設。

指定管理者

公の施設の管理・運営を、株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・

NPO法人・市民グループなど法人その他の団体に包括的に代行させる

ことができる指定管理者制度において、地方公共団体が公の施設の管

理・運営を行わせるため期間を定めて指定する団体のこと。

児童館
健全な遊びを通して、子どもの生活の安定と子どもの能力の発達を援

助していく拠点施設。
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用語 説明

社会保障・税番号（マイナ

ンバー）

社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の機

関が保有する個人の情報が同一人の情報であることを確認することで、

行政の効率化、国民の利便性向上、公平公正な社会を実現することを

目的とした仕組み。

就職困難者等

働く意欲がありながら、「障がい」「子育て」「出身地への偏見」「学卒

若年無業者」「国籍」等により、働くことができていない人、労働条件

に困難な問題がある人（不安定就労者）等（「栗東市就労支援計画」に

よる）。

出入国管理及び難民認定法

外国人が日本から出入国する際、在留に関する許可要件や手続き、入

国管理局の役割、不法入国や不法在留に関する罰則などを定めた法

律。平成30（2018）年の改正で、外国人が日本で働くための在留資格

の新設など、外国人就業の拡充による人手不足の解消や生産性の向上

を目的とする。

障害者差別解消法

差別を解消することを目的として、平成28（2016）年に施行された。障

がいのある人もない人も互いにその人らしさを認め合いながら、共に

生きる社会を作ることを目指し、国・都道府県・市町村や事業所など

に対し、不当な差別的取扱いを禁止し、合理的配慮の提供を求めてい

る法律。

障害者働き・暮らし応援セ

ンター

障がいのある人の「働く」こと「暮らす」ことを一体的にサポートする専

門機関。

小規模事業者支援法

商工会及び商工会議所が小規模事業者の経営改善等を支援するため

の措置を講じるための法律。平成26（2014）年に一部を改正し、経営

改善普及事業の中に「経営発達支援事業」を新たに位置付け、小規模

事業者の経営戦略に踏み込んだ支援を実施する「経営発達支援計画」

を経済産業大臣が認定する仕組みを導入。令和元（2019）年の改正で、

(1)商工会または商工会議所は市町村と共同で計画を作成する、(2)経

済産業大臣が計画認定する際には都道府県知事の意見を聴く、(3)一

定の知識を有する経営指導員が計画に関与する、といった内容が盛り

込まれた。

女性活躍推進法

国・地方公共団体及び301人以上の大企業に対し、（1）自社の女性の

活躍に関する状況把握・課題分析、（2）その課題を解決するのにふさ

わしい数値目標と取り組みを盛り込んだ行動計画の策定・届出・周知・

公表、（3）自社の女性の活躍に関する情報の公表を義務付ける法律。

人生100年時代

ロンドン・ビジネス・スクールのリンダ・グラットンとアンドリュー・スコッ

トが提唱。先進国において平成19（2007）年生まれの2人に1人が100

歳を超えて生きる「人生100年時代」の到来を予測し、新しい人生設計

の必要性を説く。日本では首相官邸に「人生100年時代構想会議」が設

置され、政策への反映が進められている。

森林環境譲与税

平成30（2018）年度税制改正の大綱において、森林環境税とともに創

設が決まった税制。森林整備等のために必要な費用を国民一人ひとり

が負担して森林を支えようとする仕組み。国に一旦集められた税の全

額を、間伐などを行う市町村やそれを支援する都道府県に譲与（配分）

する。
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水道法

水道（上水道）事業について定める法律。人口減少に伴う水需要の減

少、水道施設の老朽化、人材不足などの課題に対応し、水道の基盤

強化を図るため平成30（2018）年に改正され、「1.関係者の責務の明

確化」「2.広域連携の推進」「3.適切な資産管理の推進」「4.官民連携

の推進」が位置付けられた。

スクールガード
児童・生徒が犯罪に巻き込まれないよう、学校内や周辺地域を見回り

するボランティア。

スローイングビンゴ
平成10（1998）年に本市の体育指導委員によって考案されたニュース

ポーツ。その名の通り、投げて楽しむビンゴ。

性自認

自分の性をどのように認識しているのか、どのような性同一性を自分の

感覚としてもっているのかを示す概念。

例：トランスジェンダー（身体の性と心の性が一致しない者）

性的指向

人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのかを示す概念。

例：レズビアン（女性の同性愛者）　ゲイ（男性の同性愛者）

バイセクシャル（両性愛者）

生物多様性

生物（せいぶつ・いきもの）の多様性を示す考え方で、生態系・生物

群系または地球全体に多様な生物が存在していること、あるいはその

生物たちの豊かな個性とつながりのこと。

セクシャルハラスメント
相手の意に反する性的言動によって、働く上で不利益を被ったり、性

的な言動によって就業環境が妨げられること。

潜在保育士 保育士資格を持ちながらも保育施設に勤務していない人のこと。

タ行

地域子育て支援センター

子育て・親育ち支援のための地域の総合的拠点施設。無料の子育て

相談や関連機関の紹介、子育て講座の開催や子育てサークルの活動

支援などを行っている。

地域再生法

近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経

済情勢の変化に対応し、地域経済の活性化、雇用機会の創出など、

持続可能な地域再生のため地方公共団体が行う自主的・自立的な取り

組みを促進する法律。平成17（2005）年制定。

地域総合センター

「社会福祉法」に基づく事業の推進並びにすべての市民が人権文化を

構築するための触れ合い活動及び人権文化発信の拠点として、各種事

業を総合的に行うため設置した施設。

地域中核病院

地域の医療連携の中核を担う病院。かかりつけ医で行うことが難しい

専門的な検査や、他の医療機関では提供が困難な医療機能が必要と

なった場合、中核病院や大学病院等を受診する。

地域包括ケアシステム

高齢者になっても住み慣れた地域で、自立した生活を最期まで送るこ

とができるよう、必要な医療、介護、福祉サービスなどを一体的に提

供し、すべての世代で支え・支えられるまちづくりの仕組み。

地域包括支援センター

地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を

行い、地域住民の保健医療の向上及び福祉の推進を包括的に支援す

ることを目的として設置された機関。

低炭素社会 二酸化炭素の排出が少ない社会のこと。
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堂 り々っとう景観記念日
市民主役の景観づくりに向けた取り組みを支援する一環として、毎年

10月10日、景観に関するイベントやフォーラムを開催している。

導入促進基本計画

中小企業者による設備投資を促進して労働生産性の向上を図るための

計画。市区町村が国から計画の同意を受けている場合、認定された中

小企業者は固定資産税の特例措置や国補助金の優先採択等を受けるこ

とが可能となる。

特定空家等

放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態または著し

く衛生上有害となる恐れのある状態、適切な管理が行われていないこ

とにより、著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の

保全のために放置することが不適切な状態にあると認められる空家等。

自治体から改善勧告を受けると、土地にかかる固定資産税の優遇措置

がされないなどの罰則がある。

都市再生特別措置法

急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情勢の変化に対し、

都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上を図るため、都市再生

の推進に関する基本方針や都市再生緊急整備地域における民間計画

の認定、都市計画の特例、交付金の措置等について定める法律。平

成14（2002）年制定。

トップセールス
国や地方自治体、企業の代表などが、国や地方の産物・産業、自社

製品等を他の国や地方へ売り込むこと。

ナ行

入国管理制度
深刻な人手不足に対応し、一定の専門性・技能を有し、即戦力となる

外国人材を受け入れるため、新たな在留資格を創設。

認定農業者
「農業経営基盤強化促進法」に基づき、5年後を目標とした「農業経営

改善計画」で市町村によって認定された農業者。地域の中心的担い手。

ハ行

パートナーシップ

本来は、英米法において2名以上の人（パートナー）が金銭・役務など

を出資して、共同して事業を営む関係のこと。事業運営に限定しない、

提携関係や協力関係のこと。

働き方改革

一億総活躍社会実現に向けた、労働環境を大きく見直す取り組みのこ

と。労働人口の減少、長時間労働や過労死問題を受け、「労働時間の

長時間化の是正」「正規・非正規の不合理格差の解消」「柔軟な働き

方の実現」を三本柱とする。

パブリックコメント
行政機関の意思決定過程において、広く市民に素案を公表し、それに

対して出された意見や情報を考慮して最終的な意思決定を行う制度。

ハラスメント

いろいろな場面での「嫌がらせ、いじめ」のこと。種類は様々で、他者

に対する発言・行動等が本人の意図には関係なく、相手を不快にさせ

たり、尊厳を傷つけたり、不利益を与えたり、脅威を与えること。

び わこビ ジターズ ビュー

ロー

滋賀の観光と物産の振興および発展のために様々な事業を展開する組

織。平成15（2003）年に（社）滋賀県観光連盟が名称変更した組織。

福祉医療費助成制度
保健の向上と福祉の増進を目的として、本市が子どもや障がいのある

人、高齢者等の医療費の一部を助成する制度。
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部落差別解消推進法

差別を解消することを目的として、平成28（2016）年に施行された。部

落差別は決して許されないものであるとの認識のもと、部落差別がな

い社会の実現を目指し、国と地方公共団体の責務を明らかにする法律。

ふるさと納税
応援したい自治体に寄附ができ、寄附金が所得税・住民税の控除の

対象となる制度。

ヘイトスピーチ解消法

差別を解消することを目的として、平成28（2016）年に施行された。特

定の民族や国籍の人々を排斥し、不安や差別意識を煽る差別的言動を

なくすことで、民族や国籍などの違いを豊かさとして認め合い、互い

に人権を尊重し合う社会を築くことを目指し、基本理念を定め、国及

び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本的施策を定めて

推進する法律。

包括業務委託事業
受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により、効率的・効

果的に. 運営できるよう、複数の業務や施設を包括的に委託すること。

ほ場整備

農業の生産効率を上げるため、耕地区画の整備、用排水路の整備、

土地改良、農道整備、耕地の集団化など、農地・農村の環境条件を

整備する事業。

マ行

マーケティング
商品・製品が効率的に売れるよう、市場調査・製造・輸送・保管・販

売・宣伝などの全過程にわたって行う企業活動。販売戦略。

モニタリング調査
廃棄物処理施設の設置及び変更にあたって、施設設置が周辺環境に

影響を及ぼしていないかどうかを調査する環境影響評価。

ヤ行

優良農地
一団のまとまりのある農地や農業水利施設の整備等により、生産性が

向上した農地など、良好な営農条件を備えた農地。

ユニバーサルデザイン

バリアフリーが主に障がいのある人が社会生活をしていく上で障壁（バ

リア）となるものを除去するという意味で用いられるのに対し、設計段

階からすべての人が共通して利用できるようにデザインする考え方。

ラ行

リーマンショック

アメリカ大手証券会社のリーマン・ブラザーズがサブプライムローンの

巨額の損失によって経営破綻したことに端を発して、連鎖的に発生し

た世界規模の金融危機。

りっとう空き家バンク

空き家を地域資源として地域のまちづくりに活用するため、空き家所

有者と利活用希望者とのマッチング（出会い）に向け、ウェブサイトへ

の情報提供や相談等を行う仕組み。

栗東国際交流協会

国際社会への対応のため、前身の「栗東町国際友好親善委員会」から

平成11（1999）年に国際交流を推進するために設立された組織。国際

姉妹・友好都市提携をはじめとして、国際化の推進に多岐にわたる役

割を果たしている。

栗東市総合戦略

本市において、人口減少や地域経済縮小の克服をはじめとする地方創

生の取り組みに焦点を当てて、これらの取り組みを積極的に推進する

ための戦略。
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用語 説明

6次産業化

農業などの第1次産業とこれに関連する加工・販売等の第2次・第3次

産業の事業の融合等により、地域資源を活用した新たな付加価値を生

み出す取り組み。

ワ行

ワーク・ライフ・バランス

やりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、

家庭や地域生活などにおいても、人生の各段階に応じて多様な生き方

が選択・実現できる、仕事と生活が調和した状態。

ワンクリック請求

Webサイトや電子メールに記載されたURLを一度クリックしただけで、

一方的にサービスへの入会などの契約成立を宣言され、多額の料金

の支払いを求められる詐欺。正当な契約手続きが完了しているかのよ

うに見せかけ、利用料を不正に請求する。

Ａ～Ｚ

AI（エーアイ） Artificial Intelligenceの略。人工知能。

DV（ディーブイ）
Domestic Violenceの略。配偶者暴力。配偶者または事実婚のパート

ナーなど親密な関係にある男女間における暴力のこと。

ICT（アイシーティ） Information and Communication Technologyの略。情報通信技術の

こと。

ISO14001

（イソまたはアイエスオー）

International Organization for Standardization（国際標準化機構）の

略。このうちISO14001は、運営方針の中に環境方針を取り入れ、その

環境方針に基づいて計画を立て、実施するという環境マネジメントに

対する国際的な認証。

PDCAサイクル

（ピーディーシーエー）

経営学のマネジメントなどで使われる言葉で、計画（Plan）を実行（Do）

し、評価（Check）して、その結果を改善（Action）に生かすプロセス。

PFI

（ピーエフアイ）

Private Finance Initiativeの略。公共施設等の設計、建設、維持管理

及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を

民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図

るという考え方。

PPP

（ピーピーピー）

Public Private Partnershipの略。公共サービスの提供に民間が参画す

る手法を幅広く捉えた概念で、「官民連携」とも呼ばれ、民間資本や民

間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。

QOL

（キューオーエル）

Quality of Lifeの略。物理的な豊かさやサービスの量、個々の身辺自

立だけでなく、生きがいや幸福感など精神面を含めた生活全体の豊か

さや自己実現の確保。

SDGs

（エス・ディー・ジーズ）

Sustainable Development Goalsの略。平成27（2015）年9月に国連で

合意された”全世界すべての人たち”が”持続的”に”人らしく生きる”ため

の世界共通の開発目標。

SNS

（エスエヌエス）

Social Networking Serviceの略。社会的ネットワークをインターネット

上で構築するサービスのこと。会員数の多いものとして、フェイスブッ

クやインスタグラムなどがある。

Uターン（ユーターン） 地方から都市に移住した人が、再び故郷に戻ること。
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栗東市 市民政策部 元気創造政策課

〒520-3088 滋賀県栗東市安養寺一丁目13番33号

電話 ：077-553-1234（代表）

FAX ：077-554-1123（代表）

ホームページ  http://www.city.ritto.lg.jp/



この計画書は再生紙とベジタブルインクを使用しています。


